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究及び大学・大学院教育の質の向上に直結するもの
で ，将来への極めて有効な投資として機能し始めて
いるところであり、最優先に継続していくことこそが改
革につながります。 
 
ぜひとも、民主党の行政刷新会議事業仕分けについ
ては、今後、科学技術立国日本をどのように発展させ
ていくのか、将来ビジョンを明確にして、未来に向かっ
て、皆が夢を持って生きていけるように、必要なものは
削減せず、きちんと継続的に予算を付けていただきた
いと思います。 
 
また、最終的に状況打開が困難な場合には、苦肉の
策ではありますが、将来に渡って科学技術立国であり
続けるための投資のため継続的な若手育成を優先す
るために、例の補正予算の先端研究助成基金の分を
若手研究者養成システム改革に充ててでも、継続す
るべきと思います。 

1285 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学技術立国としての日本は、ボトムアップ型
の継続的な基礎研究があって、初めて成り立
ちます。そのための中心的な研究費である科
学研究費補助金は、今後も最優先に考えて
増額するべきです。特に、最も創造的で活発
な世代の若手研究者向け研究費の中心を担
う若手研究 （ Ａ ） （ Ｂ ） を削減するべきでは
ありません。むしろ、これからの科学技術立国
日本を考えて、最優先に増額するべきです。 

資源のない日本はこれまでもこれからも科学技術立
国として生きていくしかないというのは国民の共通認
識だと思います。日本の将来を支える科学技術予算
は、日本の未来への投資として必要不可欠です。 
 
目先のことを考えるのでなく、将来の成長、明るい未
来、夢のある社会を実現するためには、大学・研究機
関などにおける先端基礎研究は極めて大事だと思い
ます。 
 
また、 ５年後、 １ ０ 年後、 ２ ０年後の科学技術立国
としての成長を考えた場合、特に、若手研究者向けの
予算は削減するべきではないと思います。 
 
民主党の行政刷新会議事業仕分けについては、科学
技術予算などにおいても、削りやすいところから削って
いるとしか思えず、将来ビジョンに欠けていることが最
も問題と思います。 
 
大事なことは、目先のお金の帳尻あわせではなく、今
後の日本が夢のある豊かな社会として復活するため
の将来ビジョンだと思います。将来に渡って科学技術
立国日本の立場を維持していくためには、優秀な若手
研究者の研究助成は絶対に必要と思います。 
 
また、国公立大学では年々運営費交付金を削減され
ており、特に地方大学では研究費は事実上ほとんど
全て科研費に依存している状態にあります。科研費の
削減により、研究実施不可能なケースが急増すると考
えられます。特に、現在から将来に渡って広く活躍す
る様々な分野の、多くの優秀な若手の研究を伸ばして
いくことは極めて大切で、特に、科学研究費補助金
（ 若手研究 （ Ａ ） （ Ｂ ） ） は削減せずに増額する
べきと考えます。 
 
ノーベル賞科学者においても、多くの場合、その研究
の発端は 30 代の頃になされており、30 代をはじめと
する若手研究者は最も創造的で活発であります。しか
し、日本の研究費配分システムでは、多くの場合業績
重視であり、比較的業績の少ない若手研究者に十分
な研究費が配分されにくい状況にあります。その上、
今回、若手向け研究費の中心を担う科学研究費補助
金 （若手研究 （ Ａ ） （ Ｂ ） ） ま で削減されるとすれ
ば、最も創造的で活発な若手研究者への研究支援を
削減することになり、大いなる愚策です。むしろ、将来
に渡って科学技術立国日本であり続けるために、極め
て効率的な投資と考えられ、最優先に増額するべきと
考えます。 
 
ぜひとも、民主党の行政刷新会議事業仕分けについ
ては、今後、科学技術立国日本をどのように発展させ
ていくのか、将来ビジョンを明確にして、未来に向かっ
て、皆が夢を持って生きていけるように、必要なものは
削減せず、むしろ最優先とされるものには増額も検討
して、きちんと継続的に予算を付けていただきたいと
思います。 
 
また、最終的に状況打開が困難な場合には、苦肉の
策ではありますが、科学技術立国として将来に渡って
継続的により多くの若手研究の支援を優先するため
に、例の補正予算の先端研究助成基金の分を、上記
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の科学研究費補助金若手研究 （ Ａ ） （ Ｂ ） に充て
るということも検討していただきたいと思います。 

1286 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

このたびは意見を募集してくださりありがとう
ございます。 
 
 
 
科学技術関係施策に関する費用特に競争的
資金を削減することについて反対いたします。

どの国においても、国民はもちろんですが、その国に
おける技術は国の宝と考えます。 
 
科学技術関係施策は、技術を育てる、伸ばすための
必要不可欠なものです。 
 
 
これら科学技術の発展や、教育・研究といったものは
一朝一夕に行われるものではなく、また、たゆまぬ地
道な 
活動が必要な領域です。 
 
 
これらの領域はとても重要な領域ではありますが、現
在も 
無分別に費用を費やして研究を行っているわけでは
なく、 
それなりの資金を費やすに値すると研究者により判定
された研究にのみ、 
資金が配分されるというのがこの競争的資金のシステ
ムです。 
 
 
それらの領域において、判定方法の改善や、 
使わなかった予算を返上する仕組みを作っていくこと
は 
急務の課題と言えると思いますが、 
予算を削減するということは、これらの科学技術の発
展の 
ための研究や育成を否定する姿勢を政府が打ち出す
ことでありますし、 
これまで積み上げてきた活動や努力を損なうことにつ
ながる 
ものであります。 
 
 
また、特に若手研究育成費用を削減することは、 
今はまだ実績がないものの、これらの科学技術研究
活動に 
従事しよう、努力しようと思う若手研究者の熱意をくじ
くものであります。 
 
さらに言えば、現在従事しようと思っている人の熱意を
くじくだけでなく、 
今後従事しようと考える人口を減らすことにつながり、
今後日本で良質な科学技術研究を行っていく土台を 
崩すことにつながるものであります。 
 
 
科学技術の研究や教育の成果はすぐには現れず、 
また、即時的な利益に結びつくものでもないので、 
費用削減の影響がすぐに目に見える形であらわれな
い 
可能性はありますが、これら費用を減じた結果は、 
いずれ大きな負の遺産として国にのしかかると思われ
ます。 
 
 
そのような過ちをおかさないために、現在の国民だけ
でなく、 
未来の国民のためにも 
この科学技術関係施策に関する費用削減に 
強く反対いたします。 

1287 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト  

このプロジェクトの優先度を高くするべきであ
る。 

このプロジェクトは、良質な生物資源を安価にて研究
者に安定供給するものであり、医学・薬学研究におい
て波及効果が高く、非常に優先度が高いと考えられ
る。また、とくに本プロジェクトで扱う日本サルは、高次
脳機能など、ヒトに近い生理機能を有するため、基礎
科学研究だけでなくトランスレーションナル研究などに
も重要であり、国民の福祉向上のためにも優先度が
高いと考えられる。 

1288 会社員 
文部科
学省 

ライフサイエンス
分野 

 海外で開発されているがん細胞内のシグナ
ル伝達系に関する抗体療法に対抗し ，日本
ではがん関連タンパク質を解析することによっ
て ，新しい療法を開発しようと試みている ．よ

 日本人の高齢化の進行とともに ， 最新のがん患者
データ「がん診療連携拠点病院院内がん登録 2007
年全国集計報告書」 （国立がんセンターがん対策情
報センター がん情報・統計部 院内がん登録室 ） で
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って ，ライフサイエンス分野の革新的蛋白質・
細胞解析研究イニシアティブ （ターゲットタン
パク研究プログラム ） ，革新的医薬品の創
出に向けた研究（ 分子イメージング研究戦略
推進プログラム II 期 ）の研究費の削減・縮小
に反対します ．  

は ，男性の 2 人に 1 人 ，女性の 3 人に 1 人が ，何ら
かのがんを発症するという結果が示されている ．平成
19 年 6 月に閣議決定した「がん対策推進基本計画」に
おいても ，日本の臨床腫瘍医の技術 ，化学療法 ，
放射線療法 ，及び緩和ケア療法の遅れが指摘されて
いる ．よって ，海外で開発されているがん細胞内の
シグナル伝達系に関する抗体療法に対抗し ，日本で
はがん関連タンパク質を解析することによって ，新し
い療法を開発しようと試みている ．  

1289 会社員 
文部科
学省 

(財)理化学研究
所 １ （ 次世代ス
ーパーコンピュ
ーティング技術
の推進 ） 

 理化学研究所が取り組んでいる ， 世界最速
演算能力を持つ次期スパコンについては ，研
究者達が唱えているように ，IT 分野のみなら
ず ，宇宙開発 ， 航空機産業 ，及び医薬品開
発分野等における幅広い技術発展の可能性
を含めていることを示唆する ．特に， 非資源
立国の日本にとっては ，次世代最速コンピュ
ーターで先端を進んで行くことは最も重要な事
業と考えます ． 

 世界最速演算能力を持つ次期スパコンについて
は ，IT 分野のみならず ，宇宙開発 ，航空機産業，
及び医薬品開発分野等において実り多き最先端技術
であると考えます． がん分野の新規化学療法薬の開
発においても ，がん関連タンパク質の構造解析及び
分子イメージング技術を実現させるには ，このスパコ
ンの技術利用が不可欠であると考え ，計上とおりの
予算策定をお願いします ． 

1290 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
特別研究員事業は、予算的な意味において、
日本の研究者養成の基幹ともいうべきもの
で、増額してほしい。 

日本の大学における大学院生の教育体制は、一昔前
の制度を引きずっており、現実的な金銭的な面での生
活支援という意味では、ほとんど手当ができていない
のが現状である。これを、大学間格差のような形で放
置せず、良い研究・良い人材はサポートする必要・意
義は非常に高い。 

1291 会社員 
経済産
業省 

立体構造新機能
集積回路 （ドリ
ームチップ ）技
術開発 

来年度は増額すべきである。 

日本は輸出立国である。現在の発展は日本の強みで
ある科学技術力にもとづいて競争力のある製品を世
界に輸出してきたからである。半導体部品産業も国際
的競争力のある産業である。「立体構造新機能集積
回路 （ドリームチップ ）技術開発」は半導体部品産業
の国際競争力をさらに強力にしていくための根幹とな
る技術である。今回施策規模を小さくすることにより、
今後の競争力の維持すらできなくなることが予想され
る。将来的には日本の半導体部品産業の競争力の維
持すらも危惧される状況を生むであろう。 

1292 会社員 
文部科
学省 

先端研究施設共
用促進事業 

中小企業にとって大変重要な施策ですので、
ぜひ継続してくださいます様、よろしくお願い
いたします。 

先端技術開発を行うためには最新の実験設備や測定
装置が必須となりますが、中小企業にとってこれらを
自前で揃えるのは非常に困難です。共用利用可能な
先端研究施設はこうした私たちのニーズにあった重要
なものであり、今後も存続させるべきものと思います。

1293 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラ ム 

世界トップレベル研究拠点プログラムの予算
は削減されるべきでない。 

WPI での研究はこれまで物理、ライフサイエンス、など
単独でなされていた研究が、それらの枠を超えて融合
し新たに総合的な研究をしようとしています。また WPI
での研究は非常に重要な基礎研究であり、長期的に
継続して行われるべき事業です。研究成果の基準が
不明瞭との指摘がありますが、それらに関しては成果
を踏まえて次年度以降の予算を決めていただければ
よいと考えております。間違いなく、素晴らしい成果を
出しているとは思いますが。 
 
基礎研究は非常に時間と経費のかかる事業ですが、
将来日本を支えていくために重要なものです。未来の
国民が豊かな生活を送れるようにするためにも、この
WPI に関わる費用の削減はすべきでないと考えていま
す。 

1294 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

最優先すべき施策 （いわゆる S 判定 ）と考え
ます 

我が国の生命科学の基盤である生物資源事業が壊
滅的打撃を受け、関連諸分野の研究に重大な支障を
来すことが懸念されるからです 

1295 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

最優先すべき施策 （いわゆる S 判定 ）と考え
ます 

世界最高水準の研究に取り組むために、トップダウン
的に大きな課題を設定して、それにふさわしい個々の
研究課題をボトムアップ的に公募するという画期的な
事業です。全体としての戦略が明確で、統一がとれて
いて、それでいて個々の研究者の自由な発想を最大
限尊重しながら研究を発展させていくというシステム
は極めて有機的で効率的で戦略的だと考えられま
す。 

1296 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

最優先すべき施策 （いわゆる S 判定 ）と考え
ます 

資源の少ない日本が拠って立つところは科学技術で
す。科学技術立国なくして将来の日本はありません。
そのために最も大切なことは人材ならびに高等教育・
研究環境の整備です。人材を育てるには時間を要し
ます。その重要性は効率化や短期的成果といった尺
度で測ることはできません。 
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1297 会社員 総務省 

未利用周波数帯
への無線システ
ムの移行促進に
向けた基盤技術
の研究開発 

本施策は優先度と実現性が高いと判断しま
す。 
 
（ 施策番号 ７とも類似します ） 
 
 
 
実現すれば、大容量の画像データも瞬時に送
受信可能なネットワーク網が構築される。 
 
すると、例えば遠隔地医療や地方と都市部を
結んだテレビ会議などが可能となり、全国画
一的なサービスを多方面で実現出来ると考え
ます。 
 
即ち、後述の税収だけでなく、地方活性や高
齢化・医者不足問題などへの寄与も非常に大
きいと考えます。 

科学技術の優先度を測る指標として即効性が挙げら
れます。 
 
特に、不況である昨今では重要な指標と考えます。 
 
もちろん、科学技術ですから今日・明日というスパンで
はありません。 
 
しかし、本施策の実現は近く、且つ、日本は本施策領
域で強みをもっていますので、今こそ資源を投入して
先行者となるべきと考えます。 
 
 
日本は、未利用周波数帯 （特に数十Ｇ Ｈ ｚ から数Ｔ
Ｈ ｚ ） における材料開発、デバイス開発、シミュレー
ション技術、で世界をリードしており、且つ、実現まで
あと一歩のところまで来ています。 
 
日本が先行して実現できれば、規格を日本が決めら
れるというメリットが生じ、特許や技術の展開による産
業の発展により、税収増も望める為、税収面でも国民
を豊かに出来るのではないでしょうか？ 

1298 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究 

１ ， 科学研究全般に関する意見 
 
長期的ビジョンに立ち、研究基盤の空洞化を
防いでいただきたい。 
 
２ ， 分子イメージングに関する意見 
 
次期医療体系において中核的な存在になる
研究分野であり、日本における研究は始まっ
たばかり。世界での位置づけを正確に把握
し、その重要性を確認していただきたい。 

１ ， ポスドクが研究する場としての研究独法はとても
重要です。このシステムを崩すと海外への頭脳流出
はさらに加速します。また、一般の国民の方には直接
には効果がわかりにくい基礎研究に関しては、短絡的
に縮小を進めると研究基盤が空洞化し、研究のトレン
ドが変化したときに全く対応がとれなくなる可能性もあ
ります。 
 
２ ， 分子イメージングに関しては、世界での力の入れ
方と日本における状況との温度差に驚くところがあり
ます。この分野は「イメージング」とはなっていますが、
治療も視野に入れた研究分野であり、ガン治療をはじ
めとする多くの応用分野が期待されています。本研究
は国民の皆様に対する直接の利益であるのみでなく、
科学分野での重要な世界貢献になるもので、その状
況を十分に把握していただきたく思います。 

1299 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

特に基礎科学に関しては、科研費依存が大き
いかと思います。 
 
また、一律競争によって資金が得られる為に
研究者間における相乗効果も有るかと思いま
す。 
 
 
 
確かに期待された結果が得られない可能性、
費用対効果は見られない、というご意見も有り
ますが、 
産学一体となって新しい製品開発なども行わ
れております。 
 
このような行為は戦後の日本に大きな希望を
与え、 
また、日本独自でかつ、最先端の技術を育ん
で来ております。 
 
もちろん、これだけで全てが行われて来た訳
ではありませんが、 
大きなプロジェクトによって、沢山の人が高度
な研究の場を得られており、 
その結果、様々な分野で素晴らしい結果が出
されていると思います。 

このような基幹的で若手育成の予算が蔑ろになること
と、科学立国としての立場を著しく損なうと思います。 
 
こども手当ですくすくと育った方達が大きく活躍するだ
ろうと思われる部分を削る必要でしょうか？ 

1300 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

大学とは高度な学問を行う場であると思いま
す。 
 
日本、いえ世界の産業界などに多岐に渡り、
幅広い人材育成がなされて、今後にも繋げて
いく必要性があります。 
 
この箇所にこそ大きな支援を行う必要がある
かと思います。 
 
確かに歳費以外の収入も得られる様にしてい
くのも今後の課題ですが、 
このように削減の対象に上がる理由がわかり

大学などの高等教育現場は、その国の真の豊かさを
表す指標かと思います。 
 
意味も無くお金をバラまくのでは無く、 
素晴らしい人材を育成し、日本だけ無く世界中で活躍
出来る日本人を育成する事が先進国としての勤めだ
と思います。 
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ません。 

1301 研究者 
文部科
学省 

私立大学におけ
る教育・学術研
究の充実 

予算を優先的に配分して頂きたい。 

私立大学の教員は、授業数が多く忙しい中、研究、教
育に 
非常に熱心に取り組んでいる。いくつかの私立大学に
おいては、国立大学が行ってないような魅力的な研究
を 
行っている。このような研究の芽を支援することによっ
て、欧米に負けない科学技術レベルが実現できるだろ
う。 
 
これは、資源の乏しい日本が、科学技術立国として生
き残る上で非常に重要である。しかし、基礎科学分野
においては 
民間からの支援を受けることも非常に難しい。 
 
このため、私立大学における教育・学術研究、特に基
礎科学分野の学術研究の充実に予算を配分すべきで
ある。 

1302 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用  

予算を削減するにしても、最小限の人件費は
維持して欲しい。 
 
短期的な視点ですぐに国民の役に立たない
からムダという 
レッテルを張るのではなく、長期的な視点で、
本当にムダ 
かどうかを科学技術の有識者ともっとよく議論
してから、 
メリハリをつけた予算編成をお願いする。 

プロジェクトで任用されているポスドク研究者も多い。
 
このため、予算を完全凍結すると、彼らが翌年から路
頭に 
迷うことになるだろう。これは、昨年話題になった派遣
切りと全く同じである。 
 
また、世界一かどうかはともかく、高性能のスーパーコ
ンピュータを開発することは、日本が科学技術立国と
して 
生き残る上で非常に重要である。 

1303 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

行政刷新会議における、女性研究者支援シス
テム改革事業の評価に対して、評価結果 （予
算要求額の縮減） を見直し、予算要求額での
実施をお願い申し上げます。 

東京農工大学では、女性研究者養成システム改革加
速事業が実施され、新規養成女性研究者の採用が進
められております。私は、本年 １ ０ 月より女性研究者
養成システム改革加速事業において、助教として採用
いただきました。博士学位取得後、非常勤研究員とし
て不安定な雇用形態でおりましたが、この機会を頂け
たことにより、今後の研究者としての活動を継続でき
るようになり、また、女性としての生活 （出産や育
児 ）との両立を支援していただける体制が整っている
ため、仕事 （研究） にも安心して取り組むことができ
ます。非常に多くの時間を割き、事業内容を計画し、
実施していただいている本事業の継続は、私だけでは
なく、同じような立場の多くの女性研究者が切望して
おります。また、将来、女性研究者を目指している女
子学生にとっても必須と考えます。研究成果において
は、男女の区別はございません。ただ、女性特有の疾
患 （乳がんや子宮がん等 ）の予防や治療、化粧品
の開発などに関しましては、女性の視点から考える研
究内容の提案や実用化への提言も重要と考えます。
 
以上、簡単ではございますが、このような観点から、今
後も女性研究者の支援体制の継続策が必須と考えて
おります。なにとぞ、評価結果 （予算要求額の縮減）
の見直しをお願い申し上げます。 

1304 会社員 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合事業 

がん治療 

現在のがん治療では十分と言えず、副作用で通常の
生活が維持できずに苦しんでいる方が多い様に思い
ます。 （私の家族もそうでした。 ）  
 
標準的ないわゆる 3 大治療 （外科、放射線、抗がん
剤 ）では限界が有ると思いますので、新規の免疫力
を活用した治療法を開発してほしい。 

1305 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

 世界トップレベル研究拠点プログラム （Ｗ
Ｐ Ｉ )は、開始から ２年経過して多くの国内外
の優れた研究者を新規採用して施設を整備し
ているところであり、当初の １ ０年間という中
期的計画を実現することが必須である。 
 
 
 
 国内外のリーダー格研究者および将来の日
本を担い活躍する若手研究者の雇用や優れ
た研究環境の維持には、当初募集計画で示
された各拠点 ２ ０ 億円から既に減額された １
４ 億円 （ 直接および間接経費の合計 ）という
現状の予算レベルが不可欠であり、減額すべ
きではない。 

 ＷＰ Ｉ （ 世界トップレベル研究拠点プログラム ）は
伝統的に日本に残る問題点や弱点を克服するための
新しいスタイルの研究組織を作ることを大胆に試みる
ためのプログラムである。 
 
 
 例えば、外国人研究者が少ない、国際化が遅れて
いる、などの問題点を克服するために、外国人研究者
を ３ ０％以上採用する、英語を公用語にして会議は
英語でおこない、連絡と書類を英語として、そのため
バイリンガルな事務職員を多数採用する、などを進め
ている。 
 
 
 真にグローバルで世界のモデルとなりうるような、新
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たな学際研究分野を開拓し、新しいスタイルの研究組
織の構築を目的とした事業であり、日本人や外国人の
区別なく、世界の英知を集めて、日本の研究組織およ
び日本人若手研究者が真に世界的リーダーに成長す
るための研究環境を整備しようとしており、このプログ
ラムは我が国が世界の科学技術リーダーとしての地
位を確保してさらに発展させるためにもっと期待できる
取組である。 
 
 
 以上のように、Ｗ Ｐ Ｉ 拠点は国際化だけが目的で
はなく、これまでにない画期的な学際的研究分野を切
り開くことによって、今後世界をリードする科学技術を
グローバルリーダーとして発展させる使命を担ってい
る。さらに、このような構想と運営面でも新しいスタイ
ルの研究拠点を大きく成功させることによって、国際
化やフレキシブルな研究組織などの観点から既存の
大学や研究所を、如何にして弱点や問題点を解決し
て将来に向かって発展させるかのモデルとなることも
重要な目的である。この目標に向かって、すべてのＷ
Ｐ Ｉ 拠点の拠点長と構成員は日夜懸命の努力を続
けており、開始後わずか ２年の現時点において、予
算が今後大幅に削減されれば、その努力を続けて目
的に向かって発展成功させることが困難になる。それ
に加えて、新しい画期的な研究拠点への参加を説得
して招聘した多数の国内外の優れた研究者に対して、
約束した研究活動のサポートが不可能になってしまえ
ば、著しく世界的信用と地位の低下が不可避になり、
日本にとって重大な損害に繋がる。 

1306 その他 
文部科
学省 

戦略的基礎科学
研究強化プログ
ラム 

是非とも必要で、より強化すべきである。 

日本は狭く、資源の乏しい国である。その日本が世界
の中で地位を保ち豊かであり続けるためには、新規性
の高い基礎科学研究が必須である。新しい基礎研究
は成果が出るまでに時間がかかり、民間の助成を得
にくい。国が長期的視野に立って、比較的若い研究者
の挑戦的な研究を支援すべきである。 

1307 その他 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

感覚器障害 （特に難聴 ）も重要視すべきで
ある。 

「健康長寿社会」のためには、高齢者の生活の質を向
上させる必要がある。現在、最も頻度の高い身体障害
は難聴である。その有病率は 20％を越えるとされてお
り、高齢化に伴いさらに増加していく。これは社会的に
も高いコストとなっている。癌や認知症も重要である
が、困っている国民数の多い難聴にも相応の対応を
すべきである。難聴関連の分子は主に遺伝性難聴か
ら多数同定されており、分子イメージングの応用は治
療戦略に繋がる。 

1308 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金   

是非とも必要で、より強化すべきである。 

日本は狭く、資源の乏しい国である。その日本が世界
の中で地位を保ち豊かであり続けるためには、新規性
の高い基礎科学研究が必須である。新しい基礎研究
は成果が出るまでに時間がかかり、民間の助成を得
にくい。国が長期的視野に立って、比較的若い研究者
の挑戦的な研究を支援すべきである。 

1309 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科研費の削減はしないでほしい。むしろ他の
施策からこちらへ資金を回して増額すべきで
ある。 

科学の進歩は政府が重点をおいた項目から生まれる
よりは、科学者の自由な発想に基づく研究により生ま
れるものである。Ｃ Ｏ ２削減に直接役立たないからと
いって、数学や哲学、文学のような基礎的な研究を切
り捨てていけば、我が国の科学は壊滅してしまうであ
ろう。企業と無関係な大学の基礎研究者にとって科研
費は命綱であり、これを削減するべきではない。むし
ろ重点研究から基盤研究に多くお金を回す方が、長
期的にイノベーションにつながるであろう。 

1310 
団体職
員 

文部科
学省 

産学官連携戦略
展開事業 

事業廃止すべきではない。 

地方における産業振興や企業生き残りをかけた研究
開発には ，「地の拠点」である地域大学との連携は必
須です。我々中小企業を対象とした産業支援機関に
従事する者にとって ，大学が設置する産学官連携コ
ーディネーター業務ほど心強いものはありません。こ
の事業の廃止によって設置が不透明となれば ，支援
機関である我々と我々を頼る中小企業にとって先行き
が不透明です。もし ，大学側が設置しない場合地域
企業にとって大きな損失であり ，設置の是非の決定
が大学側の意思で決まれば ，地域格差にもつながる
可能性を持っています。 

1311 研究者 
文部科
学省 

理化学研究所 免疫センターの研究を止めるべからず!! 

免疫・アレルギー研究を止めてしまって医療のレベル
は向上するのか?そうではないはずだ。基礎医学の研
究があってこそ、我々の明日の医療が確保できるので
はないか?研究はすぐに明確な成果がでるわけではな
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い。5 年、10 年かかってようやく成果が出て、30 年 40
年後に評価される。それが研究であり科学だ。そのた
めにも研究の歩みを止めるような事はあってはならな
い。 

1312 その他 
文部科
学省 

感染症研究国際
ネットワーク推
進プログラム 

今回の事業仕分けの評定結果に反対します。
 
発展的な継続を希望します。 

海外の感染症の基礎研究が将来の日本の感染予防
な役割を果たすので。 

1313 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

WPI は縮小すべきではなく、今後も継続すべ
きである。 

将来の科学技術を担う若手研究者は優秀な研究者と
日々議論することにより成長すると思われる。WPI に
よる優秀な研究者の招へいはその機会を多くの日本
の若手研究者に与えてくれている。このため、長期的
な視野で考えると、WPI により日本の科学技術は発
展、成長すると思われる。 

1314 研究者 
文部科
学省 

戦略的基礎科学
強化プログラム
（ 仮称 ）  

本施策は是非とも推進すべき施策である。本
施策は民間では丹精されることのない施策で
あり、国が動いて始めて達成できる施策であ
る。科学技術において欧米と同等であるため
には本施策を長い目で維持し続ける必要があ
ると考えられる。 

基礎科学は １ ． 成果達成まで時間が掛かる。 ２ ， 具
体的な社会貢献がわかりにくい。といった面があるた
め利益効率を中心にした考え方では基礎科学はない
がしろにされがちである。しかし、これまで社会で利用
されている技術は全て基礎科学の積み重ね無しには
得られない技術である。つまり基礎科学の充実をはか
ることは将来において国益となる。利益効率の悪い施
策だからこそ、民間ではなく国が推進するものではな
いだろうか。 

1315 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
本施策は是非とも推進すべき施策である。科
学立国として次世代の研究者の養成は重要
課題である。 

これまで長い時間をかけて先人が築き上げることでよ
うやく日本は欧米と肩を並べて渡り合えるレベルに達
してきた。技術、教育というものは一度途絶えさせるこ
とでそれを取り返すには多大な時間と経費を要するこ
とになる。次世代を育成しこのレベルを下げることなく
持続することこそ最も効率のよい経費の使用方法であ
る。 

1316 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

本施策は是非とも推進すべき施策である。研
究の多様性がある今一つの分野に集中する
方針ではなく多様性こそ重視すべきである。 

研究が人の行う物であるからには必然的に多様性が
生まれる。その多様性こそが新しい発見へと結びつ
く。研究費はその多様性が維持されるよう様々な分野
に平等に分配されるべきである。 

1317 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータ戦
略プ ログラム準
備研究 

行政 刷新会議の事業仕分けによる「来年度
の予算計上の見送りに限りなく近い縮減」との
判断への反対 

コンピューター技術は単に計算工学のみならず、高度
情報科学である医学、生物学研究の基盤となる技術
である。すなわち、その国の保有するスーパーコンピ
ューターの能力は、その国の広汎な科学技術のレベ
ルを規定する。資源小国である本邦は、科学、技術に
よってのみ国際競争に打ち勝って生き残り得る。本邦
のスーパーコンピューター技術は、将来の新産業の確
立のためにも最大限に推奨するべき基幹技術であ
る。以上の理由から行政刷新会議による「来年度の予
算計上の見送りに限りなく近い縮減」との判断に反対
する 

1318 会社員 
厚生労
働省 

難治性疾患克服
研究 

遠位性ミオパチー： 現在疾患の原因が特定
されておらず、治療方法が発見できていない
ので是非推進してほしい。日本には推定 ３ ０
０ 名前後の患者がいると推測 

日本だけでなく世界的にはその １ ０ 倍以上患者がい
ると推測。歩行困難で車椅子を余儀なくされている。
是非送球に原因の特定と治療方法の確定研究を推進
していただきたい。 

1319 その他 
文部科
学省 

癌や免疫研究に
力を注ぐべき 

講演で理研の免疫センターがやっている、新
しいがん療法や膠原病のついての話を聞きま
した。 
 
病気の原因追求や新たな治療法の話に感激
し期待をしています。将来は身内でも臨床試
験にも参加するつもりです。 
 
日本が率先して医療分野での専門特許など
を獲得することが重要と思います。 

医療分野では世界でも有数の研究がなされているに
もかかわらず、日本は新たな治療を行うには遅れてい
ます。いつも海外に追随しているように思えます。ぜひ
日本から、医学ノーベル賞をとるような研究には援助
を行ってほしいと考えます。 

1320 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金事業については、高い優
先度をもって拡充していただきたい。 

私は京都大学で基礎科学 （物理） の研究を行ってい
ます。 
 
 
国立大学の法人化後、運営費交付金は毎年の効率
化係数によって減少の一途をたどっており、毎年確実
に措置される研究室の予算、いわゆる講座費は、光
熱水費とコピー用紙代などの日常経費を支払うといく
らも残りません。ついに本年度は、大学院生の研究に
関する視野を広げてもらおうと購読を続けていた科学
雑誌の公費による購読を取りやめました。 
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大学から支払われる講座費で研究ができない状況
は、もう何年も続いています。研究を継続するには、
我々のような基礎科学分野では科学研究費補助金だ
けが頼りです。 
 
 
毎年、相当の時間をかけて申請書を作成して申請して
いますが、不幸にして採択されなかった年度には、ま
ったく新規の研究を始められないという有様です。 
 
 
我々はすでに財政的にギリギリのところまで追い込ま
れて研究を実施しています。これ以上、科学研究費補
助金の事業規模が縮小される事については、研究を
継続し、かつ、成果を上げていくために、どうしても容
認できません。どうか、科学研究費補助金事業につい
ては、高い優先度で拡充を図っていただきたいと希望
します。 
 
 
先日の事業仕分けの議論を拝見しておりましたが、
「一人で 10 件もの競争的資金を獲得している研究者
がいる」ことを根拠に、仕分け人の中には、あたかも研
究費がありあまっているかのような印象をお持ちの方
もおられるようです。確かに、一部の研究者に資金が
集中している話を見聞きはしますが、それはごく一部
のケースであって、大半の研究者は研究資金の獲得
に多くの時間を費やし、本業である研究をおそろかに
せざるを得ない状況に追い込まれています。 
 
 
私はトップダウン式に （戦略的にというのでしょう
か？ ）分野を決めて資金を投下する事業が多すぎる
と感じています。本来、研究とは個々の研究者の自由
な発想に基づいて実施されるべきものです。無論、国
家プロジェクトとして戦略的に推進する研究も必要と
思いますが、現状、その戦略的な予算が多すぎるよう
に思います。 
 
 
前政権によって打ち出された一人 ９ ０ 億全体で ２ ７
０ ０ 億などは、その最たるもので、そのような特定の
分野にだけ資金を注入することは、研究の多様性を
失わせ、最終的には国全体の研究力を失わせること
につながると思います。 
 
 
２ ７ ０ ０ 億もの予算があるのならば、それを科学研
究費補助金事業に投入し、国の研究力の底上げに資
するようにしていただきたいと強く希望します。 

1321 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 現行の事業規模を維持していただきたい。 

先日の事業仕分けでは「大学院生・PD のセーフティー
ネット」などと指摘され、あたかも大学院生・PD の生活
の救済のための事業であるかのような議論がなされ
ましたが、特別研究員事業は決して、大学院生・PD の
生活を救済するものではなく、近い将来、国の科学技
術を支える優秀な人材を育てるための奨学金に近い
制度と考えるべきと思います。 
 
 
特別研究員の採用率は ２ ０％前後で推移しており、
すべての大学院生・PD が採用されるものではありま
せん。全体の中でわずか 20%という優秀な若手が選抜
されて採用されるものです。それは、特別研究員経験
者の多くがその後、大学や研究機関で常勤の職を得
ているという日本学術振興会の調査で明らかでありま
す。 
 
 
博士号を取得して研究者として大成するためには、大
学院に進学して学費を支払い、その間の生活費を自
弁するという大変な経済的負担が伴います。欧米では
大学院生は給料を受け取るものと認識されています
が、日本では単なる「学生」扱いです。多くの若手が特
別研究員事業によるサポートを得るために必要とされ
る成果を上げるために日夜努力しています。事業仕分
けでの乱暴な議論にしたがって特別研究員事業の縮
小があるようなことがあれば、その若手諸君の士気を
下げるばかりでなく、長期的に見れば、優秀な若手が
研究者を目指さなくなり、国の研究力の減退につなが
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ると思います。 

1322 研究者 
文部科
学省 

RI ビームファクト
リー計画の推進 

今後とも高い優先度をもって推進すべき 

最後の三件目は、私個人の研究分野に関連すること
ですので、声高に主張するのは若干ためらいを感じま
すが、RI ビームファクトリー計画の推進を具申します。
 
 
アメリカ科学アカデミーが 2002 年に下院議会へ報告し
た「21 世紀に解決すべき物理学上の 11 大問題」の 3
番目として「鉄からウランにいたる重い元素はいかに
作られたか？」という項目があります。現在、これらの
元素は超新星爆発の際の R プロセスと呼ばれる過程
のなかで生成されたと考えられています。 
 
 
しかしながら、R プロセスに関与すると考えられている
原子核はすべて不安定核(RI)であり、その多くは、人
類が一度も生成を確認したことのない未知の原子核
であります。R プロセスと呼ばれている過程は、あくま
で推論の域を出るものではなく、RI ビームファクトリー
における不安定核の研究なくして、元素合成の謎を解
き明かすことはできません。 
 
 
また、超新星爆発そのものについても、我々の知る原
子核についての理論ではコンピュータシミュレーション
において超新星の爆発を再現することができません。
不安定核領域に、我々にとって未知の現象が存在し
ない限り、超新星爆発を再現することができません。 
 
 
不安定核研究の重要性は欧米諸国でも認知されてい
て、米国・欧州でも新しい RI ビーム施設が建設中であ
ります。これら第三世代施設と呼ばれる施設のなか
で、唯一日本の RI ビームファクトリーだけが ２ ０ ０ ９
年の時点において稼働している施設です。欧米諸国
の施設が完成し熾烈な競争が始まる前に、日本はで
きうる限り速やかに不安定核分野の研究を推進する
べきと考えます。 

1323 研究者 
文部科
学省 

再生医療の実現
化プロジェクト 

日本の科学・医療の現状を見て、iPS 細胞に
関連する研究費は今まで以上に確保する必
要がある。 

iPS 細胞研究について日本は間違いなく世界のトップ
に立っている。iPS 細胞によって成し遂げられる医療・
科学の進歩に対して、研究費を出し惜しみするべきで
はない。また日本は世界的に見て裕福な国であり、地
球規模での科学の発展に貢献すべき国である。現
に、自分は山中教授が所属する京大 iCeMS の博士研
究員であるが、この機関には利己的なところは全くな
く、科学全体の発展のために世界各国のセミナーで研
究成果を報告し、知識を共有できるよう努めている。も
し iCeMS に研究費・人件費が無くなり、優秀な研究者
や研究試料が海外に流出してしまったら、それこそ日
本にとって大きな損害である。20 年前、構造の分野で
同じような大失敗が起こり、ようやく Spring-8 を設立す
ることができたのに、今度は医療の発展に関して同じ
ことを繰り返すのか？いくら研究費を使っても一秒でも
早く治療法を見つけるべき難病はたくさん残されてい
る。 

1324 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

世界トップレベル研究拠点プログラムの計画
縮小に反対します。 

世界トップレベル研究拠点プログラムは世界に誇れる
日本の科学技術をさらに飛躍させ世界標準の基盤技
術として発展させる上で必要であると考えられる。また
日本の研究中心である大学院大学を国際的に発展さ
せ、よりすぐれた研究機関としての進展を遂げるため
の石杖となる施策である。日本の研究機関は海外と
比較して閉鎖的であるがゆえにその研究能力に比し
て実力が低く認識されてしまうのが現状である。このよ
うな行き違いを解消し実力に基づいた正しい評価を受
けるためにも本施策の現行規模での継続を強く求め
る。 

1325 その他 
文部科
学省 

特別研究員事業 
日本学術振興会の特別研究員制度を絶対に
縮小させてはなりません。 

私は、日本学術振興会の特別研究員として現在博士
課程に在籍しています。 
 
この補助がなかったら、財政的な問題で博士課程に
は進学しませんでした。 
 
  
特別研究員制度が縮小されれば、 
多くの博士課程進学希望者が進学をあきらめます。 
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そして、これからの日本の科学技術を支えていく人材
が減り、 
科学技術や知識までをも海外に頼らなければならなく
なってしまいます。 
 
  
日本の今後を考えても、絶対に若手研究者を育てる
べきです。 

1326 その他 総務省 

「クラウドサービ
スを支える高信
頼・省電力ネット
ワーク制御技術
の研究開発」 

クラウドサービスやＡ Ｓ Ｐサービス等、新しい
サービスを支える基盤技術の発展は、新しい
サービスの立ち上がり促進や品質向上 （サ
ービスレベル確保） と両輪をなすものである
と認識している。 
 
このような施策は国家支援のもと早期に技術
確立できるよう検討を進めて欲しい。 

新サービスの増加に伴い、ネットワークシステム全体
に係る IT 機器消費電力が劇的に増加することは確か
である。 
 
これら課題解決を行う基盤技術が確立できなければ、
サービス提供へあたっての大きな障壁となり、市場活
性化が望めないものと考えている。 
 
安全・安心なネットワーク社会を実現し、市場活性を目
指し、本意見を提出する。 

1327 会社員 
文部科
学省 

元素戦略 
資資源戦略の中長期的研究は必須である
が、予算を各省庁に跨らず、一本化し、国とし
て重点施策に集中すべきである。 

資源の乏しい日本にとって、資源戦略の中長期的研
究は必須かつ重要なテーマである。それを文科省、環
境省、経産省で同じようなテーマで研究するのはおか
しいと考えるため。 

1328 会社員 
経済産
業省 

希少金属代替材
料開発プロジェ
クト 

資源戦略の中長期的研究は必須であるが、
予算を各省庁に跨らず、一本化し、国として重
点施策に集中すべきである。 

資源の乏しい日本にとって、資源戦略の中長期的研
究は必須かつ重要なテーマである。それを文科省、環
境省、経産省で同じようなテーマで研究するのはおか
しいと考えるため。 

1329 会社員 環境省 
循環型社会形成
推進科学研究補
助金 

資源戦略の中長期的研究は必須であるが、
予算を各省庁に跨らず、一本化し、国として重
点施策に集中すべきである。 

資源の乏しい日本にとって、資源戦略の中長期的研
究は必須かつ重要なテーマである。それを文科省、環
境省、経産省で同じようなテーマで研究するのはおか
しいと考えるため。 

1330 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

WPI は縮小すべきでない。 

プログラムの縮小による人件費の削減・研究助成の
減少により、これまで推し進めてきた高い研究水準の
実現・研究機関の国際化が困難となり、また若手研究
者の成長の場や研究・国際交流の機会を減らすことと
なる。将来の科学技術の発展や革新技術の創出のた
めにこのプログラムは必須であると考える。 

1331 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

日本がこれからの世界の中で生き残って行く
ためには、やはり科学・技術の力に頼るしか
ないと存じます。この施策は、そのために大変
重要な役割を果たしており、その縮減には強く
反対いたします。 

日本がこれからの世界の中で生き残って行くために
は、やはり科学・技術の力に頼るしかないと存じます。
この施策は、そのために大変重要な役割を果たしてお
り、その縮減には強く反対いたします。 
 
 近年の科学者、技術者に対する日本政府および日
本社会の扱いは、科学・技術立国の名に恥じるもので
す。現在、科学者を目指す若者は明らかに減少し、そ
の平均レベルも落ちてきております。若者にとって、特
に基礎科学の研究者がどれだけハードな労働を必要
とするかを現実に垣間見、さらに将来の生活の保障も
ほとんどないことが、若者の科学・技術離れを促進し
ております。そして、既に日本の基礎科学の相対的衰
退は顕在化しつつます。これに対して、中国の基礎科
学分野における台頭は著しいものがあり、このままで
は近い将来、科学力においても完全に立場が逆転す
ると思われます。昨年の日本人ノーベル賞は数十年
前の業績によるものであり、現在の基礎科学者が置
かれた状況を反映するものではありません。 
 
 この事業資金は、この時点で世界に誇る素晴らしい
成果を挙げつつある、もしくは挙げる可能性の高い日
本独自の基礎研究を取り上げてサポートするものであ
り、これまでも大いに日本の科学を推進し、顕在的・潜
在的に波及効果を生み出してきました。これらの資金
のうち、特に戦略的創造研究推進事業 （CREST ） で
は、ポスドクまたは実験技術員の雇用も可能であり、
若い基礎研究者および実験技術員の数少ない雇用を
担っております。これらの資金が無ければ、例えば私
の在住する地方では、技術を持った主婦や若い女性
がその技術を生かす機会はほとんどありません。さら
に、特に私の関係する免疫学は、 １ ） 患者数の多い
アレルギー疾患、２ ） 難病指定の多いリウマチなど
の自己免疫病、そして ３ ） インフルエンザを含む感染
症に対する新たな治療法を生み出す原動力となって
おりますが、何故か近年、免疫学領域の資金は非常
に限られたものとなってしまいました。この分野の研究
では、他の基礎生物学分野に比べてどうしてもコスト
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が掛かります。それだけに大きな発見をしつつある時
には、迅速に上記資金でサポートしていただく必要が
あります。そうでなければ、アメリカの物量に、今後は
さらに中国のそれにすぐ飲み込まれること必定です。
従って、それでなくても不十分な基礎科学予算の内、
特に上記資金を減額することに反対いたします。 
 
 さらに根本的に日本の基礎科学の現状を改革する
には、国立大学の改革、特に人事の閉鎖性 （例え
ば、教授が退官しても准教授がそのまま後を次ぐなど
の慣習 ）打破が必須です。若手もシニアもより自由に
研究拠点を移動できるようにする必要があることを付
け加えさせていただきます。 

1332 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

基礎科学研究の最も基本的資金であり、その
減額は、日本の生き残りを危うくするもので
す。 

我が国は、科学・技術立国を標榜している割には、国
の基礎研究に対する出資額がそもそも GDP の割に低
く、近年は、特に基礎科学研究者のキャリア形成が非
常に困難な事態に陥っております。世界と競争しなが
ら研究するためには、ほとんど寝る間も無く働かざる
を得ず、それでも研究職に就ける者は少ないという現
実の中で、若者は安心して科学研究に飛び込むこと
ができません。しかし、既に有名となった研究者への
過度の資金集中は、無駄を生んでおり、多様性を損な
っていると思います。独創性は集団ではなく、個人の
発想によるものです。日本の将来のために、科学研究
費補助金を増額し、さらに多くの人々にチャンスを与
える必要があると存じます。そして、より根本的には、
国の保護の厚い国立大学の人事の閉鎖性を打破す
る必要があると思います。 

1333 研究者 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

理化学研究所免疫・アレルギー研究センター
がその主な享受者だと思われますが、ここの
研究者がさらに科学研究費補助金に応募す
るのは重複性の観点から好ましくなく思いま
す。 

潤沢な資金と設備に恵まれた中で、基礎的研究資源
の乏しい他の大学等の施設において必須の科学研究
費補助金を取り上げる形に繋がることには反対です。
この研究センターへの投資が、他の免疫学・アレルギ
ー科学研究者への投資の制限に繋がることのないよ
うにすべきだと思います。 

1334 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

是非とも実行すべき施策である。 

若手育成、女性研究者の支援は研究界における最も
解決すべき問題点に対する対策である。次世代研究
者の維持は日本の科学技術を維持する上で必要不
可欠である。また家庭生活と研究との両立を可能にす
ることで有能な女性研究者を養護することが可能とな
る。現在でもこの支援は狭き門である。すでに狭き門
によって能力の査定は行われている。これ以上この施
策を減らすことは有能な研究者を研究界から手放すこ
ととなり日本の科学技術の進展が危ぶまれる。 

1335 
団体職
員 

文部科
学省 

科学技術振興調
整日 女性研究
者システム改革 

女性研究者支援システム改革の 1/3 予算縮
減について、再考すべき 

科学技術立国を目指す日本において、女性研究者の
数は世界の水準の中でとても低いことは、優秀な人材
を活用しているとは言いがたい。しかし、男性研究者と
比較して女性が研究を続け社会貢献の出来る研究者
へと育っていくためには、まだまだハードルが高い社
会であることは否めない。したがって国の政策として、
しばらくの間は重点的に女性研究者を支援していくシ
ステムが必要であると考えられる。 

1336 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プロ グラム 

重点的な予算配分が必要である。 

  分子イメージングは、病気の解明, 新規薬剤や治
療法の開発に対して有効な技術を開発するものであ
り、画像を使った診断技術の進歩を図るものでありま
す。治療技術のシンポだけでは不十分であり、治療効
果を判定する手段が伴って、初めて効果的な医療が
可能となります。この意味において分子イメージング
研究は健康増進に対して有効であり、また重要な研
究領域であると考えます。 
 
 
  またこのような認識は諸外国でも共通しており、各
国で分子イメージングは国家プロジェクトとして積極的
に進められております。ここで予算が減りますと、向こ
う 10 ないし 20 年間における医学領域での研究開発に
関する競争力に、致命的な遅れが発生すると懸念致
します。 
 
 
  更に当該領域には多くの理工系出身の医用工学分
野を専門とする若手研究者が在籍致します。これは当
該分野が最近活発になった、それが博士課程を卒業
する学生が増えた時期と一致するためです。若手研
究者の殆どが任期制のポストに甘んじておりますが、
それにも負けずに必死になって研究を進めており、彼
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ら彼女らは、これからの日本の研究開発を引っ張り貴
重な人材のソースであります。しかし予算の縮減が行
われますと直ちに若手研究員達のポジションを脅かす
ことになります。またその恐れがある故に、若手研究
者達の研究に対する意欲が減殺されている面がある
ことも否定できません。今後の人材を育成するという
観点からも、予算の縮減を行わない方向での検討を
是非にもお願い致します。 

1337 会社員 
経済産
業省 

コンピュータセキ
ュリティ早期警
戒体制の整備事
業 

当該施策に関する調査費用の増額を意見す
る。 

資源、労働力の増加が見込めないわが国が、現政府
の掲げている基本方針を実現させるためには IT の力
を利用しなくてはならないことは明白である。また世界
環境的に見ても IT の利用は増加し、インターネット、イ
ントラネット上で行われる経済活動は爆発的な増加を
見ている。経済活動が行われているということは犯罪
活動も行われているということであり、多くの詐欺、事
件が発生しているのは政府も周知のことと思う。さら
に、各国は IT を軍事力としてサイバー戦争の準備に
怠りはなく、日本もその脅威に常にさらされ続けている
のが現実である。 
 
ところがわが国は、具体的名攻撃や事故が民間の努
力で防げていることもあり、政府に緊張感が足りない
のが現実である。率直に申し上げると政府は今日本
のサイバー空間でどのような事象がどのくらいの件数
発生しどのくらいのダメージを国民に与えているかを
まったく理解していない。また、それを知ろうとする努
力すら行っていないのが現実である。たとえばコンピュ
ータウイルスであるが、現在コンピュータウイルスの発
生件数を知るすべは IPA （情報処理推進機構 ） の発
表数字を見ることとなる。ところがこの IPA の数字は、
国民のなかでウイルス感染があった場合に IPA に届
けるということを知っている、ごくわずかな人間の届出
数字に頼っている。これではその被害の全容をうかが
い知るすべはない。そしてそのセキュリティの全容も
知らずに、対策費用の多少、あるいは増減をどのよう
に決めるのかはなはだ不審である。この分野へはもっ
と積極的に投資し、場合によっては国民にインセンテ
ィブを与えてでも状況把握に努め、正しい施策を行う
のが国の役目であると考える。 
 
以上、コンピュータセキュリティについてはむしろ増額
を願っている。 

1338 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究に関わる施策 

 日本が、アジアや世界の先頭にたって、着
実に科学者・企業を育成するには「科学の現
場」を”継続的に”持つ事が、必達項目であ
る。大強度陽子加速器はまさに「科学の現場」
である。建設時だけでなく、運転時にも、継続
的な「試練の科学現場」を発露している。現場
で現物の本物にふれて、” （最も育成に時間
のかかる ）基礎能力をそなえた人間 

国(ひいては地球環境)の施策を良くするには、「議論
の前提を忘れない」能力を、国民自身が向上する事が
大切である。「採算性・費用対効果」が、 ３ ０分ないし
１ 時間の仕分け作業の中で、一度話題にあがるとそ
の副作用を静めるのは、大変難しい。”目の前の人
参”で、結論を誤ってはいけない。 

1339 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

この事業に対する評価は低すぎると思う。成
果目標を立てることは重要であるし、その評
価もすべきだと思うが、設立してからの時間が
短すぎる。目先の削減にとらわれて海外に優
秀な日本人研究者を放出することが、 １ ０
年・ ２ ０年先に国の科学や経済・産業に与え
る影響を考えているとは思えない意見もある
ようで残念である。 

日本の科学技術は世界に誇れるものがあると思うが、
近年、中国や韓国、インドなどをはじめとしたアジア諸
国の台頭が目立ち、これまで築いてきた優位性は失
われつつある。世界トップクラスのPIを集め、指導者と
して日本で仕事をしてもらうことで、国内科学の進歩だ
けでなく、技術の普及や新規ターゲットの発見が促進
され、将来的な経済発展の基盤となる。 
 
拠点は既存の施設のみを利用してできるような研究で
なく、最先端の技術開発を行う場所であってほしい。
その技術が将来の日本産業を支える大きな基盤とな
る。移動して「はい、すぐに実験を」とはいかないし、何
を持ち込むにしてもさまざまな制度によって制約が多く
かかる以上、すぐに立ち上げることは難しい。結果を
求めるのが早すぎるのではないか。 
 
国家予算以外で企業からまとまった研究費を集める
のも、現状の世界経済では難しいし、そうした場合、開
発した技術の利権は海外企業に流出することになる。
自ら新しい産業分野を他国に売り渡してしまうような政
策が、国益を考えた政策になるのだろうか。今回の仕
分けを見ていると概して科学技術は成果を求めがちな
意見が多いように思うが、現状の予算が厳しいからと
いって、将来頼るべき部分を削ることが正しいとは思
わない。 
 
また、拠点事業に関しては分野融合を目指し新しい技
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術を他国に先駆けて創出するという非常に重要な意
義を持つこともないがしろにされている気がする。 

1340 その他 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

今後日本を支えていく研究者を支援しないで
どうするのか。 
 
優秀な人材を支援し、将来の日本の発展を見
つめてこそ国の政策だと思う。 

無駄な支援する必要はないと思うが、現在支援されて
いる人は 6.3%と少ない。確かに現在の PD は多いよう
に見えるが一部の世代に固まっており、経済も悪化し
ている現在、博士後期課程に進学する人数も減り続
けている。このままでは ２ ０年後に一体どれだけの研
究が日本でできるのか不安である。科学技術の進歩
が技術の進歩や新たな産業を生みだし、技術や知的
財産の所有が資源のない日本にとっていかに重要で
あるかをもっと考えるべきである。 
 
現在世界中で科学技術が急速な進歩を見せており、
日本の優位性は失われつつある。ここで一度地位を
失えば、巻き返しは不可能に近く、日本の世界的立場
は失墜することは間違いない。将来を見据えた政策に
期待する。 

1341 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

優先度 S をお願いします。 

総合科学技術会議の方針に沿って設けられたもので
あり、イノベーション創出・社会への展開の観点等か
ら、特に重点的に資源を配分すること 
で、積極的に実施すべきものであると考えます。 

1342 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

優先度 A をお願いします。 
わが国の研究のボトムアップのためには不可欠であ
ると考えられます。 

1343 研究者 
文部科
学省 

革新的タンパク
質・細胞解析研
究イニシアティブ 

優先度 A をお願いします。 
創薬の観点からも、疾病原因タンパク質や診断に有
用なタンパク質の構造・機能解析は「人の命を大切に
する健康長寿社会の実現」に必要であると考えます。

1344 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

行政刷新会議第 3 ワーキンググループにおい
て、甚だしい事実誤認に基づき、本予算を削
減する結論が出されているが、当該事業が日
本の科学、技術の将来を担う人材の育成に非
常に成果を出していることから、他の事業費を
節約して本事業の増額は有っても減額は有り
得ない。 
 
この施策は 6 の科研費よりも優先すべき性格
のものである。 

資源のない国、日本が今後も国力を維持して行くには
人材を育成して行くことが必須であるからである。 
 
もし、この施策の予算を大幅に削減するようなことが
あれば、若手の優秀な研究者は日本を見限って国外
に流出してしまうことになるであろう。 
 
特別研究員に採択されるような人材は国外で十分活
躍できる人材であり、世界中から引く手あまたである。
 
日本の基礎研究から応用研究まで、大学、研究所で
実質を担っているのは若手の人材であり、リードして
いるのは特別研究員事業で採択されるような優秀な
人材である。 
 
優秀な人材ですら尊重されないなら、人材流出を招
き、将来の国力低下、そして結果として税収減少を招
く。 
 
また基礎研究軽視の態度は世界中から侮蔑の眼で見
られることになる。 

1345 研究者 
文部科
学省 

 海外特別研究
員事業 

行政刷新会議第 3 ワーキンググループにおい
て、100 の特別研究事業と同様に甚だしい事
実誤認に基づき、本予算を削減する結論が出
されているが、その結論に反対する。 

100 の特別研究事業と同様に本施策の予算を縮減す
ることは日本の国力の低下はもちろんのこと、国際社
会の中で日本が今後生き抜いて行くには若手研究者
が海外活躍した結果、国際相互理解が進み、日本の
見方を海外に増やしていくことが不可欠である。 

1346 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

行政刷新会議第 3 ワーキンググループにおい
てボトムアップ型の研究を支援する科学研究
費補助金を削減する結論に反対するととも
に、子供手当の所得制限や地球温暖化防止
に逆行する高速道路無料化やガソリン税暫定
税率廃止に反対し、科学研究費補助金の現
状からの 6 割増を提案します。 

行政刷新会議仕分け第 3 ワーキンググループの結論
通り、科学研究補助金全体と CREST+さきがけという
日本の文科省が所轄している基礎研究費 3000 億円
を ３割程度削減するならば、日本の基礎研究は、大
学や研究独法等への運営費交付金が削減され続け
る状況のままであるならば、崩壊してしまうので反対
する。 
 
米国の基礎研究費は年間 １ ６ １ 億ドルです。日米は
人口比で １ ： ２ 、 GDP （2008 ）で１ ： ３ なのに基礎
研究費比は １ ： ５ でした。これがさらに差が広がりま
す。 
 
この差を埋めるよう、現状から 6 割の予算増を行い、
10 年 20 年後の国力維持、上昇を目指し、この先行投
資により、将来の日本の産業競争力を強化し、税収の
増加を目指すべきと考える。 
 
また、基礎研究は将来投資の他、過去の基礎研究へ
の報酬という面も存在する。 
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一つ例にとっても青色、白色 LED において日本がリー
ドしているのは名古屋大での基礎研究の成果である。
日亜化学の応用研究はコロンブスの卵的なものであ
り、重要なことには代わりはないが、その卵は名古屋
大学の研究がなければ産み出されなかったのであ
る。 

1347 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

1/3 から 1/2 程度予算の縮減という要求は厳
しすぎると思います。 

SPring-8 は、世界最先端の研究施設であり、その恩
恵を受け日本の研究者ひいては中国、インド、アメリ
カ、ヨーロッパ等の世界中の研究者が科学技術を発
展させてきました。その効果は客観的に見積もって
も、年予算 86 億に対して十分見合っていると考え、意
見させていただきました。 

1348 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

縮減などの措置をとることはお避けいただくよ
うこころよりお願い申し上げます。 

私は、物質-細胞統合システム拠点において、採用面
接や手続きから来日後のお世話にいたるまで、外国
人研究者のお世話をさせていただいております。 
 
日々の業務のなかで、世界の優秀な頭脳の皆様と交
流を深めるなか、当拠点の重要性を身にしみて感じる
機会が多々ございます。 
 
 
例えば先日は、ある生物系の外国人研究者がどうし
ても解決できずにいた問題を、同じ拠点内の化学系の
外国人研究者との共同研究を進める中ではじめて解
決することができた、というお話をご本人よリ伺いまし
た。このような通常の大学の研究所では起こりえない
成果を上げることのできるのが、物質-細胞統合シス
テム拠点なのかと感動いたしました。 

1349 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 女性研究
者支援システム
改革 

女性研究者の支援を続け ，後に続く世代の
ために ，ロールモデルとなるような女性研究
者を生み出していくことが必要だと考えます ．
このため ，女性研究者支援システム改革のさ
らなる推進をお願いしたく ，こちらに書かせて
いただきました ．  

女性研究者が研究を続けていくためには ，自分自身
の覚悟はもちろんのこと ，家族 ，そして周囲の研究
者 ，スタッフの理解が第一です ． そしてまた ，大学に
「女性研究者支援室」などが設置されているということ
も ，精神的な支えとなります ．成果が求められている
研究界において， 出産などで現場を離れることは不
利となります ．しかし ，様々な支援を受けることで ，
研究を続けられる環境が整うことにより ，女性でも研
究を続けていけるようになります ． また ，今の女子学
生も ，ロールモデルとなる女性研究者が身近に複数
いることで ，自分に合った形でキャリアを積んでいく未
来を想像でき ，研究の道へと進む後押しとなります．
様々な人材の存在が ，研究界における多様性を生み
出し ，科学技術の発展にもつながると考えており ， ぜ
ひとも女性研究者支援についての事業を存続させて
いただきたいと思います ． 

1350 会社員 
文部科
学省 

女性研究者支援
システム改革プ
ログラム 

削減には反対します 

・特に、理学系・工学系・農学系の研究分野において、
著しく女性研究者の採用割合は低く、優れた女性研究
者の育成に力を注ぐことは必須だと考える 
 
・少子高齢化が進む中、子供を産まない選択をする女
性研究者も少なくないという実情からも、出産・育児の
両立、さらに今後は介護をも加わってくると思われ、こ
れらを支援する仕組みが必要であると思う 

1351 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の項目の整理と、総額の
増額、審査体制の充実をお願いしたい。 

科学研究費補助金は、研究成果の評価などでも一般
的となっている「第 ３者の立場にたつ専門家による評
価」 （ピアレビュー ）方式を研究資金の配分にもあて
はめるものであり、自発的な研究分野の創出に欠か
せないものであると考える。この方式は他国の研究者
集団からも高く評価されている。 
 
 
科学技術研究白書やＯ Ｅ Ｃ Ｄの報告書にもある通
り、日本におけるＧ Ｄ ＰあたりのＲ＆Ｄ支出は世界
でもトップレベルであり、さらに総額中でも民間企業に
よるＲ＆Ｄ支出が他の先進国に比べて多いことは、
資源に乏しい我が国が豊かな文明を築く戦略としても
っと評価されてよいと考える。 
 
 
一方で、民間企業によるＲ＆ Ｄ支出は、基本的には
将来の収益を上げるために行われるものであり、革新
的なアイデアが生まれるとは限らない。そのことは例
えばノーベル賞の受賞者数の差となって表れている。
 
 
これまでの日本の戦略は、先行する製品・アイデアに
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改良を重ね、安く質のよい製品を作る （カイゼン ）こ
とで世界に対して収益を上げてきたが、これからは革
新的な製品・アイデアを生み出し、先行者利益を （ 知
的財産権などで守りつつ ）世界で確保していかなくて
はならないことを考えると、これははなはだ心もとない
現状と言える。 
 
 
こうした革新的なアイデアを生む研究は、必ずしも利
益を生むことが保証されないため、営利を目的とする
民間企業の出資による研究スタイルとは相いれない。
将来の日本への投資として、基礎的かつ革新的な研
究を創出するための科学研究費補助金の増額は日
本の国家戦略として重要不可欠であり、総額の増額
が必要であると考える。 
 
 
現在、科学研究費補助金の審査にあたっては、第 ３
者的な専門家 （ ＝大学教員や研究所の研究員 ） が
委託を受ける形で行われているが、審査にかける時
間が不十分であるという声をよく効く。また、申請が年
に １回しかなく、研究の進展に乗り遅れることがある、
という不満も聞かれる。学術振興会に審査を専門的に
行う人員を増員し、随時審査を行う体制を作るべきで
ある。そのためには、補助金の資金総額ごとに ５つぐ
らいにまで項目を整理することが必要だろうと思われ
る。 

1352 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究 

中性子散乱実験施設・ミュオン実験施設の早
急なビームライン整備と、 １ＭＷビーム強度
の早期実現 

資源に乏しい我が国が、将来の競争相手となりうる国
にたいして比較優位を保ち、豊かな生活を国民に提供
し続けるためには、革新的な製品・アイデアを生み出
し、これを知的財産権等で守りつつ、先行者利益を確
保していくことが求められている。 
 
 
こうした意識は新興国からの追い上げを感じる他の先
進国においても共通しており、現在、世界的に放射光
施設・中性子散乱施設の建設が進められている。こう
した施設は現在、実験提案書の第三者評価を得た上
で、成果を公表するという条件のもとに、国内外の研
究者に対して無料で提供することが世界的に共通の
施策となっている。 
 
 
年間数十億円～百数十億円の運営費がかかる施設
をなぜ無料で開放するか、ということを考えると、実は
こうした世界トップクラスの施設を持つことによって、他
国のトップクラスの研究者と研究成果を自国に引き付
けることができる、ということを各国が認識しているか
らに他ならない。先端的な試料の研究にしのぎをけず
る国内外の研究室においては「何を研究しているか」
ということすら秘密であり、国内の研究所での実験を
申し込む （＝第三者の目に触れる ）ことを躊躇する
状況すらある。 
 
それでも、中性子散乱・ミュオン実験は物性研究に欠
かすことができないものであり、現在も多くのユーザー
が実験をしているわけだが、こうした施設が海外にし
かない場合には、貴重なノウハウや研究動向情報が
海外に流出してしまう、ということになる。この逆は、無
料で施設を公開することによって、海外の優秀な研究
グループの研究動向やノウハウを知ることができると
いうことでもある。 
 
 
数年前に、イギリスの ISIS 中性子散乱施設 （当時
世界最高強度のパルス中性子施設であった ）におい
て、いわゆる「チケット制」を導入したが、結果的にはイ
ギリス国内の研究者が研究試料をフランスやドイツの
施設に持ち込んで研究をおこなうようになり、「チケット
制」が廃止されたという例がある。これは世界第一線
の性能を持つ施設であっても、研究者にとって使いに
くいならば競争力を即座に失ってしまう、という例でも
ある。 
 
 
大強度陽子加速器において １ＭＷビーム強度が実現
されたときには、ISIS と比較しても１ ケタ以上上の中
性子強度を得ることができ、世界の研究中心となりう
る可能性を持つ。これを早急に整備するとともに、研
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究者にとって使いやすい環境を整えることが、日本の
比較優位を保つために不可欠である科学技術の競争
力確保のために、重要なものであると考える。 

1353 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

総額を増額し、トップレベル大学への重点的
な整備を行うことによって、国内大学の国際
的競争力を高めるべき。 
 
 
 
一方で、 （この項目ではないが ） 多くの私立
大学、地方大学については、その立ち位置を
整理する必要があるだろう。 

科学技術立国の基盤としての大学については、他の
方々からもご意見が多いと思うので、日本社会の国際
化という観点から論じたい。 
 
 
資源に乏しく、少子化傾向が続く日本においては、若く
優秀な人材をアジア諸国から確保し、これを日本社会
の活性化につなげることがこれまで以上に重要であろ
うと考えられる。また、人格形成期である大学時代に
充実した大学生活を日本で過ごすことは、アジア諸国
における知日派、親日派を増やすことに直接つなが
り、日本国のソフトパワーの増大に大きく寄与する。 
 
 
若く優秀な人材が日本に向かうにあたって、その入り
口として重要な役割を果たしているのが大学等への
留学である。しかるに、現在国内に在学する私費留学
生のレベルは高いものであるとは必ずしもいえず、む
しろ一部私立大学・語学学校が授業料収入確保のた
めに積極的に受け入れているのが実情であろう。それ
では上記の目的を達することはできない （むしろ有害
であるかも知れない ）。 
 
 
現在も、国内のトップレベルの大学に外国人留学生を
受け入れるための環境整備が種々の事業において行
われていると理解しているが、アジアの優秀な人材に
とって、日本の大学・大学院に留学しようというインセ
ンティブになるものは、その大学・大学院の教育・研究
基盤であり、率直に言って国内トップと言われる大学
でもアメリカ・ヨーロッパの一流大学と比較すれば見劣
りすることは否めない （研究の質はまったく見劣りし
ないと断言できる） 。 
 
 
トップレベル大学への重点的な施設整備、とくに教育
環境に対する整備を行うことは、冒頭に書いた国家目
標にかなうものであり、積極的な投資が必要と考え
る。 

1354 その他 
文部科
学省 

戦略的基礎科学
研究強化プログ
ラム 

どの施策に関しても 
 
文部科学省管轄の、もしくは、日本の科学に
対するビジョンが弱いと思います。 

PD 問題に関しても、スパコンに関しても、 
何のためにやっていて、どういう結果が具体的に欲し
いのかということが足りない。 
 
 
今、私自身は大学院に通っているが、 
現に日本の工学分野に関してとても不安を覚えてい
る。 
博士卒の社会進出度が低い （イメージだけかもしれ
ないが ）やアカデミアが隔離されている風潮は、 
アカデミアで研究されていることが全くといっていいほ
ど国や地域のためになっていない現状があげられる。
 
 
そうなると、科研費についてもお金の出所を整理する
必要があるのかもしれない。 

1355 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

行政刷新会議の仕分け作業では、「縮減」と
判断されたこの事業を、縮減することなく実施
することを求める。 

この事業は、日本の頭脳流出を食い止め、逆に頭脳
流入を図る、将来の日本の国益につながる事業であ
り、拠点立ち上げ期から本格稼働に移るこの時期の
縮減は、まったくもって、日本の科学技術の遅滞をま
ねくことは明白である。 
 
特に京大で行われている iPS 細胞研究の遅滞は、将
来の国民に大きな負担を背をわせることになるので、
ここは、識者の賢察により、縮減することなくプログラ
ムを進めることが、人類の利益につながることを理解
願いたい。 

1356 その他 
経済産
業省 

基礎研究から臨
床研究への橋渡
し 

認知症に対する治療薬を、できるだけ早く世
の中に出回るようにしていただきたいです。 
 
今の段階では、認知症の進行を抑制する薬
はあっても、治す薬はありません。 

私の親族や、周りの方に認知症になり、介護が必要な
状況になっています。 
 
この先、高齢化社会を迎えると、認知症患者が増える
と予想されます。認知症患者を介護するのは、本当に
大変で患者にはこれまでの常識が通用しません。介
護をする側も常に目を離すことができず、鬱状態にな
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ったり、健常でいられなくなっています。 
 
 働き盛りの世代が親世代の介護に費やす負担が増
えると、これからの日本経済の発展は考えられませ
ん。危惧の根本である、認知症の治療ができる薬を、
5 年以内に早急に世に広めてほしいと思っています。
患者やその家族が、健康な精神で普通の生活を送れ
るようにして下さい。 

1357 研究者 
経済産
業省 

コンピュータセキ
ュリティ早期警
戒体 制の整備
事業 

全体の予算が少ない。特に「 （ ３ ） 情報セキ
ュリティに関する調査及び普及啓発事」は問
題であるように感じる 

インターネットが経済活動の基盤として、企業および
一般の方々にとって必要不可欠なものとなっているこ
とは周知の通りである。そして、その基盤を安全に安
心して使えるようにする為には、不正行為を監視し、
およびその対象となる脆弱性を対処する必要がある。
しかし、ユーザがその重要性を認識せず、ソフトウエア
のアップデートを疎かにしたり、不正行為に手を貸す
ようなことがあっては、前述の安全安心対策は効力を
発しない。また、ユーザのインターネット利用の事情も
調査し、それにあったセキュリティ対策を施さなけば、
その施策は空回りするであろう。 
 
よって、不正行為や脆弱性対策のみならず、どのよう
なセキュリティ対策がユーザにとって有効であるの
か、またそれをユーザへ広げるために教育・啓発をど
のように行えばよいかを検討することが重要である。 

1358 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

 今回の事業仕分けについて、表題の事業に
ついて、予算削減の案が出されていますが、
その根拠・過程である第 ３WG 評価コメントを
拝見しまして、あまりの第 ３WG の当事業に関
する認識に愕然とし、コメントいたします。 
 
 
 
 アイセムスなどのＷＰ Ｉ 事業は、日本が伝
統的に抱える問題点を克服して世界の科学
技術リーダー国としての役割を果たすため
に、世界をリードできる新たな研究組織のモデ
ル作りを目指している、日本国の今後にとって
極めて重要な事業予算であります。 
 
 
 
 私が所属しております京都大学アイセムス
の来年度予算は文科省のＷＰ Ｉ 事業から配
分されていますが、このＷＰ Ｉ 事業が財務省
の勝手な采配で外国人研究者招聘事業と抱
き合わせで俎上に乗せられておりました。 
 
 コメントの内容を見ますに、委員の方々の、
あまりに先端的科学研究が何かを知らない、
また国際的な場面における日本の （特に若
手の ）研究者の実状に関する誤解と理解
（ の努力 ）不足に基づいて結果を出されて
いることに強く憂慮いたします。 
 
 
 
 以上より、第 ３ WG 評価コメントを根拠とする
予算の取扱いにつきまして、客観的・長期的・
包括的視野から再考をお願いします。 

 通常このような事業が数値として得られるような結果
が出るためには、また、先端研究が実際の生活に目
に見えて反映されるためには、それなりの年月を要し
ます。 
 
 それを見越しての事業であるにもかかわらず、非常
に近視眼的な視野の意見に引きずられて、日本の研
究力の国際的な環境下での強化事業、及び基礎先端
研究の実施環境を断罪しようとすることは、物質的な
資源を豊富に有しない日本の、今後の科学面におけ
る基礎体力を非常に貧弱にするものです。 
  

1359 その他 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

リウマチ膠原病などの疾患の基礎研究を推進
すべき 

臨床医師の不均衡は ，大学病院にも若手医師不足
につながっており， 結果として基礎研究にかかわる医
師研究者も減りつつあります ．現場にいたものとして
実感していることは ，これから数年後 ，基礎研究分
野の衰退が明らかになってくるということです ．このよ
うな中で現在も限定された環境で研究者は努力してお
ります ．研究予算削減は心ある研究者の流出と減少
をまねきかねないと思います ． 

1360 その他 
文部科
学省 

次世代コンピュ
ータの開発・利
用 

研究を推進すべき 

資源が少なく開発と創意工夫で発展してきた我が国で
コンピュータ分野は次世代も重要と考えます ．現在は
世界の中でトップレベルにあるこの分野の研究縮小
は ，初めは頭脳流出 ，後には他国からの技術的侵
略につながるのではと危惧します ． 実際 ，ソフトウエ
ア分野はそのような印象を受けます．  

1361 その他 
文部科
学省 

ITER 計画 核融合エネルギー技術開発を推進すべき 
究極的なエネルギーとされ ，資源の少ない我が国で
こそ必要と考えます ．時代とともにエネルギーの役割
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も変化していくと思いますが ，省エネルギー＋次世代
エネルギーの研究推進が必要ではないでしょうか．  

1362 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究に関わる施策 

 大強度陽子加速器 J-PARC は、中性子、ミ
ュオン、ハドロン、ニュートリノなどの素粒子を
使って、素粒子物理から材料科学までを幅広
く、且つ一つ一つの分野ではより深く科学研
究を探求する世界でも例のない複合量子ビー
ムセンターである。とりわけ、パルス状に得ら
れるという特徴を利用して、世界中の他のミュ
オン施設では実現できない超低速ミュオンビ
ームを発生させることができることは特筆すべ
きことだ。日本国内で磁性薄膜やナノ物性研
究ひいてはスピントロニクスなどの産業応用
に、ミュオンという新たなプローブを用いた、幅
広い分野での本格的な展開が大いに期待さ
れる。 
 
 J-PARCは、まだ稼働し始めたところであり、
ビームライン等の整備は、これから行われな
ければならない。今後とも、日本政府・文科省
のますますのご支援をお願いしたい。 

J-PARC で得られるパルス状ミュオンの特徴を利用し
て得られる超低速ミュオンは、ビームの特性 （エミッタ
ンス ）に優れており、サイズが小さく、時間分解能にも
優れているだけでなく、打ち込み深さも 1 ナノメートル
（ 幅 1 ナノメートル ）の表面近傍から、200 ナノメート
ルの固体内部まで任意の深さの情報を得ることがで
きる画期的なプローブである。日本の得意とする超伝
導・磁性の研究、Li 電池、燃料電池などの表面での機
能を調べる研究のレベルを格段と向上させることがで
きる強力な武器である。言うまでもなく、国内外の研究
者から注目を浴びており、J-PARC 国際諮問委員会、
利用者協議会で、直ちに着工すべきであると答申され
ている。にも拘わらず、ビームラインの予算が未だに
認められておらず、せっかく J-PARC の加速器ができ
ても生かし切れていないのが現在の状況である。 

1363 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 女性研究者
支援システム 

表題の事業の予算縮減に反対します。 

今まで日本で女性研究者がすくなかったですが、増え
ようという努力してきました。それで、私および周りの
女性研究者として、とても大きなチャンスをくれました。
それも我々の頑張れるの源の一つとなります。立派な
研究者としてのママは日本の将来を主導する子供た
ちにとってとてもすばらしい手本だと思います。しか
し、成果はそこまで達成していなかったのに、逆に抑
えようという状態に発展してしまいました。それは科学
研究自体もダメージを与えてしましい、また日本の将
来にも損であると思います。 
 
ご検討のほどよろしくお願いいたします。 

1364 その他 
文部科
学省 

特別研究員事業 表題の事業の予算縮減に反対します。 

このような科学研究費補助金は我々の若手研究者に
とって、とても大事で、我々にチャンス、夢、希望を与
えています。さらに日本および世界上の科学研究の進
歩にもつながると思います。 
 
ご検討のほどよろしくお願いいたします。 

1365 その他 
文部科
学省 

外国人研究者受
け入れ環境整備
促進事業 

表題の事業の予算縮減に反対します 

表題の事業は多くの外国人研究者の育成に貢献して
います。その同時に日本の科学進歩にもつながりま
す。 
 
ご検討のほどよろしくお願いいたします。 

1366 
団体職
員 

文部科
学省 

産学官連携戦略
展開事業 

これまでどおり ， 国の施策として産学官の連
携支援を実施していただきたい。 

自社の研究開発部門を持たない中小企業にとって大
学等と連携した ， 製品(技術)の開発， 委託研究 ，共
同研究を実施するに当たり ，産学連携センターなど
の窓口はなくてはならないものである。 
 
本事業が廃止されることになると， 各大学等の産学
連携センターの業務が縮小されることは避けられず ，
地域企業(産業)の活性化の実現に多大な悪影響を及
ぼすことになります。 

1367 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は国の科学技術立国とし
ての根幹にかかわる重要な事業であり、重点
課題として、今後も積極的に投資、増額すべ
きです。 

科学研究費補助金は、日本の基礎研究、ひいては日
本のみならず、世界の科学技術の深化と発展を支え
る重要な事業であり、そもそも仕分けの対象にするべ
きではない。 
 
基礎研究は、企業の商品開発のように、数年先の目
に見える応用を目指すものではなく、数十年、数百年
先の利益につながるシーズを生み出すものであり、仕
分けの精神とは相いれないからだ。 
 
 
私たちの日常生活を支えるあらゆる事物はすべて科
学から生まれている。人類の歴史を考えても、人類の
生活を向上させてきたのは、常に科学であり、これを
おろそかにするべきではない。たとえ一時的にでも、
科学研究費を減額すれば、科学研究を行う人材は国
内における研究の士気が低下し、やがては海外に流
出し、科学研究は壊滅的なダメージを被る。 
 
従って、科学研究補助金の減額はするべきではない。
また、中国が台頭してきた現状を考えると、日本はも
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のつくりの国から、知的財産を生み出す国へとシフト
するべきである。そういう意味からも、知的財産と、一
流の研究者を生み出す原動力となる科学研究費は増
額すべきだ。 

1368 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

戦略的創造研究推進事業は、世界トップクラ
スの研究を支え、日本が科学技術の分野で
世界をリードする重要な事業であり、今後も積
極的に予算投資を行い、増額すべきです。 

戦略的創造研究推進事業は、科学研究費補助金とと
もに日本の基礎研究を支える重要な柱である。科学
研究費補助金は、これまでの研究実績に対する評価
が大きく、従ってシニアな研究者に配分されやすい傾
向があるのに対して、戦略的創造研究推進事業では
これまでの研究実績というよりは、今後の研究プラン
に重点が置かれる傾向があり、従って新しい研究を生
み出す重要な役割を担っている。 
 
 
さきがけ研究では世界一線の研究者が目利き役とな
って、今後一流の研究となるであろう、研究の芽を持
つ若手研究者を見出し、育てる重要な事業であるし、
CREST も今後重要な成果をもたらすであろう研究プラ
ンを重点的に選んで、フレキシブルな研究費を与えて
自由に研究をさせる重要な事業である。 
 
 
例えば、iPS 細胞の山中教授の研究も戦略的創造研
究推進事業があったからこそ生まれた研究であり、こ
の一例をとっても、技術シーズのみならず、若手研究
者・ポスドクを含めた博士研究員の人材育成を飛躍的
に推進しうる、戦略的創造研究推進事業の費用対効
果は絶大であると考えられる。戦略的創造研究推進
事業はこうした日本の知的シーズを生み出す重要な
事業であり、今後も増額すべきである。 

1369 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

脳科学研究の推進は、これまで日本が研究
の一翼を担ってきた分野であるとともに、さら
なる研究の進展が期待できる、重要な施策で
あり、今後もさらなる資金の投入をするべきで
す。 

「もの」から「ひと」の時代となった現在、最も重要な研
究分野は脳科学であると考えられる。 
 
 
何が「ひと」を「ひと」たらしめているのかということを考
えると、それは体ではなく、脳 （こころ ）である。 
 
 
現在の様々な社会問題は脳 （こころ ）の問題に起因
しており、これを解決するためには脳を理解すること
は極めて重要である。 
 
 
また、近年の科学の発達からようやく科学が脳を扱え
る時代になってきており、今こそ脳研究に重点を置く
べきである。 
 
 
脳 （こころ ）を理解することは人類の究極の目標であ
ると同時に、脳 （ こころ ）を理解することができれば、
これまでにない革新的なシーズを生み出すことができ
ると考えられる。 
 
 
以上の理由から脳科学研究は積極的に推進するべき
であると考えられる。 

1370 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （外
国人研究者招へ
い ） （ 世界トッ
プレベル研究拠
点 WPI ）  

WPI は、日本が世界に先駆けて科学技術を発
展させるために重要な事業です。本事業の縮
小に反対します。 

WPI の中でも、アイセムスは、今後の日本の生命科
学、医療を担う重要な研究を進めている拠点です。 
 
日本の先進科学、先進医療のことを考えるのであれ
ば、WPI は縮小すべきではない。 

1371 会社員 
文部科
学省 

ナノテクノロジー
ネットワーク 

科学技術関係施策の優先度判定等の実施に
関する意見募集に関して、文部科学省「先端
研究施設共用イノベーション 創出事業」 
 
【ナノテクノロジー・ネットワーク】先端研究施
設共用イノベーション事業に対する優先的な
ご配慮をお願いいたします。 

私は企業から派遣され、大学でナノテクノロジー分野
の研究を進めている立場の者です。ナノテクロジーは
裾野の広い研究分野でエネルギーの効率化から生体
分析にまで及びます。日々新しい発見があり、政府が
掲げているグリーンイノベーションの根幹分野の 1 つ
ではないかと思います。実際、私の研究テーマも太陽
光発電などに利用できる光吸収効率を上げる「ナノパ
ターン素子の大面積化に関する研究」を行っていま
す。 
 
基礎研究を行なう大学と応用開発を行なう企業が交
流できる機関は限られています。ナノテクノロジーネッ
トワークを利用し大学で研究できることは先端の情報
収集と新しいアイディアを生み出す場として有効に利
用させていただいています。 
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ナノテクノロジー分野の研究を行っている学生は時間
を惜しんで研究活動しています。研究している学生の
情熱の源は日々の「新しい事象の発見」、「目的の達
成」といった感動によって生まれていると感じます。理
科離れが進んでいるそうですが、ナノテクノロジー分
野では、若い学生や研究者の研究も非常に旺盛だと
感じます。また、工学分野としては比較的多くの女性
の方が研究しているため、男女が参画しやすい分野
だと感じます。この貴重な経験をした学生が今後、研
究機関やメーカーに就職し研究開発を行なうことで、
20 年-30 年と日本の科学技術を支える人材になる思
います。 
 
学生は湯水のごとくお金を使っているのではなく、1 枚
2500 円のシリコンウェーハを時間をかけて 20 枚に丁
寧に切断し大事に使っています。現状の状態では十
分な資金があるとは考えられません。最先端のナノテ
クノロジー分野の研究を行う場合、クリーンルームなど
の設備にも設備投資や維持費が掛かるため、限られ
た予算の中から工夫して実験を行っています。 
 
海外の方と交流した際、感じますが、日本は科学技術
分野の研究者・技術者が蔑視されない文化をもつ貴
重な国だと思います。これは諸先輩方が築き上げたも
ので、科学技術発展の礎となる文化であると思いま
す。この文化の発信源となっているのは教育機関、特
に大学だと思います。将来の日本を支える科学技術
分野としてナノテクノロジー分野への優先的なご検討
をお願いいたします。 

1372 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費及び戦略的
創造研究推進事
業 

必ずしも現状維持の必要があるかどうか疑問
です。科学研究費補助金は維持、拡充が必要
と思いますが、科学技術振興調整費及び戦略
的創造研究推進事業については効果が疑問
です。 

科学研究費補助金はボトムアップでありピアレビュー
なので公平性がかなりあると思います。しかし戦略的
創造研究推進事業は国が目標を定めとありますが、
獲得している研究者の研究内容がその目標に合致し
ているとは思えないことが多いです。結局は科学研究
費補助金の先端研究との違いが明確でなく、論文数
の多い研究者に研究費が集中し、研究費が少なく困
っている研究者がいる一方で、研究費がだぶついてい
る研究者がいるという格差を招いています。本当に必
要な研究にお金が行くシステムになっていません。科
学技術振興調整費も総合技術会議が必要と決めたこ
とをやることになっていますが、これもお手盛り感が強
く中央に近い研究者に研究費が流れる仕組みになっ
ているように思います。 

1373 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバル
COE) 

規模を縮小あるいは廃止したら良いと思いま
す。 

大学にお金をつけるという発想は間違っていると思い
ます。大学間の格差を生むだけです。学生の待遇も大
学間で異常に異なっています。GCOE が当たっている
ときだけバブルのようにお金を使うという良くない現象
が見られます。 

1374 その他 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

がん・認知症のより早期な疾患診断を実用化
させる研究を積極的に進めてください。 
 
人に注射したりする薬をつくるまでには、時間
とお金がかかると聞いています。早く誰でも使
えるようになるためには、削減ばかりではな
く、もっと集中的にお金を注ぎ込んで取り組む
ように指導するということも、総合科学技術会
議の役割なのではないでしょうか。 

私は 50 歳を超えました。 
 
父はがんでなくなりました。祖母は認知症で介護がた
いへんでした。このようなことから、私の晩年もどちら
かに悩まされるのではないかと心配です。 
 
この前Ｐ Ｅ Ｔ検 査というものも受けました。これで安
心と思ったのですが、Ｐ Ｅ Ｔ検査でも発見できないが
んもあると聞いてびっくりしました。 
 
がんや認知症は、早く発見すればするほど治療で治
ると聞いています。高齢化がどんどん加速されるな
か、早期発見について新しい診断法が人間ドックなど
でもできるようにしていただきたいと思っています。 

1375 その他 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究 

最新の科学を結集して、病気の解明のために
十分な研究費を付けるべきだと思います。 

疾患の病態研究や治療評価法等の研究開発の臨床
応用への推進について、早期の発見によってがんや
認知症で苦労することのないような、診断方法を研究
してほしい。 
 
薬の研究には 100 億円くらいかかると聞いたことがあ
りますが、8 億円くらいでできるものなのですか？中途
半端な結果で、後で副作用が出たりするより、お金を
かけるべきところはかけてくださった方が良いと思いま
す。「安もの買いの銭失い」にならないように。 

1376 その他 
厚生労
働省 

長寿・障害総合
研究事業 

211 課題もあることから、全てを把握すること
はできないですが、課題を集約して、文科省

厚生労働省は、薬の認可を行っていると聞いていま
す。早く一般検査に使えるようにするためには、どのよ
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が行っている事業と協力して、病気の早期発
見を目指したもらいたい。 

うにすれば良いのかという事をいちばんよくわかって
いると思いますので、厚生労働省の事業に期待してい
ます。 

1377 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究 

この研究は基礎研究的な貢献はもちろん、海
外の製薬メーカーに匹敵する国際競争力の
増強や国民に最新で最良の医療を提供する
ことにつながる重要な研究である。また、治療
法の開発だけでなく、病気の早期発見や適切
な治療を受けるための診断も国民の健康を考
えた場合、非常に重要である。よって、最優先
で取り組むべき課題であると考えます。 

世界最高水準の技術を活かすことで、海外に拠点が
移っている新薬開発が、国内でも実施できるようにな
り、科学的な側面だけでなく、産業振興、雇用創出に
も貢献できる。欧米はもとよりアジアでも多額の研究
費を投入しており、ここで足踏みしてしまうと、人財や
技術の流出が起こり、取り返しがつかないことになり
かねない。 

1378 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

分子イメージング研究の中でも、特に早期に
臨床応用が期待できる課題を推進するもので
あり、最優先で実施する課題であると考えま
す。 

難治性がんの治療は困難であり、その治療法や診断
法の開発は、患者さんの命を助けるために非常に重
要な研究課題です。これまで、蓄積された研究成果と
技術を応用すれば、早期の臨床応用が期待できる。 

1379 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線がん治療は、日本が世界で最も進
んでおり、その成果が認められ、世界で重粒
子線か?ん治療治療施設が多く建設されてい
る。今後、実際治療する際には、日本に蓄積
された治療プロトコルが、世界の多くの患者さ
んの命を救うことにつながる。また、治療装置
自体の研究や技術の蓄積を活かし、難治性
がんの治療成績の向上につなげることができ
る。最優先で実施すべき課題だと考えます。 

これまでの治療研究の成果を、日本だけでなく世界に
広げることは、日本が世界の重粒子線がん治療の主
導権をとることにつながる。また、治療装置開発研究
の成果や技術でも世界をリードする立場にある。 

1380 会社員 総務省 
ユビキタス・プラ
ットフォーム技術
の研究開発 

過去、地域 Ｉ Ｃ Ｔ や特区などのアプリケーシ
ョンよりのモデル研究は行われてきたが、ユビ
キタスというテーマをプラットフォーム化すると
いうインフラ的概念で進めてきた研究開発事
例は今までにほとんどないため、さらに発展
的に継続すべきテーマであると考えている。 
 
この実証実験インフラを拡張させて様々な地
域に展開していくべきであり、その上で個々の
地域が求める Ｉ Ｃ Ｔ 利用アプリケーションを
地域独自で開発していける環境を整えること
が重要である。そのようにして発展させていく
ことで、従来のハード中心のインフラではなく、
ソフト的発想における地域内の産業、福祉、
安全などを飛躍的に向上できるアプリケーショ
ン技術と連動したプラットフォームを構築する
ことが可能であり、新しい情報文化が日本に
生まれると考えている。 

携帯電話、Ｐ Ｃ、サーバなどの情報ツールはもちろん
カーナビや家電、車、カメラ、ムービーなのデバイス、
さらにタグやＧ Ｐ Ｓツールなどすべてのものが何らか
のデジタル情報を保持しているが、個々の機器間で連
携ができないため、その単体機器のみの情報利用に
限定されているのが今日の技術レベルである。もし、
これらの分散化されたデータを規定されたユビキタス
ルール （これがプラットフォーム利用規約になる ）に
従って、高速通信回線を利用して、有機的に必要に応
じてリアルタイムに、安全に、セキュアに、利用したい
人やグループに情報提供できる環境がユビキタスプラ
ットフォームになると考えている。 
 
そのために必要な通信制御技術とマルチアプリケーシ
ョン連動技術はプラットフォームの中核技術であり、そ
の技術を本研究開発で実証実験含めて行っているこ
とは非常に有意義であり、地域産業の発展はもちろ
ん、発展途上中の第三諸国の産業活性化、テロや治
安を含めた国際安全対策、製造から廃棄までのリサ
イクル環境対策なども含めて、従来型の箱物産業とい
うハード産業ではなく、日本が最も苦手な 

1381 研究者 
文部科
学省 

若手育成研究 

若手研究育成のための事業費削減には反対
します。制度の見直しは常におこなうべきでし
ょうが、事業費の削減はすべきでないと思い
ます。 

科研費の若手研究枠は有効に機能していると思いま
す。海外から帰国したばかりであったり、これからイン
フラのあまり整っていない場所で研究を始めようとす
る場合、また、新しい研究を始めようとする場合、若手
研究 A くらいの金額はどうしても必要になります。他の
競争的資金に比べても最も切実に資金を必要として
いるアプリカントのための科研費です。S, A, B の配分
額についての検討は必要と思います。若手のときから
特に秀でていると思われる少数の研究者に集中投資
するために S を増やすか、若手だからこそ、より多くの
バラエティに富んだサイエンスの種をまくべく、A や B
の数を増やすか、それが施策として問われていること
と考えます。事業費を増額こそすれ、削減することは
考えられません。また、ポスドクに関する議論につい
ては、現状認識において、大きな誤認があるように思
いました。まず、博士課程に進学することが実社会か
らの逃避であり、ただのモラトリアムの場所でしかない
という認識です。今、博士課程の定員を割り込んでい
る大学院がほとんどです。多くの学生は博士課程へ
の進学を好ましくないものと捉えているからです。そし
て、そう考えるのも全く当然であるポスドクの現状があ
ります。彼らは全く不遇な環境に置かれています。そし
て彼らはそうなることを承知の上でサイエンスの道を
選びました。今、私の研究室にも博士課程への進学を
希望する学生がいます。学生には博士取得後の厳し
い状況を正直に話し、それでも、どうしても研究を続け
たいと思うなら博士へ進学してもいいのではないかと
話しました。彼ら彼女らは就職活動をすれば、この不
況下においてもおそらくは就職先をみつけ安定して給
与を稼ぐことのできる優秀な人材です。そのような約
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束された安定した未来を捨ててまで、あえて不安定で
先の見えない研究者の道を選ぼうというのです。この
ような若者達をさらに discourage するようなことをし
て、一体、何が科学技術立国なのでしょうか？私には
全く理解できません。私がドイツの大学でポスドクとし
て働いていたときは、頻繁にアカデミックとインダストリ
アルのどちらのコースに進むつもりかと問われました。
欧米では博士取得者やポスドクが民間企業に高い給
与で雇われていくのはごく普通のことです。また、日本
の大学院では、学生がお金を払って研究をしていると
言うと、彼らは皆、目を丸くして驚きます。欧米では修
士課程ですら何らかの形でお金が払われることが多
いのです。博士に関してはまずいくらで雇うという広告
を出して公募をかけます。そうしないと集まらないので
す。日本の研究者育成の貧弱さとは比べ物になりま
せん。キャリア教育が足りないとのご指摘もありました
が、少なくとも私がドイツで研究した時、私自身が彼ら
より劣った博士課程教育を受けたと感じたことは一度
もありませんでした。また、彼らがキャリア教育というこ
とを特に受けているようにも見受けられませんでした。
ただ、一つ違うなと思うのは、民間企業の側が何か新
しいものはないか、共同研究できるものはないかと積
極的にアプローチしてくることでした。彼らは資金を提
供し、共同研究をおこない、しっかりと彼らの必要な結
果を持ち帰っていました。考えるに日本の場合は、大
学側の問題もさることながら、民間が大学や博士を取
得した研究者の使い方を知らないということなのでは
ないですか？そのことが例えば医薬品やバイオ事業
において、日本が欧米に決定的な差をつけられている
ことの原因の一つではないかと思います。今回の仕分
けで、若手研究育成事業費を削減することは、このよ
うなネガティブな傾向をますます強めるだけであると確
信します。 

1382 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバル COE
プログラム ） 

我が国の中核大学における大学院教育を世
界レベルに発展あるいは維持するために極め
て有効な制度であり、是非とも実施していただ
きたい。 

これまでこの資金を競争的に獲得した大学院では、学
科間の交流が進んだり、新たな融合・複合領域の研
究が生まれるなど、総じて改革と活性化が進んでお
り、また国際化も大いに進んでいる。従来の狭い研究
領域に閉じこもることなく、広い視野と国際性を持った
大学院生の育成も総じて進んでいる。我が国の大学
院教育を世界レベルに発展あるいは維持するために
有効かつ必要な制度であり、引き続き実施していただ
きたい。 

1383 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

国立大学の研究・教育レベルを維持・向上さ
せ、世界トップレベルの研究・教育を目指すた
めに、耐震補強工事を含め、施設の整備が喫
緊の課題であり、最優先で実施していただき
たい。 

国立大学の施設は、徐々に整備されてきてはいるも
のの、依然として老朽化した施設・建物が多く残されて
おり、雨漏りがしたり耐震性が劣る建物などは珍しくな
い状況にある。科学技術創造立国を目指す我が国
が、それを担う人材育成の場である国立大学の設備
を改善維持するのは政府として当然の役目であると
考えられる。 

1384 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

次世代を担い、世界レベルで活躍する優秀な
若手研究者を育成するために必要かつ極め
て有効な制度であり、最優先で実施していた
だきたい。 

特別研究員制度は、我が国の大学院生および若手研
究者のキャリアパスとしてすっかり定着している。現在
でも １ ０倍以上の競争率であり、特別研究員に採択
されることは大学院生、若手研究者の大きな励みにな
っている。特別研究員を経て、教授をはじめとして、大
学や研究所のスタッフとして、世界最先端の研究を行
っているものは数多く、彼らが我が国の科学研究の多
くの部分を担っていることは疑いの余地はない。この
ような有効かつ有意義な人材育成制度は、科学技術
創造立国を目指す我が国として、是非継続的に推進
していただきたい。 

1385 研究者 
国土交
通省 

社会資本の予防
保全的管理のた
めの点検・監視
技術の開発 

近年、社会資本である橋の劣化損傷による崩
落、および部材の損傷が構造全体系の安全
性に直結するような事故が国内外で発生して
いる。また、最近の新聞報道ではコンクリート
の劣化や鋼材の腐食が想定外に進み、崩落
寸前の状態にある橋が全国で多数見つかっ
たとのことである。しかも、50 年寿命に達する
以前の橋が大半である。この状況は橋に限ら
ず、ダム、空港、港湾、下水道、治水、海岸な
ども例外ではない。このような社会資本の致
命的な損傷状況において、安全・安心な社会
を実現するためには従来の事後保全的な対
処法から予防保全的な維持管理が急務であ
る。そのためには、これまでの遠方目視によ
る点検、調査、診断に対して、より信頼性のあ
る点検・調査・診断に関する要素技術の開発

2005 年度のインフラ投資額で一定とした場合、2022
年には維持コストが新規コストを上回り、その投資額
を前年度比 ５％減少させた場合、2022 年ごろには新
規事業だけでなく、更新もできなくなる厳しい状況にな
る試算結果も報告されている。しかし、管理者である
地方自治体は財政難および技術者不足が深刻である
ため、点検はおろか補修もままならない状況である。
目視できない構造部位や遠方目視、さらに近接目視
でも評価が困難な劣化損傷に対する維持管理マニュ
アルがない現状において、早急にその技術規準を作
成していく必要がある。そのためには、1)点検・診断・
措置の強化・充実、2)残存耐荷力評価法の確立、3)劣
化予測の定量化、4)適切な投資計画および 5)地球環
境の改善などに関係する予防保全管理における点
検・モニタリング技術の開発は、社会資本の長寿命化
の戦略的な技術開発に繋がるものである。 
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研究が必要である。したがって、是非とも新規
施策としての標記施策案は、最優先施策とし
て早急に取り組む必要があり、さらにインハウ
スエンジニアの育成を制度化していく必要が
あり、さらなる予算額の増額を考慮すべきであ
る。 

1386 研究者 
文部科
学省 

革新的タンパク
質・細胞解析研
究イ ニシアティ
ブ 

強く推進するべきである。 

蛋白質の構造機能情報は、遺伝子配列情報と同様
に、医学・生物学における最も基礎的な情報である。
前半の技術基盤整備が終わり、これらを利用した解析
が進み始めたところであり、これから多くの成果が見
込まれる。ゲノム解析の初期に日本の寄与が大きか
ったにもかかわらず、その後のサポートに遅れが生じ
たために世界的に大きな遅れをとってしまった愚を繰
り返してはならない。 

1387 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光 施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

強く推進するべきである。 

利用分野が非常に広い共同利用施設であり利用者も
多い。世界的にもこの施設若しくはこの施設を含む 2
～3 施設でしか測定できない実験も多数ある。世界的
に評価が高く実績も豊富である施設にもかかわらず、
ここ数年の予算削減のために故障時の対応や施設側
の科学者・技術者が疲弊しているため、強化して立て
直す必要があるため。 

1388 研究者 
文部科
学省 

X 線自由電子レ
ーザーの開発・
共用 

強く推進するべきである。 

共用が始まれば、利用分野が極めて広い分析装置と
なり、全く新しい科学的知見が期待できる。また、ここ
で開発されている技術は日本独自の極めてユニーク
で性能・コストパフォーマンスが高い。装置開発自体
がトップレベルの技術を要求するため、周辺分野の技
術レベルアップにも大きく貢献している。 

1389 研究者 
文部科
学省 

ナノテクノロジー
ネットワーク 

MEMS 技術普及のためには ，インフラ整備が
必要だと思います． 本事業は ，今後も国が
支援して継続すべきです ． 

物づくりでは世界的にリードしていた日本ですが ，
MEMS 分野においては ，アメリカ， ヨーロッパに対し
て実用化が大きく遅れています ．アジアにおいても中
国には水をあけられ ，韓国の追従も肉薄しておりま
す ．MEMS 分野はアプリケーションオリエンティッドな
技術で ，アプリケーション一つに対して ，それぞれプ
ロセス設計が必要です ．研究開発において ，各自が
自前の装置を揃えるのは難しく ， 共用施設のインフラ
整備が必要だと思います ．装置提供だけでなく技術
的なサポートにより多くの人材育成も必要です ．本事
業をアドバンスしていくことで ，MEMS 分野の技術およ
び人材育成の底上げをお願いします ． 

1390 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

数年単位で頻繁に提案される短期間のプロジ
ェクトなどを犠牲にしてでも、科学研究費補助
金を最優先施策として増額を計るようお願い
申し上げます。 

科学研究費に対する予算はコストパフォーマンスで査
定できるような性質のものでなく、現状では、増額こそ
必要であり、減額はあり得ないと考えられる。 
 
大学や研究所の運営は、科学研究費補助金なしで
は、不可能になってきている。科学研究費補助金の増
額なしでは、科学技術立国はあり得ないと思われる。

1391 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

（ １ ） 拠点の １ つである IPMU はこれまでに
日本で類のない国際研究所として立ち上がっ
ており、世界的に注目を集めています。 
 
（ ２ ） 私は今回の WPI プログラムによって、
日本における研究に参加できるようになりまし
た。私の過去 ２年間の研究は、IPMU の成果
として世界的に評価されています。 
 
（ ３ ） 基礎科学においては安定した研究資
金供給が重要です。IPMU はすでに様々な国
際研究プロジェクトで指導的な役割を果たして
います。この段階で予算削減となれば、日本
は基礎科学分野において国際的な信用を著
しく失うことになります。WPI プログラムの予算
を最優先で確保していただくように切にお願い
申し上げます。 

私は、米国のカリフォルニア工科大学 （Caltech)で教
授をしております。この １ ５年間は米国で研究に従事
してきました。一昨年より世界トップレベル研究拠点プ
ログラム （WPI)の１ つである東京大学数物連携宇宙
研究機構 （IPMU)に主任研究員として参加し、 １年間
に ３ヶ月の間 IPMU に滞在し、数学と物理学の境界の
研究に携わっております。 
 
 
私の研究成果は、IPMU と Caltech の双方の業績とし
て発表されており、国際的な評価を得ています。たと
えば私は IPMU 設立後に、アメリカ数学会のアイゼン
バッド賞、ドイツ連邦共和国のフンボルト賞、また日本
の仁科記念賞を受賞しております。これらの受賞につ
いては、IPMU と Caltech の両方からプレスリリースが
なされています。 
 
 
今回の行政刷新会議では、「このような研究から納税
者にどのようなリターンがあるのか」とのご質問があり
ましたので、それについての私の考えを述べます。私
が米国に研究に出かけた １ ９ ８ ０ 年代には、まだ日
本が米国の技術にただ乗りして貿易をしているという
批判が聞かれました。その後このような批判が鎮静化
した理由の １つとして、過去 １ ０年の間に ８つのノー
ベル賞を受賞するなど、日本が基礎科学の進歩によ
って人類の知的財産に貢献しているとの認識が広ま
ったことがあげられます。 １ １月 ２ ３ 日の米国ニュー
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ズウィーク誌のアンケートでは、各国の技術革新への
貢献度についての米国民の評価として、日本が第１
位の ８ １％、次いで米国自身の ７ ３ ％、中国 ５
０ ％、英国 ２ ８％などとなっています。このような地位
は過去数十年間に渡る日本の科学政策と現場の科
学者や技術者の努力の賜物であり、基礎科学への投
資の納税者への重要なリターンであると思います。 
 
 
今回の WPI プログラムは国際的に高く評価されてお
り、特に IPMU はすでに様々な国際研究プロジェクトで
指導的な役割を果たしています。これを設立後 ２年間
で縮減すれば、日本政府の基礎科学研究へのコミット
メントにたいし強い疑念が持たれることになるでしょ
う。すでに、 １ １ 月 １ ７日の英国ネイチャー誌には日
本の科学研究の予算削減の可能性が大きく取り上げ
られています。海外から IPMU に参加している私としま
しても、このような状況で日本での研究が続けられる
か不安に思っています。 

1392 
団体職
員 

文部科
学省 

産学官連携戦略
展開事業 

大学が保有する独創的で高度な知的財産を
普及させ、地域産業の発展させることは非常
に重要である。そのためには、大学において、
十分な体制を整備することは大変重要なこと
であるため、地域の連携拠点を支援する文科
省コーディネーター等を配置し、産学官連携を
図ってもらいたい。 

広島県呉地域には、ものづくりを得意とする企業が集
積し、地域の主要産業とおり、ものづくり技術の向上
のための高度な技術ニーズが多く存在すると思われ
る。このため、特に、高度な技術水準を保持する大学
の特許等を、行政と一体となり ，地域の産業界に対
し、積極的に普及することは、産業界の技術水準向上
には、不可欠であるため。 

1393 研究者 
文部科
学省 

RI ビームファクト
リー計画の推進 

ぜひとも優先して進めていただきたいと思いま
す。 

近代科学を輸入した我が国ですが、RI ビーム科学は
我が国の研究者が中心になって開拓してきた研究分
野であり、RI ビームファクトリーは世界をリードしている
貴重な研究資源になっています。「我々を構成してい
る元素がどのように合成されたか」という問題に真に
迫っているのは、いまのところここしかありません。よう
やく本格的にこの問題を検証できるようになったので
す。そもそも元素に関わる問題は、2000 年以上前から
文明社会において考え続けられてきたもので、東洋の
国からこのような基本的問題に科学的・本質的貢献が
出来る意義は大きいと思います。中国や韓国などでも
最近この方面への進出が著しいので、これらの国と連
携すれば、アジアでの大きな発展も見込まれます。逆
に今歩みを止めると、成長著しいアジア諸国に抜か
れ、本質的な貢献をする機会を逸してしまうでしょう。 

1394 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

最重要政策課題「環境と経済が両立する社会
を目指すグリーンイノベーションの推進」を実
現していいくためには、微生物から動植物、ヒ
トまで生物を対象とするライフサイエンス研究
の促進が不可欠です。そのライフサイエンス
研究を支える基盤事業である「ナショナルバイ
オリソースプロジェクト」は持続継続すべきだと
考えます。継続性があることによりその成果も
期待できる研究基盤事業です。ライフサイエン
ス研究ではバイオリソースがなければ研究は
始まりません。もし万が一、削減・廃止になれ
ば、長期的な観点で日本のライフサイエンス
分野の科学技術の向上・発展は確実に望め
なくなります。日本独自でバイオリソースを維
持しておかなければ、研究の土台が消失して
しまうことになります。生物多様性条約を経済
的な観点から考えると、日本独自のバイオリ
ソースを維持しておかないと将来非常に高い
対価を支払わなければならなくなってくると思
います。石油などの重要な資源と同じと考え
るべきです。 

最重要政策課題「環境と経済が両立する社会を目指
すグリーンイノベーションの推進」や重点的推進課題
「人の命を大切にする健康長寿社会の実現」の施策と
して文部科学省だけでなく、他の省でも生物を対象と
するライフサイエンス研究の促進とその応用をあげて
います。ナショナルバイオリソースプロジェクトで取り扱
う生物は、そのライフサイエンス研究を支える研究基
盤として直接、間接に利用されます。たとえば、酵母
はバイオエタノール生産微生物として現在使用され、
次世代の生産微生物としての開発研究も進められて
います。また、燃料電池開発においてもその利用を検
討する研究が開始されました。さらに、ヒトの病気の原
因遺伝子と似ている酵母遺伝子もあることから病気の
原因解明研究にも利用されています。酵母に限らず、
ナショナルバイオリソースプロジェクトで選定された生
物は、その生物自体で、あるいはモデル生物としてラ
イフサイエンス研究を促進する基盤となるリソースで
す。生物多様性条約による資源の囲い込みがひどく
なると高い対価が必要になるとも予想されます。した
がって、ナショナルバイオリソースプロジェクトの優先
度は高いと思います。韓国では、このナショナルバイ
オリソースプロジェクトを手本に同じような事業が始ま
るということも聞いています。 

1395 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータ戦
略プログラム準
備研究 

政府は、次世代スーパーコンピューターを海
外の優秀な人材の獲得に活用することに重点
を置いて、施策を練り直すべきだ。 

研究者にとってみれば、世界一の性能を持つ計算機
を活用できるか否かが、競争に生き残れるかどうかに
直結しており、日本が、世界第二ではなく、世界一の
計算機を保有する事は、日本のみならず海外の優秀
な人材を獲得する上で非常に強力な手段であるから。

1396 研究者 
文部科
学省 

東海・東南海・南
海地震の連動性
評価研究  

連動してスマトラ地震のような巨大地震になる
恐れがある東海・東南海・南海地震に備える
ために本研究を推進し、大地震が連動するメ
カニズムを解明するとともに、津波や長周期
地震動に対する地震防災の研究を進めること
が重要である。 

近年、国土を網羅する地震や GPS の観測網が充実
し、地震発生機構に関する調査研究は重要な進歩を
示しているが、100 年程度の長い間隔で、海底下で起
こる巨大地震の発生機構やその連動性については、
まだほとんどわかっていない。30 年もたてば、連動し
てスマトラ地震のような巨大地震になり、80 兆円を超
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す経済損失をもたらす恐れがある東海・東南海・南海
地震が切迫してきて、地震防災研究のみならず国民
の社会生活においても大問題になると思われるが、そ
れから研究を始めても間に合わない。この巨大地震
が起きれば、西日本だけでなく、長周期地震動によ
り、沖積平野に広がる中京圏・関東圏も重大な被害を
受ける恐れがあると推定されており、まさに国難と言
えよう。そのような予想があるのに、それを迎え撃つ
研究をおろそかにすることがあれば、失政と評価され
るであろう。 

1397 研究者 
文部科
学省 

地震・津波観測
監視システム
（ 第 ２期 ）  

連動してスマトラ地震のような巨大地震になる
恐れがある東海・東南海・南海地震は、30 年
もたてば切迫してくると予想されており、それ
に備えるために本事業を重点的に推進し、地
震の準備過程に関する研究を進めるととも
に、津波や地震動で人命が失われることがな
いように対策を進める必要がある。 

近年、国土を網羅する地震や GPS の観測網が充実
し、地震発生機構に関する調査研究は重要な進歩を
示しているが、100 年程度の長い間隔で、海底下で起
こる巨大地震の発生機構やその連動性については、
まだほとんどわかっていない。本事業の推進により、
巨大地震の滑りが開始する場所と推定されている東
南海地震の西側における地震活動と地殻変動を海底
でリアルタイムにモニターすることが可能になり、地震
の準備過程を解明するとともに、地震が発生した場合
には、地震動および津波に対する正確な警報を即時
に出す体制を準備することができる。この事業は、地
震防災という面でも重要であるが、内需主導型の経済
成長を促す点でも重要である。 

1398 その他 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

予算削減に断固反対する。 

日本は資源の乏しい国であり、国際的な競争に勝ち
抜いていくためには、科学技術の振興が必要不可欠
である。現在の我が国の研究環境は決して十分に整
備されたものであるとは言い難く、国内の若手研究者
を中心に、頭脳の海外流出が相次いでいる。 
 
研究の世界においても、国境を越えて、世界中の研究
者が切磋琢磨することは是であるにしても、一方的に
日本の研究能力が輸出されていく傾向には危機感を
覚える。 
 
昨今のそうした傾向に対し、本プログラムは、日本国
内に海外の優秀な研究者を招致し、積極的な相互提
携を図るものであり、ひいては日本人研究者にとって
得られるものは大きい。慣れ親しんだ国内にこのよう
な場が存続しているなら、研究職に憧れる子供たち
も、「将来は海外に行って研究する」というだけでなく、
「国内で研究者として成功しよう」という選択肢が増え
ることであろう。 
 
また、近年の研究活動の傾向として、「より深く」を推し
進めるがために、「より狭く」なってきているのが実情
である。このような拠点が存在すれば、細分化の進む
サイエンスの世界でも、より包括的に視野の広い研究
者を生み出すことが可能であり、そういった点からも、
このプログラムのますますの発展を期待している 

1399 その他 
文部科
学省 

私立大学におけ
る教育・学術研
究の充実 

廃止 

予算削減を理由に旧国公立大学を統合整理する一方
で、私立大学を優遇する根拠、その必要性は低い。私
立大学を支援する以前に、それらの大規模な淘汰を
すべき。 

1400 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

必須の事業規模であり「拡充」はあっても「縮
減」は絶対にあってはならない。 

これらの事業は、自由な発想にもとづく知的行為であ
る学術研究の内の比較的大きなプロジェクトを基盤的
に支える競争的研究費であり、基盤的研究で育ってき
た芽を大きく発展させるために不可欠のものである。
従って、その制度の整理はともかくも、全体として予算
を増やす必要こそあれ、「縮減する」との結論は、我が
国の学術研究の発展を大きく阻害するものである。 

1401 その他 
文部科
学省 

特別研究員事業 
必須の事業規模であり「拡充」はあっても「縮
減」は絶対にあってはならない。 

学術振興会の特別研究員制度は、特に優秀な大学院
生やポスドク研究者に与えられているものであり、誇
るべきキャリアパスの 1 つとして確立している。従っ
て、この制度は「ポスドクの生活保護のようなシステ
ム」でもなければ、「博士取得者のセーフティーネット
事業」とは （それらは別に必要であるとは思うが ）全
く異なる名誉あるキャリアパスであり、今回のこの結論
に影響を与えた一部委員のこれらのコメントは、全く見
当外れのものであり、誤った認識にもとづくものであ
る。 
 
多様な形で若手研究者の研究費と生活を保障するこ
とは、我が国の科学・技術の未来に不可欠のことであ
り、制度の整理はともかくも、全体として予算を「縮減」
することはあってはならないことである。 
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1402 会社員 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

アイセムスなどのＷ Ｐ Ｉ 事業は、事業仕分け
で指摘があったような日本が伝統的に抱える
問題点を克服して世界の科学技術リーダー国
としての役割を果たすために、世界をリードで
きる新たな研究組織のモデル作りを目指して
います。 
 
 日本国の今後にとって極めて重要な事業予
算であり、今回の議論のみで削減を決定すべ
きではないとと考えます。 

 「事業仕分け」は「外国人研究者招へい」と「世界トッ
プレベル研究拠点 WPI」というまったく異なる事業を同
一視して議論していると感じられました。それゆえ、そ
こから得られる判定結果は誤った観点から得られた意
見をもとにした、誤解と理解不足に基づく判定結果で
あると思います。 

1403 その他 
文部科
学省 

元素戦略 

本研究は、低炭素社会形成のカギを握る希少
資源の代替、戦略的利用のための技術基盤
に関する研究である。小資源国である我が国
にとって今後最も重要になる研究分野であり、
最優先とすべきであると考える。 

オバマ米大統領の登場によるグリーンニューディール
政策等により低炭素社会づくりに向けた新技術への
期待が高まる一方、新興国の経済発展等により、世
界的なレアメタル・レアアース等の資源制約が顕在化
している。資源の多くを輸入に頼る我が国では、まず
は国家的な資源戦略により、こうした希少な資源を確
保していくことが低炭素技術の普及等に不可欠であ
る。しかし、長期的には、資源の循環利用や素材の転
換により、資源の利用に伴うリスクの軽減を進めてい
く必要があり、本研究を通じて資源を枯渇させない、
環境リスクを増やさない、地域的世代的公正に配慮す
る （石垣島宣言(2007.11.01 ISSEM2007)の資源利用
の ３つの原則を遵守した素材の利用に努めていくこと
が重要である。本研究は、今後の我が国と地球レベ
ルでの持続可能な社会形成において必要不可欠であ
ると考える。 

1404 その他 
経済産
業省 

希少金属代替材
料開発プロジェ
クト 

本研究は、低炭素社会形成のカギを握る希少
資源の代替材料の研究である。小資源国で
ある我が国にとって今後最も重要になる研究
分野であり、最優先とすべきであると考える。

オバマ米大統領の登場によるグリーンニューディール
政策等により低炭素社会づくりに向けた新技術への
期待が高まる一方、新興国の経済発展等により、世
界的なレアメタル・レアアース等の資源制約が顕在化
している。資源の多くを輸入に頼る我が国では、まず
は国家的な資源戦略により、こうした希少な資源を確
保していくことが低炭素技術の普及等に不可欠であ
る。しかし、長期的には、資源の循環利用や素材の転
換により、資源の利用に伴うリスクの軽減を進めてい
く必要があり、本研究を通じて資源を枯渇させない、
環境リスクを増やさない、地域的世代的公正に配慮す
る （石垣島宣言(2007.11.01 ISSEM2007)の資源利用
の ３つの原則を遵守した素材の利用に努めていくこと
が重要である。本研究は、今後の我が国と地球レベ
ルでの持続可能な社会形成において必要不可欠であ
ると考える。 

1405 その他 環境省 
循環型社会形成
推進科学研究費
補助金 

本研究は、我が国がリードしてきた３ Ｒの推
進のため、小資源国である我が国にとって今
後最も重要になる研究分野であり、最優先と
すべきであると考える。 

廃棄物処理分野は、再生資源・再生素材製造、供給
産業、または、再生エネルギー業として、今後全ての
産業の環境対応・資源の制約をリードしていく必要が
ある。クリーンテック （環境配慮技術 ）を保有するグ
リーンジョブとして、今後の長期的な環境ビジネスの
成長を支える基盤を構築・育成していく上で、重要な
研究であると考える。 

1406 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

競争的資金の額を減らすことに反対である。 

科学研究費補助金 （科研費 ）は、産業・経済界への
効果が短期間で見られない素粒子・原子核の研究分
野において、ほぼ唯一と言っていい研究補助金であ
る。量子力学、相対性理論が発展した ２ ０世紀初頭
には、これらが何に役に立つかを予想出来た人間は
いない。量子力学は我々の生活に欠かせないエレクト
ロニクス・半導体技術に深く関わっているし、カーナビ
は特殊相対論なしでは実現出来ない。複数の制度が
あるから、額を減らす必要があるとう議論は暴論であ
る。一人で １ ０近くの補助金を受け取るという極端な
ケースをあげるのはかまわないが、そのようなケース
が全体の何パーセントを占めるかの議論がないまま、
だから減らせというのは論理的に破綻している。大学
運営交付金すら削減との議論があるなか、科研費も
減らすということは「科学技術立国」を掲げながら科学
を軽視しているという姿勢に他ならない。民間で出来
ることは民間でするということは正しいが、大学・研究
所では営利を考えない研究を行っていることを政府・
国会議員は理解して欲しい。 

1407 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

WPI プログラム、特に IPMU に関して、当該分
野の若手研究者の一人として意見を記しま
す。 
 
 
 
私は WPI プログラムのひとつとして採択された

サイエンスは研究所や教科書に宿るものではありま
せん。サイエンスは人間に宿るものです。CERN が世
界的研究機関なのは、CERNだからではなく、CERNに
優秀な研究者がいて、それがコアとなって、多くの人
がそこへ行きたいと思い、一流の科学者が一流の科
学者をよび、そこでの議論から新たな着想、サイエン
スが生まれる、それが常識です。常識だからこそ、世
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IPMU に最初に雇われた研究者です。これま
で IPMU が 2007 年 10 月に立ち上がり、私が
採用された同年 12 月以降、IPMU が ０からの
スタートにも関わらず、目を見張るスピードで
世界的研究機関に成長していく様子を目の当
たりにしてきました。それは村山斉という科学
者としても Director としても他の追随を許さな
い人物をトップに、そして世界から集められた
一流の物理学者、数学者たち （更に優秀な
事務員 ）だからこそなし得た事です。世界的
な研究機関としてCERNやPrincetonなど欧米
には幾つかの名だたる研究所がありますが、
アジア、特に日本には IPMU ほど国際的に知
られ成功を収めた研究所はこれまでありませ
んでした。しかも、IPMU は僅か二年で名実と
もに世界的研究機関に成長しました。宇宙の
謎に挑む IPMU の挑戦は成功への道半ばで
す。科学業績は人類の英知であり、IPMUには
間違いなく重要な貢献が可能です。その為の
予算は決して削減すべきではない、というの
が私の意見です。 

界中どこの研究機関でも一流の科学者を求めていま
す。人を集めるには、お金が必要です。当然競争にな
ります。日本政府が科学予算を削れば、それは研究
者の動向に極めて重大な変化をもたらす事は想像に
難くありません。 
 
一流の科学者を確保できなければ、世界中の誰がそ
の研究機関を訪れたいと願うでしょうか。予算が減り、
Visitor や研究会が減れば、研究活動は減少し、研究
所としての魅力も無くなり、という悪循環の始まりで
す。短期間に世界的な研究機関へと成長を遂げた
IPMU の名声は地に落ち、優秀な人材は海外へ流れ、
その流れは止める事は不可能かつ不可逆的に進行し
ます。 
 
 
世界中どこの研究機関へ行っても、私が IPMU から来
たといえば、皆が口をそろえて「あの研究に専念でき
る IPMU か、是非一度行ってみたい」と言うくらい、その
知名度と世界中の研究者の期待が高い事を最後に付
け加えておきます。先日の台湾への出張でも、「IPMU
には是非このままアジアの CERN になって欲しい、こ
れまでそういう拠点はなかったから」という意見をもら
いました。IPMUを含むWPIプログラムの予算を削減す
る事は日本だけでなく海外の研究者の期待も裏切る
結果となります。（ それは IPMU が真に国際的な研究
機関になった証でもあります。 ） 

1408 その他 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

テニュアトラック制の導入の必要性について 

テニュアトラック制度はアカハラ、セクハラの温床にな
りかねない講座制から脱却するためにも必要な制度
かと思う。講座制、いわゆる徒弟制度だと、上にいい
顔していないと、助手、助教授になれない。それは博
士課程の学生にも言えることで、そこで喧嘩すると帰
ってこれなくなる。つまり常勤職はつけない。だからア
カハラが 
あっても我慢せざるを得ないということが普通に起きう
る。教授が助手の成果を横取りしたとニュースになる
のは氷山の一角だと思われる。よほど上手いことマス
コミへ工作しないと、内部告発した時点で助手が首に
なるだろうから。現に私の息子は大学院生時代に指
導教官にアカハラを受けている。具体的な内容は非常
に素晴らしい論文の成果を息子が挙げたにも関わら
ず、指導教官のなかば脅しのような感じで、指導教官
が筆頭著書に、息子は 2 番目の著者にされました。だ
が、上記に述べたように講座制のため、息子は断腸
の思いでそれを受けざるを得なかったとききました。騒
ぎにすれば推薦書を書いてもらえないとか、国内での
ポストに推薦してもらえないとか、そういうことになって
しまいます。そういう徒弟制を廃止し、若手研究者も独
立して研究環境を確立することができるテニュアトラッ
ク制度は科学の成熟してきた日本でも、欧米と対抗す
るために必須な政策であります。科学の発展途上国
だった頃は講座制でも良かったと思われます。しかし、
日本の科学を旧来のレベルに戻すなら致し方ないで
すが、これからも発展させるためには国指導で変革を
もたらす必要があると思われます。欧米では優秀な研
究成果、ノーベル賞受賞対象の研究は、若い 30 代、
40 代の研究成果だと聞き及びます。そういう理由から
もテニュアトラック制度の全大学への導入は必要で
す。 

1409 その他 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 女性研究
者支援システム
改革 

本事業の予算を、削減することなく従来どおり
に確保していただきたいと考えます。 

少子高齢化が進む現在、現在 270 万人いる科学者お
よび技術者は、2050 年には 170 万人まで減少すると
いう統計があります。 
 
日本が今後も科学技術創造立国として存続していくた
めには、科学技術分野での女性研究者の割合を増や
し、同時に裾野を広げる意味でも理系女子学生数を
育成する必要があります。 
 
 
女性研究者支援は、日本の将来を現実的に考える上
で重要な施策であると考えます。 

1410 研究者 
文部科
学省 

バイオリソース
事業 

 ライフサイエンス研究において、生物研究材
料資源 （バイオリソース ）の保存とそれを効
率的に活用できる環境の整備は必要不可欠
であり、これを高い次元で実現するために、持
続性、信頼性、先端性の確保が重要な要素で
す。したがって、「文部科学省 18 番 バイオリ

 バイオリソースは我が国の貴重な資源かつ重要な
知的財産であり、しかも、生物ということから、一度失
われたら二度と復元不可能という性質があります。こ
れらのリソースは国際競争力の源でもあるため、欧米
各国は従来より国費を投じて戦略的に実施しており、
近年では中国・韓国をなどのアジア諸国が巨額を投じ
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ソース事業」の優先度は極めて高いと考えま
す。この事業は、バイオリソースを集約して管
理する事で、ライフサイエンス研究推進の原
動力となり、環境、健康、食料など人類の共通
な課題解決に貢献するとともに、我が国の国
際競争力の向上を支えます。継続的な投資が
必須ではありますが、国レベルでの基礎研究
の効率を向上させることで、却って無駄な投
資を抑え、かつ、より優れた成果をもたらす効
果があります。 

て猛追を行っています。国際協調と競争の戦略が
益々重要視される現状において、理研バイオリソース
事業は懸命の努力により国際的な責任の一翼を担う
までになっています。 
 
リソース管理の集約化を行うこの事業の効果は、滅
失、海外流出などの防止、厳格な品質管理による信
頼性の高い研究材料の普及、リソースへの効率的な
アクセス、国レベルでの研究の経済性の向上、および
開発者の知的財産権の保護など多岐に渡ります。さら
に、世界のリソース戦略の中にあって、国際的なリー
ダーシップの確保、先端研究・技術の促進といった役
割を果たしています。従って、この事業の縮減を行え
ば、却って我が国の関連分野全体の研究コスト増大と
質の低下を招く恐れがあります。以上がこの事業の優
先度が高いことの理由です。 

1411 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

 ナショナルバイオリソースプロジェクトは、ラ
イフサイエンス研究の基礎・基盤となる生物研
究材料資源 （バイオリソース ）の収集・保存・
提供を行うとともに、バイオリソースの質の向
上を目指し、保存技術等の開発、ゲノム等解
析など、特に時代の要請に応えたバイオリソ
ースの整備を行うものです。競争的要素を持
たせることによって、我が国独自の優れたバ
イオリソースとなる可能性を有する生物種の
整備を行い、我が国独自の研究の進展や、国
際的な競争力の強化が期待されます。バイオ
リソース事業とともに我が国のライフサイエン
ス研究の基盤として、優先度の高い事業で
す。 

 従来から、ライフサイエンス研究におけるバイオリソ
ースの持続的な保存は重要な課題ですが、最近のゲ
ノム研究進展による爆発的なリソース増加によって、
さらに多様性と重要度を増しています。このような生物
研究材料は、国内の研究者がそれぞれの研究努力に
より保存してきた歴史的経緯がありますが、これらのう
ち、国が戦略的に整備することが重要リソースについ
て、体系的な収集・保存・提供等を行い、バイオリソー
スの所在情報等の提供を一本化することによって、効
率的な基盤整備を行うことができます。 
 
 この事業によって、バイオリソースの滅失、海外流出
などを多岐のリソースに渡って防止でき、さらに我が
国の研究の独自性と国際的なリーダーシップが確保さ
れ、多くの研究に貢献する点で、効率的かつ効果的な
投資です。以上がこの事業の優先度が高いことの理
由です。 

1412 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

現在の日本国の財政状況をみれば、歳出縮
減という方策は仕方のないことかもしれませ
ん。しかし、今回の事業仕分けでのやりとりを
みると、仕分けする方々は、公約実現のため
予算縮減しなければいけないという使命のも
と、最初から縮減すべしとの方向性で議論を
進めていたと感じます。特に、基礎科学を経
済効率で計ろうとすることは間違っており、先
端的科学研究が何たるかを分からず、日本国
の科学研究の将来、ひいては次世代の日本
国民が受けるべき恩恵までも無視する極めて
短絡的な判断だったと思います。今回の結果
を、冷静かつ慎重に再度修正するようお願い
します。 

世界トップレベル研究拠点 WPI で行われている研究
は、日本国の今後にとって極めて重要な事業予算で
あり、将来的には国民の利益に繋がると信じておりま
す。研究内容は、国民の目からみると、利益が還元さ
れているかどうか分かりにくいのも事実です。しかし、
応用技術への波及効果は、思いがけないところから
出てくることを歴史が証明しております。 

1413 その他 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

女性研究者支援関係の予算を縮減でなく、現
状維持として頂きたい。 
 
大学で事務系非常勤職員として、男女共同参
画関係の仕事に従事しています。この仕事に
就く前も、ずっと事務として仕事してきましたの
で、社会、特に就職及び職場での男女差別は
当然あると思って働いてきました。しかし、研
究者は学歴や業績が変わらなければ、性別
による差別はないものと思っていました。しか
し、実際仕事でこれらに携わってみると、特に
工学、理学、農学系の学部については、全体
の教員数に比して明らかに女性数が少ない
のです。この現実をみると、やはりここに差別
がないとは言えません。 

今、男女問わず研究者になることが、一般の就職と同
じく大変厳しい時代であり、かつ、大学も研究者の採
用について、今までと同じ方法でといった保守的に傾
く傾向があるため、国からのてこ入れがなければこの
現状は、ずっと変わっていかないと思われます。 

1414 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

現在の厳しい経済状況においても是が非でも
実施するべきだと考えます。また更なる拡充
が望まれます。 

研究が有用なものとなるかどうかを事前に知ることは
不可能です。 １ ９ ６ ２ 年に「クラゲが蛍光を発する原
因となるタンパク質」が報告されたときどれだけの人が
この研究に注目したでしょうか。もしこの研究計画が現
在の「仕分け」受けていたら、研究計画の存続という結
論が出たでしょうか？おそらく否でしょう。しかしこのタ
ンパク質 （GFP)は ３ ０－ ４ ０年後生命科学のあり方
を根本的に変えてしまうほどの技術に発展し、発見者
の下村博士はノーベル化学賞を授与されました。繰り
返しになりますがこのように偉大な研究結果は予期せ
ぬところから出てくるものであり、その芽を摘まないよ
うにするためにはできうる限り多くの研究を支援する
べきだと考えます。そのためにはこの施策は必須では
ないでしょうか。 
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1415 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 （社会
技術研究開発事
業を含む ） 

この施策も是非とも増額して実施していただき
たいと考えます。 

前述のように科学研究はなるべく広く支援するべきで
すが、予算には限りがあり、すべての研究を手厚く支
援というのは現実的には難しいと考えられます。そこ
で科学研究費で、多くの研究を支援し、そしてその中
から、芽の出そうな研究については手厚く支援していく
というのが、実施可能な最良の方法ではないでしょう
か。この戦略的創造研究推進事業は、芽の出そうな
研究を手厚く支援するにはよいシステムだと思えま
す。有用な研究の芽というものはどこから出てくるか
予期することは不可能であり、当施策のように、状況
に応じて、機動的に様々な研究を手厚く支援すること
のできるシステムは是非とも実施していただきたいと
考えます。 

1416 研究者 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

この施策も実施していただきたいと考えます。

ポストドクターは多くの知識や卓越した技術を持ってお
り、また以前のポスドク ３万人計画により、大幅に数
を増やしています。ところが、ポスドクがその力を発揮
できる場が非常に限られています。このような人材を
活用しないてはないのではないでしょうか？逆に活躍
できる場がなければ、優秀な若者たちはポスドクとい
う道は選ばないのではないでしょうか？もし、そうなっ
てしまえば、日本の科学技術は衰退の道をたどるでし
ょうし、資源のない日本にとって唯一の希望である科
学技術が衰退すれば、日本自身も衰退していくでしょ
う。科学技術のためだけでなく、日本の将来のために
も多くの若者が研究者を目指すような、施策を実施し
ていただきたいと思います。 

1417 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータ戦
略プログラム準
備研究 

現在の科学にとって、スパコンなどを用いた計
算シミュレーションは必須の基盤技術である。
基礎科学における重要性はもちろん、工学・
薬学など、国民生活に密接に関わる分野でも
スパコンによる計算技術が重要な役割を果た
しており、間接的な経済効果も非常に大きい。
この観点から、スパコン・およびその周辺技術
の発展は、国策として積極的に推進すべきだ
と考える。実際、アメリカなどでは、国を挙げて
の膨大な国費を投入した開発が行われてお
り、この動きに遅れをとることは、日本にとって
重大な国益の損失となる。 
 
 
 
「仕分け」では、見直し・事実上の凍結という
判断が示されたようだが、そもそも、スパコン
は日進月歩で激しい競争開発が為されている
分野であり、今更見直しに時間をかけるという
のは全く無駄な行為である。スパコンプロジェ
クトの継続を強く求めたい。 
 
 
 
なお、「仕分け」での文科省・理研の説明を聞
いたが、説明する側にも大きな問題があると
感じた。「一番であることに意味があるの
か？」という質問に対して、「一番になるように
努力する」というのは全く答えになっていな
い。一番になることには publicity など観点か
ら大きな意味があるが、スパコン技術開発・科
学研究の観点からは、例え一番でなくても、世
界に互していけるスパコンを作成・運用・提供
することそのものに大きな価値があるというこ
とをきちんと説明すべきである。 

上に同じ 

1418 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療とその基礎研
究 

是非、これまでどうりの予算配分を希望しま
す。 

ガンは三大死亡原因の一つです。重粒子線がん治療
は、新しい治療法であり世界的に注目されて、各国で
この方法の導入が進んでいます。 

1419 会社員 
経済産
業省 

新エネルギー技
術研究開発－新
エネルギーベン
チャー技術革新
事業 

新エネルギー技術研究開発は我が国が最重
要課題として 
取り組むべき研究開発項目である。特にベン
チャー企業が 
立ち上がるための環境を早急に整えるべきと
考える。 
 
したがって、新エネルギー関連技術を保有す
るベンチャー 
企業を支援する事業には十分な予算措置を
講ずべきである。 

・これまでに半導体分野において、国家的な戦略で量
産技術を 
革新した韓国、台湾企業に日本メーカーが凌駕される
過程を 
身をもって体験してきた。フラットパネルディスプレイの
分野でもしかり、また昨今の太陽光発電分野でもしか
りである。 
 
 
・環境関連技術で世界のリーダシップをとることは、今
後の我が国の 
成長のためには必要不可欠な事であり、従来の延長
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線にはない 
戦略的な選択と集中が必要である。 
 
 
・民間大企業においては革新的な技術をスピード感を
持って事業化 
していく土壌、環境がなくなりつつある。一方で優れた
技術、能力 
を持った人間が、ベンチャー企業を設立し、立ち上げ
ていく環境は 
きわめて劣悪な環境である。 （与信、金融機関の能
力不足など ） 
 
 従って革新的な技術を持ち、事業化の目的意識が
明確なベンチャー 
企業を立ち上げていくことが必要であり、革新的な技
術開発を継続 
するための集中的なベンチャー支援政策が望まれる。

1420 会社員 
経済産
業省 

戦略的基盤技術
高度化支援事業 

・我が国のものづくり技術を継続的に成長させ
ていくために 
必要な政策である。有望市場分野を選定し、
その市場ニーズを 
とらえた新規かつ独創的な技術に対する支援
策であることから、 
より拡充すべきと考える。 

・中小企業がハイリスクな課題に、独力で取り組むこと
は困難であ 
る。一方で大企業においても、段取屋になる技術屋が
多く、中小 
企業の個別技術に依存するところは大きい。 
 
 
・従って個別の課題への取り組みは煩雑におこなわれ
るものの、 
またそれらが世界的な市場動向から導かれてくるニー
ズへの対 
応であるのにもかかわらず、ものづくり技術全体の戦
略になら 
 
ない場合が多い。 
 
 
・これら非効率かつ、個別でありすぎる戦術を体系的
に捉えて 
国家的な戦略にしていく必要性がある。 

1421 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線によるがん治療研究はその方法で
しか治療効果を期待できない症例もあり、次
世代的な研究を含めてより推進していく必要
がある。重粒子線の中でも特にがん治療効果
の高い炭素線を推進し、 Ｘ線と同程度とされ
る陽子線へのウェイトを減らすべきである。 

重粒子線治療 （ 炭素線 ）は他の放射線では根治が
困難な骨や悪性黒色腫にも効果があり、外科手術、
化学療法、他の放射線による治療と比較して特化す
る点がある。特に骨肉腫の治療は治療成績、ＱＯ Ｌ
を含め最適な治療方法であると言える。また、世界に
おいて放射線医学総合研究所の HIMAC はトップの研
究成果を挙げており、重粒子線治療研究は日本が世
界を牽引している研究のひとつである。今後の高齢化
によるがん患者の増加に伴い、さらにその必要性が
増すことが予想される。その一方、国立がんセンター
などで陽子線による治療が行われているが、陽子線
はその効果が Ｘ 線のそれとあまり変わらないという報
告が聞かれる。よって、陽子線治療への研究費等をよ
り意義のある炭素線治療へ移すべきであると考える。

1422 その他 総務省 

クラウドサービス
を支える高信
頼・省電力ネット
ワーク制御技術
の研究開発 

グリーンイノベーションの実現に向け、ICT の
活用によるグリーン化の推進は、国策として
最重要課題である。特にクラウドコンピューテ
ィング技術は、仮想化によるサーバ統合や空
調システムの効率化等によるデータセンタの
消費電力削減など、様々な観点でグリーンイ
ノベーションへの貢献が可能な技術であると
考える。 
 
これまでのクラウドコンピューティングの技術
開発は、主として「データセンタ内の最適化・
省エネ化」を中心とした検討が進められている
と認識しているが、一方で、利用者はネットワ
ークを介してクラウドサービスを利用すること
から、今後クラウドサービスが急速に普及した
際のネットワークへの影響を十分考慮し、「ネ
ットワーク自身の最適化・省エネ化」について
も対策を講じることが喫緊の課題であると考
える[1]。 
 
これらは独立して進めるのではなく、ICT ベン
ダとネットワークキャリアが連携することでエン
ドエンドで全体最適化を図ることが不可欠で
ある。また、クラウドコンピューティング技術が
今後社会インフラサービスに広く適用されてい

上記意見の根拠は以下のとおり。 
 
[1] グリーン IT ， 本命はネットワークの省エネか？  
 
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/OPINION/20080416
/299193/ 
 
 [2] 富士通ジャーナルアンケート、テーマ「クラウドコ
ンピューティングの集計結果」 
 
http://jp.fujitsu.com/about/journal/voice/enq/enq09
05.shtml 
 
 [3] グローバル基盤連携技術フォーラム設立背景 
 
http://www.gictf.jp/activities.html 
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くことにより、国民の生活スタイル自体の変化
も予想されるため、それに合わせた制度やル
ールの整備も考慮する必要があり、官民が連
携して強力に推進していくことが必要である。
 
加えて、クラウドコンピューティング技術を今
後社会インフラサービスに広く適用していくた
めには、需要ピーク時や災害時でも安定して
サービスを提供可能な信頼性の確保が不可
欠であり、また今後企業のオンプレミスシステ
ムの （プライベート ）クラウド化が予想されて
いるが、エンタープライズ系のクラウドにおい
ても、信頼性の確保は事業継続に関わる重要
事項である[2]。 
 
これらの信頼性確保を各クラウドで実現しよう
とすると相応の余剰設備を独自に持つ必要が
生じ、結果としてグリーン化推進のブレーキと
なる恐れがある。また、地価が高く大規模なデ
ータセンタの構築が困難という日本の事情を
考慮すると、複数のクラウドが互いにネットワ
ークを介して余剰リソースを融通しあう仕組み
を実現し、全体として信頼性を高めることが望
ましい[3]。 
 
以上のように、本技術開発は、国策として進
めている省エネルギー化を推進しつつ、クラウ
ドサービスの普及促進を図るために不可欠な
ものであり、重要事業として優先的に実施さ
れるべきものと考える。 

1423 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

現在の科学にとって、スパコンなどを用いた計
算シミュレーションは必須の基盤技術である。
基礎科学における重要性はもちろん、工学・
薬学など、国民生活に密接に関わる分野でも
スパコンによる計算技術が重要な役割を果た
しており、間接的な経済効果も非常に大きい。
この観点から、スパコン・およびその周辺技術
の発展は、国策として積極的に推進すべきだ
と考える。実際、アメリカなどでは、国を挙げて
の膨大な国費を投入した開発が行われてお
り、この動きに遅れをとることは、日本にとって
重大な国益の損失となる。 
 
 
 
「仕分け」では、見直し・事実上の凍結という
判断が示されたようだが、そもそも、スパコン
は日進月歩で激しい競争開発が為されている
分野であり、今更見直しに時間をかけるという
のは全く無駄な行為である。スパコンプロジェ
クトの継続を強く求めたい。 
 
 
 
なお、「仕分け」での文科省・理研の説明を聞
いたが、説明する側にも大きな問題があると
感じた。「一番であることに意味があるの
か？」という質問に対して、「一番になるように
努力する」というのは全く答えになっていな
い。一番になることには publicity など観点か
ら大きな意味があるが、スパコン技術開発・科
学研究の観点からは、例え一番でなくても、世
界に互していけるスパコンを作成・運用・提供
することそのものに大きな価値があるというこ
とをきちんと説明すべきである。 

上に同じ 

1424 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

先日行われた「事業仕分け」での判定結果に
異議を申し立てます。 
 
世界トップレベル研究拠点プログラムに対す
る科学技術予算の削減に対して再度検討を
要請いたします。 

長年日本が抱えている国際化の遅れを克服するため
の突破口として「国際化」を主たる目標として掲げてい
る機関の存在が重要であり、世界トップレベル研究拠
点プログラムの成功は日本の教育機関などに大きな
影響を及ぼすものと考えられる。 
 
また、「トップレベルの拠点であれば外国人を特別扱
いする必要はない」という指摘について、トップクラス
の研究が行えるのなら生活のすべてを犠牲にしても
構わないと夢のような事を言えるのはごく一部の人間
である。 
 
外国人研究者が日本で生活して行くうえでの事務的
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生活的協力、さらには安心して生活できるだけの報酬
の約束は必要不可欠で、世界トップレベル研究拠点で
使用される費用は日本の科学技術の発展のために充
分意義のあるものである。 

1425 研究者 
文部科
学省 

女性研究者支
援・科学技術振
興調整費 

予算縮減には反対です 

現状の支援内容で、すべての対象者が支援しきれて
いるわけではありません。支援を当てにしていたの
に、対象に選ばれなかった場合、研究の継続を断念
せざるを得ない状況もあると思います。研究という職
業は、いわば研究者一人一人が個人事業主のような
職だと思うので、研究の中断が非常に大きな損害であ
ると感じています。 

1426 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

予算要求の縮減に反対 

若手ポスドクに中途半端な予算をつけてしまうことで、
研究以外の道に進めないのはかわいそうだから縮減
しよう、という内容と見受けますが、問題なのは科学技
術立国を謳っていながら若手研究者を積極的に育成
しようという姿勢が見られないことだと思います。 

1427 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

種目を整理して一層の増額をお願いします。 

科研費は長年かけて制度改革が行われ、ピアレビュ
ーも事後レビューも充実させて、真に日本のボトムアッ
プの研究基盤を支えています。 
 
いろいろと問題もあることは承知していますが、今では
世界に誇れるシステムになってきたと思います。 
 
従来の予算の仕組みでは、既存の予算を増額するこ
とが難しいため、次々と新しい種目を「建て増し」する
ことで、科研費全体の予算を伸ばしてきましたが、そ
れら「建て増し」した種目を整理して、個人研究を主と
する基盤研究を増額すれば、非常にわかりやすいボト
ムアップのシステムになります。 
 
特に、グループ研究の種目は大幅整理してしまって良
いのではないでしょうか。 

1428 研究者 
文部科
学省 

○若手研究者養
成システム改革,
女性研究者支援
システム改革 

科学技術人材の育成強化や大学・研究機関
の研究力向上、女性の能力を発揮できる社会
に向かって、ぜひ、若手研究者や女性研究者
養成を充実してください。 

男女共同参画社会の実現、科学技術人材の育成強
化のためです。 

1429 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

重要度・優先度は非常に高い事業だと感じま
す。 
 
行政刷新委員会の査定対照にされているが、
減額などはもってのほかで、若手研究者の支
援に向けて 
さらに制度を充実させるべきです。 

若手研究者の現状として、経済的な問題は非常に重
要で、 
日常生活を支えている特別研究員事業により、 
研究に携われている者も多くいます。 
 
博士課程の学生を支援する DC 制度は他には無く、 
経済的な自立を可能としている唯一の制度です。 
 
生活基盤を支えている当事業の優先度は高く、 
さらに制度を拡充する必要があると感じます。 

1430 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 事業仕分けにおける予算縮減に対する抗議 

特別研究員事業は、大学院生でも研究に専念するこ
とが可能となる数少ない若手研究者に対する支援制
度である。博士号取得が、以後の研究者としての人生
を左右するだけでなく、科学技術立国としての日本の
将来を担う人材育成に必要なことは言うまでもない。
これまでの予算配分でも少ない状態で削減すること
は、現政府が掲げる科学技術立国を目指す将来的な
ビジョンを否定することになると考える。 

1431 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

事業仕分けにおける予算縮減に対する抗議 

WPI プログラムは数少ない日本の競争的研究資金で
あり、科学技術立国を目指す日本にはなくてはならな
いプログラムである。これまで世界との競争に打ち勝
てるような組織を計画的に構築している最中に結果を
求めるのは時期尚早であり、少なくとも ５年間の計画
を中途で投げ出す理由はない。 

1432 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

科学に置ける、バイオリソースの意義を「費用
対効果」で測ってはいけない。 
 
１ １ 月 １ ３日の刷新会議で「 ３－１ ８ （ バ
イオリソース事業） 」において「費用対効果」
の考え方が仕分けの基準となっているのは、
国の施策を大きくあやまると考えられる。 
 
国民にとって分かりやすいだろう例をあげる。
図書館の本を「バイオリソース」見る事ができ
よう。「費用対効果」の名のもと、例えば本整
備の予算を ３ ０ ％削減すると、その本を使え

リソース （資産 ） は、その名の通り着実に備蓄をしな
ければ、国の力を確実に失わせてゆく。復興する為に
は(さらに)時間と人力が必要になるバイオリソース(生
命の資産)を、目先のやり繰りの為に破壊・消耗する
考え方は、国の施策をあやまる。 
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ない事による「(将来の国を支える)子供の教
育効果」への損失は大きすぎる。図書館に
は、本が開架され整備されている事が本質で
「 １ ０ ０％の本が、貸し出されなければ無駄
なので、予算を削減する」というような、「一
見、費用対効果とみえる」基準を用いるのは、
国の施策をあやまる。 

1433 研究者 
経済産
業省 

ゲノム創薬加速
化支援バイオ基
盤技術開発 

最優先の研究課題である。経済状況が厳しい
中、予算の増額は難しいかもしれないが、少
なくとも現状を維持すべきである。 

薬剤の開発には、時間とコストがかかる。創薬を加速
する基盤技術が確立すれば、時間とコストの問題が解
決され、タイムリーにウイルス性疾患に対応できるよう
になる。また、薬剤の開発は世界的な競争にさらされ
ているので、国家を挙げて支援することは、大変意義
深いことであると考えられる。 

1434 研究者 
文部科
学省 

理化学研究所横
浜研究所免疫ア
レルギー総合科
学研究センター 

予算縮小に反対します。 

免疫病、アレルギー研究は多くのヒトが罹患している
病気でこれらの病気の発症機構の解明、その発症抑
制は公共の福祉の向上に合致するため。免疫アレル
ギー総合科学研究センターはそのようなことに特化し
た専門家集団で非常に国際競争力が高い。このよう
な基礎研究から臨床研究まで幅広く免疫病、アレルギ
ーの専門家が集まっている施設は国内で皆無であ
る。この施設を生かして諸外国との競争に勝つこと
が、国力に直結するので。 

1435 研究者 
文部科
学省 

女性研究者支援
システム改革 

女性研究者支援モデル育成事業の前年度並
みの予算継続を要望します ． 

 私は ，平成 20 年度に文部科学省科学技術振興調
整費に採択されました「女性研究者支援モデル育成
事業」においてに生体材料工学研究所を代表する委
員として ，東京医科歯科大学の女性研究者支援モ 
デル育成事業に参画しております． 本事業は初年度
において研究所を中心とした三部局を対象とした支援
モデルが極めて好評であったことから ，本年度は全
学の部局を対象とした支援事業に発展してお 
ります ．現在 ，女性研究者支援室を中心に全学の部
局メンバーからなる女性研究者支援対策会議が組織
され ，女性研究者支援を推進してきております ． 
 
 女性研究者は男性に比して ，研究以外の面で様々
なハンデキャップを抱えており ，女性研究者の研究環
境を整備することが ，女性研究者の能力を活かすた
めには不可欠であります ．派遣型病児保育や 
研究補助員支援事業を推進している中で ，女性研究
者の時間の有効活用 ，心身の負担の軽減 ，業績の
向上が認められ， 本年度から実施しましたキャリア・
カウンセリングも好評であり強く継続が望まれ 
まれております ． また ，在宅研究システムでは ，ITS
を通じて在宅でも研究室と同等ののデスクワークがで
きるようになり ， 家庭においても女性研究者のキャリ
ア支援に極めて効果的であると考えており 
ます ． 
 
 本事業の成果として ，シンポジウム「都市型大学・
病院における保育・病児保育について考える」の議論
を通して ，平成 22 年 4 月に一般保育施設を学内に開
設できるようになりました ．本学においては 
， 病院業務に従事している研究者が多くいることか
ら ，本プロジェクト予算により更なる病児保育の開設
も計画ておりました ．  
 
 このように本事業を遂行することにより ，女性研究
者だけでなく男性研究者をも啓蒙することで理想的な
大学組織が生まれようとしている中 ，本事業を縮小す
ることは ，高まりつつある男女共同参画 
の機運を削ぐことになると懸念されます ．本事業の前
年度並みの予算継続を強く要望いたします. 

1436 
団体職
員 

文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ 

WPI プログラムは， 環境・エネルギー分野な
どの技術革新で世界をリードするために重要
な役割を担っています。 
 
科学技術の更なる発展のために安定的 ，継
続的な予算措置を是非お願いします。 

１ ． WPI プログラムは、平成 １ ９年１ ０ 月に開始さ
れ、現在 ３年目です。東北大学原子分子材料科学研
究機構も、これまでの努力の結果、世界から優秀な人
材を獲得し、全体で １ ２ ０名を超える研究拠点となり
ました。今までの助走期間を経て、さあ、これから研究
の成果をというこの時期に、このような大幅な予算縮
減は、折角の成果の収穫を無駄にしてしまうものであ
り、到底うけいれることのできないものです。 
 
予算の無駄をしっかりチェックすることは極めて重要で
ありますが、 
この削減は、返って無駄を生むものです。 
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２ ． 上述したとおり、本機構でもすでにたくさんの外国
人を含む研究 
者、職員が働き始めています。予算が大きく削減され
たら、これらの 
職員はどうなるのでしょうか。本プログラムは １ ０～
１ ５ 年として計 
画されてきましたから、それを前提に契約しています。
途中でキャン 
セルすることは、WPI プログラムに対する信用性を大
きく低下させま 
す。外国人が多いことから国際的な影響も大です。今
後の優秀な研究 
者の獲得に多大な影響が出て、「世界トップレベルの
研究拠点」の維持が難しくなります。 
 
 
 
３ ． 研究者以外にも研究支援者、事務職員多くの職
員が働いています。他のすべての事業でも同じだと思
いますが、廃止や大幅縮減がこれらの働いている人
達に及ぼす大きな影響を、是非忘れないで頂きたいと
思います。 

1437 研究者 
文部科
学省 

革新的タンパク
質・細胞解析研
究イニシアティブ 

重要な案件だと考えられる 

ファイザー、メルク（ 万有製薬 ）などの、外資製薬企
業の研究部門の撤退が相次ぎ、日本にける、医薬品
の開発につながる生命科学分野の研究施設が縮小し
続けている。 
 
したがって、健康長寿社会のニーズに応えるために
は、アカデミック領域における下支えが重要であるが、
非常に高額な研究費が必要とされ、一研究室レベル
では不可能である。一方、この政策では、製薬のター
ゲットを決めるための、技術・解析からのアプローチ
と、生物活性を検討するアプローチを、複数の研究室
が一つのグループを組むことにより、可能にしている。
 
医薬品の開発など、応用面において成果を求めてい
るため、際立った成果が表に出てくるのには時間がか
かると思われるが、新聞報道される程のものがあるな
ど、徐々に成果が上がってきているので、優先課題と
して継続し、企業への売り込みなどに結びつけるべき
である。 

1438 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

重要な案件だと思われる。 

大型の研究費を得るには、まずはそのためのシーズ
が必要である。しかしながら、大学から直接得られる
研究費はほぼ無いと考えてよい程度であり、この政策
がなければ難しいと思われる。 
 
一方、キャリアプランという点から考えると、ある程度
の年齢に達した研究者に、シーズ研究資金を配分し
た場合に、そのシーズを生かす時間があるかどうかと
いう点を考慮する必要があるかもしれない。この点か
ら考えると、この類の研究補助金については、若手の
枠を優先する必要が高いと思われる。 
 
つまり、若いうちは様々な基礎研究を通して経験と実
績を積み、ある程度の年齢に達した以降は、それを生
かすという流れのキャリアプランが考えられるような研
究費のシステムを作るべきである。 

1439 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

重要な案件だと思われる。 

研究テーマが肥大する昨今、研究室単位でなく、大
学・研究機関単位で強みを生かせる組織作りが重要
であると思われる。これを実現するには、本政策は重
要な位置づけになると思われる。 
 
最終的には、国内は「競争」でなく、「協力」することに
より、世界と戦っていく必要がある。これには、各分野
における拠点機関を創設し、そこにその専門家を集結
させるべきである。これを実現するには、競争的な性
格を少し弱め、機関の代表者を集めた話し合いによる
調整を行い、それぞれの機関の強みを強化できるよう
なプロジェクトにすることにより、過剰投資は避けられ
るのではないだろうか。 

1440 その他 
文部科
学省 

オーダーメイド
医療の実現プロ
グラム 

このプログラムを支えているのは、直接には
多数の研究者、試料収集者ではありますが、
その影には全国 20 万人を超える無償ボラン
ティアによる研究参加者 （患者 ） がおり、毎

・現在、技術の長足の進歩でタンパクの解析が進んで
おり、バイオバンク事業で経年収集した試料は、その
研究を進める上で不可欠な条件となる。 
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年の試料提供、臨床情報の提供を頂いており
ます。それは医療現場と患者との信頼関係に
基づいての成果であり、研究者、医療現場、
そして何よりもプログラムに参加された患者が
プログラムの成果を期待されている現われと
考えます。 
 
バイオバンクの運営に関わる試料収集の現
場では、患者には 2013 年 3 月末までプログラ
ムが継続された旨の周知が行われており、試
料提供等を行ってくださっている患者にも定着
したプログラムであり、癌疾患で参加された患
者からは、毎年定期の採血時期が来た際に
は、「今年も生きることが出来ました。来年も
参加できれば、また私の血液が次世代のため
に役立つなら」と言われたこともあります。 
 
遺伝子研究では薬の効果など民族差が有る
ことが知られており、多数の経年での血清収
集は次世代に向けた研究のための基盤整備
事業であり、アジア各国を見た際、このプログ
ラムのように国としてバイオバンク事業を行っ
ているところはありません。そのため日本だけ
でなくアジア系民族の至宝として整備を強化し
ていく必要があると考えます。 
 
医療を前進、変革させるための大きな糧であ
るこのプログラムのバイオバンク運営事業を、
予算縮小によるプログラムの遅延等により、
全国 20 万人を超えるプログラムに参加されて
いる患者の期待を裏切ることのないよう前向
きなご検討、ご配慮をお願いしたい。 

・臨床研究の段階だが研究の進捗により一部、オーダ
ーメイド医療が実現化しつつあり、その研究速度を減
速させることは、国内での新薬開発や医療費の削減
可能性を減速させかねない。 
 
・国家プロジェクトとして進めてきたものであり、全国
20 万人を超える患者の期待がある。 

1441 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 （○女性研
究者支援システ
ム改革 ） 

女性研究者支援事業についての仕分け作業
のライブ中継を拝見いたしました。 
 
 
 
科学技術のあり方やそれを支える文化、そし
てそのエクセレンスを高めていくには「ダイバ
ーシティ」が肝要であることは、すでに世界各
国で指摘されていることであります。世界と比
べてもいまだに女性の占める研究者割合が
著しく少ない状況の中で、いかにしてそれを高
めていくかは日本政府の急務ではないでしょ
うか。 
 
 
 
保育等の問題に議論が集中し、科学技術の
あり方やそれを支える文化、そしてそのエクセ
レンスを高めていくために女性が果たし得る
貢献についての言及がされなかったのは大変
残念なことと思いました。 

女性の才能が積極的に発掘され、訓練され、活用さ
れないことは、すなわち女性のポテンシャルを切り捨
ててしまうことは、日本社会の活性化に資する「ダイバ
ーシティ」の実現からいっても大きな損失ではありませ
んか。日本社会の行き詰まり状況を変化させていくに
は、「ダイバーシティ」が必要であると民主党政権の
方々もお考えなのではないでしょうか。 
 
 
ご発言されている仕分け人の方々のご意見も決して
広い視野にたったご識見とも思えないものがあったよ
うに感じました。丁寧に作られ、努力されてきている取
組が、こんなに短い時間で、事業内容もよくご理解さ
れていない方々によって、一気に削減される決定、し
かも、民主党が掲げておられる政策に沿う男女共同
参画社会の実現を阻むような削減の決定をこのような
やり方で実施されることに大きな疑問を持ちました。ま
た、女性研究者支援を扱う部会でありながら、女性の
仕分け人がきわめて少ない状況であることにも落胆い
たしました。 

1442 研究者 
文部科
学省 

知的クラスター
創成事業 

地域における研究の活性は必須である。その
ために存続を強く望む。 

シリコンバレイに代表されるように地域における研究
拠点作りは先進国では何処でも行っている。本事業は
純粋な競争的資金運用として行われており、研究者
が何処に専門知識を頼るかの指針となっている。各地
域の大学や研究所が広く利用されるためにも必要で
あることは自明である。 

1443 研究者 
文部科
学省 

地球規模課題対
応国際科学技術
協力事業 

存続、拡大を望む。 

現政権は内向きの考え方かもしれないが、海外、特に
発展途上国においてこの事業の評価は極めて高い。
過去に行った ODA とは全く異なり、日本人の知的水
準、友愛精神を遺憾なく発揮している。相手国側でど
の様に評価されているかを仕分け人は理解するべき
である。課題も省庁横断で行われており、その意味で
も意義深い。 

1444 研究者 外務省 
地球規模課題に
対応する科学技
術協力 

事業の拡大を望む。 

ODA とは異なり、日本人の知識、技術、友愛精神を海
外特に発展途上国に示している。相手国でも非常に
評判が良い。仕分け人は相手国の評価も知るべきで
ある。 

1445 会社員 
文部科
学省 

競争的資金 （先
端研究 ） 

現在は「シミュレーション科学」の勃興期であ
り、多くの産業での適用が実用期にあると理
解しております。 
 
多くの研究が、萌芽的でありながら、かつ 10

一々例を上げるのも釈迦に説法かも知れませんが、
生化学/材料/構造/流体/電磁気 などのあらゆる分
野で実験手法/製品化効率が変化するものと予想され
ます。 
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年以内に実用的な成果に結び付く可能性が
あります。 

  
繰り返しになりますが、この時期における「シミュレー
ション科学」の研究は、10 年以内に産業構造を変える
ほどの変化をもたらし、この変化をいち早く実装出来
ない国家は、BRICS に対する競争力を著しく低下させ
ることになると考えます。 
 
研究予算は、土木/建設財投とは異なる視点で「費用
対効果」を考えて頂けないものでしょうか？ 

1446 研究者 
文部科
学省 

知的クラスター
創成事業 

すべて一括で「廃止」とせずに、個々の事業別
に判断して存続の可能性を残していただきた
い。 

事業内容は多岐にわたり、その方向性や成果はまち
まちである。一括りで「廃止」と決定されてしまうと、
個々の事業は仕分けのスタートラインにも立てない。
存続の可否は、それぞれの事業内容を確認しないと
判断できないはずだと思います。 

1447 研究者 
文部科
学省 

再生医療の実現
化プロジェクト 

予算の縮減はやめていただきたい。 

iPS 細胞の実用化に向けた研究成果が蓄積しつつあ
り、激しい国際競争の中、その歩みを少しでも緩めれ
ば、産業化において外国に大きく水をあけられてしま
う。また、研究費は若手研究者や技術補佐員の雇用
にも役立っており、短期的には雇用効果、長期的には
人材育成効果がある。 

1448 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

新規応募の中止はやむなしにしても、既存拠
点に関する予算の縮減はやめていただきた
い。 

これまであった単に器械や消耗品を買うだけの研究
費とは違い、ソフト面 （国際交流、人材育成 ）も含め
た新しいタイプのプロジェクトであり、有意義である。 

1449 
団体職
員 

文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線治療がん治療研究を協力に推進す
ることを強く希望します。 
 
がんの手術をする場合には身体にメスが入る
ことにより組織が傷つけられます。しかし、放
射線治療ではメスが入らないので、手術に比
べて放射線治療後の QOL が大幅に改善され
ていることが期待されます。放射線治療が‘切
らずに治す、身体に優しい治療法’と言える所
以です。 
 
それでは、重粒子線は他の放射線に比べて
有利なのでしょうか？ Ｘ線を代表とする、いわ
ゆる低 LET 放射線ではエネルギーが線源か
らの距離の 2 乗に反比例して減衰していきま
す。すなわち、体内深部の癌組織に到達する
までの正常組織に比べて、癌組織に照射され
る線量は少ないことになります。正常組織に
大線量の放射線があたるわけですから副作
用が出現する可能性が非常に高くなります。 
 
しかし、重粒子線が高速で進行しているときの
エネルギーは低く、エネルギーに応じた一定
の深さに達した場所で大量のエネルギーを一
気に放出して停止する特性があります。重粒
子が停止する場所を癌組織に狙いを定めるこ
とにより、正常組織には少ない線量を、癌組
織には大線量を照射することになります。すな
わち、重粒子線治療は副作用を大幅に減少さ
せることが期待されました。実際に、2009 年
10 月までの 15 年間で、放医研で治療した
5000 例の中で重篤な副作用は観られており
ません。重篤な副作用が無いと言う点から、
重粒子線治療は他の線源を用いた放射線治
療よりも格段に優れていると言えます。 

重粒子線がん治療研究を推進しなければならない理
由として、実際の治療成績について説明します。 
 
 
 
「治療成績」 ：5 年局所制御率と 5 年生存率で見ます
と、頭頸部がんを組織別に分類した場合それぞれ 45‐
76％、30－68％と非常に良い成績が得られています。
悪性黒色腫に対する重粒子線単独の治療は、5 年局
所制御率こそ 73％と高いのですが、5 年生存率は
36％に止まりました。これは悪性黒色腫が転移性の
高いがんであるからです。それで、抗がん剤を併用し
て重粒子線治療を行うことにより、5 年生存率を 54％
までにあげることに成功しました。 
 
?期肺がんに対する標準治療は手術ですが、何らかの
理由で手術ができない 98 名を含む 131 名の末梢期非
小細胞肺癌の 5 年局所制御率は 97％ （腫瘍径 3cm
以下 ）または 85％ （3cm 以上 ） で、5 年生存率は
51%(3cm 以下 ） または 32％ （3cm 以上 ）と言う高い
値が得られています。 
 
肝細胞がんの 5 年局所制御率は 95％ （3cm 以下 ） 、
85％ （3?10cm ） 、67％ （10cm 以上 ）であり、腫瘍の
大きさに関わらず重粒子線の高い治療効果が確認さ
れています。 
 
5 年生存率は 75％ （3?7cm で肝機能良好な 16 例）
から 27％ （7cm 以上で肝機能良好な症例 ）でした。
 
直腸がんでは照射線量に依存するものの 5 年局所制
御率の平均値は 95％、5 年生存率の平均値は 42％と
やはり良好な成績が得られています。 
 
前立腺がんに至っては 5 年生存率が約 95％、非再発
率も 90％以上と非常に優れた成績が得られました。 
 
骨・軟部肉腫は比較的稀な疾患ですが、身体のいた
るところで発生し、それの早期発見と正確な診断は非
常に困難であることが知られています。発症した時点
では既に腫瘍が巨大になっており外科的手術の対象
とならない症例も多く、手術での切除治療も極めて難
しいことが知られています。 2000 年 4 月から 2009 年
2 月までに炭素線治療が施された 387 名の患者にお
ける 5 年局所制御率は 79％、5 年生存率は 61％もあ
り、これらの値は手術が困難な疾患に対して極めて高
い治療成績であると思われます。 
 
 
 
「分割照射回数の減少化の試み」 ： 従来より、放射線
治療法ではある線量の放射線を何回かに分けて照射
（ 分割照射 ）しています。根治を目的とした場合は、
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30?40 回を 6?8 週間かけて照射するのが一般的です。
照射回数を減らすことができれば患者への負担が減
らされることになります。分割回数を減らす臨床研究
はすべての種類のがんについて行われました。例え
ば、肺がんに対して重粒子線治療を開始した 1994 年
から 4 年間は 6 週間にわたって 18 回の分割照射が行
われていました。その後、3 週間で 9 分割、1 週間で 4
分割の照射治療が行われるようになりました。9 また
は 4 回に照射回数を減らしても局所制御率と生存率
のいずれにも非常に有効な成果が得られ、かつ重篤
な副作用が全く見られませんでした。2003 年からはわ
ずか 1 回のみの炭素線照射による治療が開始されま
した。局所制御率は 3 ｃｍ以上の肺がんでは 76％で
したが、 ３ ｃ ｍ以下の肺がんでは 89％という非常に
高い殺腫瘍効果が観察されました。すなわち、小さな
肺がんならば約 1 時間の 1 回の照射で終了してしま
い、そのまま帰宅することも可能になっています。 
 
1995 年 4 月から 2008 年 8 月までに治療した 261 名の
肝細胞がん患者についても照射回数の減少の試みが
なされました。治療開始時期には 15 回照射が行われ
ていましたが、2003 年 4 月からはわずか 2 回照射で
の治療が行われています。15 回の照射治療に比べ
て、2 回のみの照射でも非常に高い治療成績を上げる
ことに成功しています。 
 
 
 
「他の治療法との比較」 ：頭頸部がんおよび肺がん、
肝臓がん、直 
腸がんに対する重粒子線治療は、手術あるいは他の
線源による放射線治療と同等あるいはそれ以上の成
績を上げていることが示されました。 
 
前立腺がんと骨軟部肉腫に対する重粒子線治療は他
の治療法よりも有意に高い成績が得られ、これらの癌
は重粒子線治療に最も適したターゲットであることが
示唆されました。 
 
 
 
以上述べましたように、重粒子線がん治療研究では
すばらしい治療成果を上げており、放医研のデータは
外国の粒子線施設建設予定機関からも注目されてお
ります。また、放医研の成果をインターネットで知った
外国の患者からの問い合わせも多く、近年では外国
からも患者を受け入れております。 
 
 
 
以上の理由から、重粒子線がん治療研究を協力に推
進していただくことを強くお願いいたします。 

1450 
団体職
員 

文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

悪性腫瘍に対する重粒子線治療は、今後、発
展が期待され、日本が世界をリードしておりま
す。さらなる予算の追加が必要です。 

画像診断を業務としております。 
 
業務として、重粒子線治療の効果の判断をしておりま
す。 
 
 
他の治療法では効果のないがん、たとえば、体幹部
の肉腫、頭頸部の腫瘍、膵臓がんに対する重粒子線
治療はすばらしい効果を持っています。悪性腫瘍の場
合、転移があるので、それは重粒子線治療といえども
避けがたいですが、上記のような腫瘍の場合、外科的
治療以上の成績です。頭頸部や骨盤、脊椎などの場
合、手術をすれば手術による機能障害ははなはだし
いものがあり、重粒子線治療が第一選択となっていま
す。 
 
 
イタリアでも重粒子線治療が始まろうとしています。 

1451 会社員 
経済産
業省 

新エネルギー技
術研究開発 （新
エネルギーベン
チャー技術革新
事業 ） 

上記の施策の存続とより一層の拡充を望みま
す。 

新エネルギーの開発、エネルギーの蓄積に関する事
業はこれから市場の拡大が確実な分野です。 
 
この分野において対外的に日本の優位を確立するに
は、大手だけでなく、中小ベンチャー企業の技術発掘
が必要と考えます。 

1452 会社員 経済産 戦略的基盤技術 上記の施策の存続とより一層の拡充を望みま わが国の製造業が国際競争力を維持・強化するには
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業省 高度化支援事業 す。 中小企業のものづくり基盤技術の高度化は欠かすこ
とができません。 
 
「中小ものづくり高度化法」に基づいて計画的に高度
化を図ることのできる当事業は上記目的にとって大変
有効な施策と考えます。 

1453 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

放射線というと怖いイメージが先行するが重
粒子線は完全に制御されたナノスケールのメ
スであり、従来のエックス線やガンマー線、中
性子線によるガン治療とは異なり、格段に洗
練された最良の放射線治療法である。広範な
照射方法の高度化をめざす研究を支援する
べきである。 

放射線医学総合研究所にある HIMAC のような加速器
を使った研究を支援し、これを小型化し数多くの病院
に設置し、数多くのがん患者さんが治療をうけられる
ようにすることは、重要であり国民が求める研究であ
る。がんは諦める病気ではなくなり治療できる病気に
なっており、副作用の少ない重粒子線がん治療の普
及は「人の命を大切にする健康長寿社会の実現」にま
さにマッチする研究課題である。 

1454 会社員 
経済産
業省 

新エネルギー技
術研究開発 

当事業の継続と拡充を望みます。 

新エネルギーの開発、エネルギーの蓄積に関する事
業はこれから市場の拡大が確実な分野です。 
 
この分野において対外的に日本の優位を確立するに
は、大手だけでなく、中小ベンチャー企業の技術発掘
が必要と考えます。 

1455 会社員 
経済産
業省 

戦略的基盤技術
高度化支援 

当事業の継続と拡充を望みます。 

わが国の製造業が国際競争力を維持・強化するには
中小企業のものづくり基盤技術の高度化は欠かすこ
とができません。 
 
「中小ものづくり高度化法」に基づいて計画的に高度
化を図ることのできる当事業は上記目的にとって大変
有効な施策と考えます。 

1456 
団体職
員 

経済産
業省 

産業技術人材育
成支援事業 （う
ち産学人材育成
パートナーシッ
プ事業 ） 

文科省と経産省が協同で、教育界と産業界が
求める人材育成像のミスマッチをはっきり認
識し、その解消仕組み作りに着手した画期的
な試みである。やっとその解消に向けて活動
が始まったところであり、現状で事業は継続す
べきである。 

我が国の国力の源泉である科学技術に携わる人材の
育成・強化を産学連携して進める産学人材育成パート
ナーシップ事業はやっと端緒についたところであり、こ
れを強く推進することが必須である。 
 
今効果がすぐに目に見えないからとして事業を縮小も
しくは中止することは、これまで努力を積み重ねてきて
道筋が見えてきた我が国の科学技術力維持・強化の
人材育成に大きな禍根を残すと考える。 

1457 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

若手研究者の育成は国の未来を左右する大
事である。世界の新しい発見は若手が主力に
なつて行われている現実を認識しない国に将
来は無い！先進国は何処でも、若手研究者
養成、支援の仕組みを持つています。若手研
究者への支援は見返りを期待してはならな
い。研究と言う活動そのものが賭けである事
を認識し、若手には勇気を持つて支援する事
以外に道はない。未知に挑戦する特権を若者
に与えよ！研究現場の活性化はそこにどれだ
けの若い研究者が集まつて来るかで決まる！
若手研究者が自由な研究を、無心に且つ主
体的に進められる環境を提供出来る国が未
来を切り開くのです。若手研究者育成を失業
対策と見る国に未来はない！ 

基礎科学部門のノーベル賞受賞者の該当する研究の
アイデアは殆どが 20 歳代の時に育まれた事を忘れて
はならない。高名な研究者が有名になつてから抱いた
アイデアは若い頃のものとは到底比較にならない。未
知への挑戦は若者だけの特権で、彼等に見返りを求
めるならば、若年寄だけの研究現場になる。若手研究
者支援は子供支援と似ているかも知れない。支援を
受ける人に、圧力を感じさせてはならないからだ。若
手の研究支援は素質豊かな者に無償、無条件で与え
られなければ意味がない！若者には知的冒険をさせ
ねばならない。それが民族の活力の源なのだから。
GDP 以上に！ 

1458 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （外
国人研究者招へ
い ） 

科学研究は其の成り立ちからして、国境を超
えたものです。特に基礎科学研究を国内だけ
で成立させている国は世界に存在しません。
第二次大戦後 50 年以上欧米諸国にただ乗り
させて戴いた伝統（ ？ ） を復活させて、当該
研究者に肩身の狭い思いをこれ以上させない
でいただきたいです。近年漸く、国外から研究
者が我が国の資金で来邦してもらえる様にな
つたばかりです。我が国を再び知的国外依存
症に戻さないで戴きたいものです。科学に国
境はありません。だから、科学研究者の国際
交流は平和の礎と考えられるのです。科学研
究者の国際交流に背を向ける事は、世界から
の知的孤立に?がります。 

私は UCLA で 30 年余教授を勤めました。その間日本
の学生を何人か育成しました。しかし、彼等の教育に
は日本からの公的資金援助はありませんでした。彼
等は 1 年以上の国外 （米国以外の支援もありまし
た ）での研修にも参加しました。すべて、当該国の研
究機関からの支援です。彼等は其の後帰国して、研
究と後進の教育にはげんでいます。今日本では彼等
の分野で世界に誇る高い水準の研究が行われていま
す。これは、欧米諸国での国境を超えた支援の賜物
です。我が国が今後高い水準の科学研究を保つ為に
は国際交流は欠かせません。而も、若手の交流が大
事です。 

1459 研究者 
文部科
学省 

戦略的基礎科学
研究強化プログ
ラム 

積極的に進めるべきである。 
日本の将来のためには科学･技術を発展させることが
必須であり、その際に基礎科学がその根底を支える
ため。 

1460 研究者 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

積極的に進めるべきである。 
日本の将来のためには科学･技術を発展させることが
必須であり、科学･技術のレベルを維持し高めるため
には若手研究者の育成がきわめて重要である。 
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1461 研究者 
文部科
学省 

外国人研究者受
け入れ環境整備
促進事業 

積極的に進めるべきである。 科学･技術の発展には、国際的な交流が必須である。

1462 その他 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

免疫研究を推進して欲しい。 

外科医師として癌治療に携わって来ましたが、これか
らは、患者一人ひとりに対するオーダーメード治療が
非常に重要だと思います。分子標的薬の開発などに
は、免疫系のさらなる研究が必須です。 

1463 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金など 

政府内閣の基本方針の一つである「人の命を
大切にする」という観点からみても医学関連
の科学技術の振興および基礎研究の強化が
必要である。中でも精神医学・神経科学分野
は単に長く生きるというだけではなく、幸せに
生きるという点で社会のニーズに直接結び付
く分野であり、重点的に力を入れるべきであ
る。 
 
すでに指摘されていることではあるが、研究
費公募の種類数は現在かなり多く、応募する
研究者の立場から見ても複雑でわかりにくい
システムになっている傾向がある。厳しい経
済事情の下では、これら施策を一元化しシン
プルにすることで、実際に配布される研究費
を削減することなしに管理費の部分でできる
だけ節減することが望ましい。 

近年、身体疾患に対する治療や予防は非常に高いレ
ベルになってきており、日本人の寿命は世界的に見て
も高い。一方でこころの問題、とくに児童虐待、いじ
め、若者の拒食症や適応障害・引きこもり、中高年の
うつ病など、せっかく五体満足で健康に恵まれていて
も幸福な生活が妨げられる多数の精神的問題につい
てはまだまだ未解決である。こうしたこころの問題は一
般に科学的なアプローチが困難であると考えられがち
であるが、実はこころと脳は表裏一体であり、目覚しい
発展を遂げている分子生物学的技術の応用により、
脳も他の臓器と同様に実証科学的に研究することが
できるようになってきている。例えば哺乳類はすべて
親による子育てが生存に必須であることから、基本的
な親子関係の神経基盤は哺乳類共通であると考えら
れる。私共を含めいくつかの研究室では最近、マウス
などの実験動物を用いた親子関係の脳内基盤につい
ての基礎研究に着手し、着実に成果を上げている。こ
うした新しい研究分野が将来人間の親子関係とその
問題の理解につながることは十分期待できる。 

1464 研究者 
文部科
学省 

外国人研究者招
へい・ネットワー
ク強化 

「研究者ビザの拡充など優れた外国人研究者
がわが国に集まる環境をつくります。」 （マニ
フェスト ）のためには、海外の研究者との交
流事業を推進する必要がある。 

私共の研究室では今年 1 件の外国人招へい研究者
（ 米国、大学教授） を本制度を利用して 1 ヶ月招致し
た。教授は私共の研究分野である、親子関係の神経
基盤の世界第一人者である。日本滞在の間、教授夫
妻にはただ講演旅行を行うだけではなく、2 週間にわ
たり手ずからマウス脳定位手術の手技を教授いただ
き、私共の研究の発展に計り知れない貢献をしていた
だいた。現在も共同研究を遂行中である。 
 
日本は島国であり欧米との時差も大きい。また語学の
問題もあり、日本の研究者が短期間の学会でのネット
ワークづくり以上の関係を欧米の研究者たちと築くの
には現実的なハードルがある。本制度で外国の著明
な研究者達を日本に招致することは、日本の研究界
の存在を海外に示す上でも必須の役割を果たすと考
えられる。 
 
さらに私共の研究室では、来年 1 名の外国人特別研
究員 （欧米短期） （ イタリア、博士研究員 ）を受け
入れる予定である。 

1465 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

「国立大学法人など公的研究開発法人制度
の改善、研究者奨励金制度の創設などによ
り、大学や研究機関の教育力・研究力を世界
トップレベルまで引き上げる。」 （ マニフェス
ト ）の実現のためには未来を担う若手研究者
に対し、研究奨励金を給付することにより研究
に専念できるようにすべきである。 

博士課程在学者、もしくは修了者にとって、研究に専
念するためには経済的な補助はなくてはならないもの
である。私自身、大学院生時代に DC １の援助を受け
ており、本制度が若手研究者育成に果たす役割は大
きいと考えられる。 

1466 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

本件に関しては、其の重要性を評価し国策と
して推進していくべきである。 

この補助金は、基礎研究から応用研究までを一括し
て援助することにより、日本国産の研究成果、特に実
用化できる成果を生み出す目的で行われているもの
であり、これまで欧米諸国に比較して其の応用に遅れ
ていた日本の研究者たち意識改革にもつながるもの
である。 

1467 会社員 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

理研により現在勧められているデーターベー
ス構築作業は重要なものである。 

理研により勧められている遺伝子データーベースの構
築は、基礎生物学分野全般にとって非常に重要であ
り。これまで欧米に遅れをとっていたこの領域での発
展にも欠かせないものである。 

1468 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

若手研究者支援の減額は避けて欲しいと思
います。特に、特別研究員の経費を他の若手
向け科学研究費と一緒くたにして考えるのは
やめて下さい。特別研究員経費は、他の若手
向けの科学研究費と違い、大半が生活費です
ので、減額は特別研究員の減員や生活レベ
ルの低下に直結します。日本の科学技術の
将来を考え、特別研究員の支援をケチるのは
絶対に避けて下さい。 

現在の日本の科学技術を実質的に支えているのは、
低い待遇に甘んじて研究に勤しむ特別研究員です。
特別研究員の削減や待遇低下は、日本の将来を考え
れば絶対に避けるべきだと思います。科学の成果は
長期的に見るべきです。短期的な費用対効果で考え
るとろくなことがないのは、これまでの歴史が証明して
います。現政権が人を大切にすると言うのであれば、
なおさらそのことを、特別研究員の増員をもって示す
べきではないでしょうか。 
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1469 研究者 
文部科
学省 

バイオリソース
事業 

行政刷新会議の仕分け事業の件でメール致
しました。 
 
われわれは、これまでにマウスのミトコンドリ
ア研究で世界的な研究成果を達成してきまし
た。その際、理化学研究所バイオリソースセン
ターからのマウスの提供が必須でした。多額
の予算を獲得している研究室は限られてお
り、多くはわれわれのような中小の研究室、と
りわけ大学での教育研究では、このバイオリ
ソースセンターからの援助なしにはとても世界
的研究成果、質の高い教育の達成は難しい
状況です。 

今回の仕分け事業で理化学研究所バイオリソースセ
ンターも大幅な経費削減の対象となりましたが、この
ような最低限の基盤経費の削減は是非再考して頂き
たく存じます。 

1470 
団体職
員 

文部科
学省 

元素戦略 

科学技術をもって立国していかなければなら
ないわが国にとって、材料、その源である「元
素」の問題は極めて重要であり、世界的分布
や産出産業動向、需給や価格を踏まえて戦
略を構築することは国家の根幹に関わる。よ
って研究事業の継続むしろ拡充を希望する。

産業は国の基礎であり、雇用を創り、貴重な外貨を稼
ぎ、さらに税収入の源泉となる。「材料」それを構成す
る「元素」は自動車、電気電子、機械、化学などあらゆ
る産業の基盤であり、現在新しい技術の登場に伴って
新しい材料・元素の開発・利用が進展している。しか
し、元素は地理的にも存在に偏りがあり、外国政府や
企業の戦略によって需給・価格は左右されやすい。資
源に乏しいわが国は材料・資源の源である「元素」に
ついて実体を把握し、戦略を立てることが是非とも必
要である。 
 
環境や公害対策においても元素の管理、代替、開発
は重要な役割を果たしてきた （【例】フロン代替、自動
車排気ガス対策、SO2 削減等 ）し、今後とも GHG 削
減などで重要性はますます高まる。元素戦略なくし
て、わが国産業は成り立ち得ない。産業が弱体化す
れば雇用は失われ、環境技術にも遅れをとることにな
る。以上が理由です。 

1471 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

予算の縮減に反対し、現状以上の支援を要
望します。 

科学技術は我が国および人類の未来のかかった国家
事業です。これまでに積み上げてきた我が国の高い
科学技術レベルは、我が国の誇りです。 
 
民主党の科学技術政策「科学技術のフロントランナー
を目指して」では、科学技術政策の本質は「人」の育
成である、という基本方針を掲げています。「科学技術
で世界をリードする国」でなければならないのである、
とも述べています。これらに賛同し、期待しています。
 
総合科学技術会議 （議長:鳩山総理 ）は、鳩山内閣
発足後の新たな予算編成方針等を踏まえ、「平成２
２ 年度の科学技術に関する予算等の資源配分の方
針」を決定しました。この中で、環境・エネルギー分野
などの技術革新で世界をリードするため「環境と経済
が両立する社会を目指すグリーンイノベーションの推
進」を最重要政策課題として掲げるとともに、「人の命
を大切にする健康長寿社会の実現」、「地域科学技術
施策の推進」などの課題を重点的に推進すべき課題
として位置づけております。 
 
これらにも賛同し、期待しています。 
 
しかし、今回の行政刷新会議仕分け人の結論はこれ
らに真っ向から反する内容としか理解できません。 
 
また、 ３- ２ ０ 競争的資金 （先端研究 ）のコメント
「若手、新分野の研究者により広く配分することにも力
を入れるべき。」にも矛盾した結論です。 
 
たとえ近視眼的に現在の財政事情のみを優先したと
しても、今回の結論を良識ある国民に理解してもらう
には、説明も不十分と思われます。 
 
予算を縮減する理由は何も見あたりません。 
 
 
 
仕分け人コメントにあります「実社会から逃避して、大
学に留まる人をいたずらに増やしてしまう側面も否定
できない。」、「博士取得者のセーフティネット事業」「雇
用対策」ならびに、「ポスドクの生活保護のようなシス
テム」は、全くの事実誤認です。科学技術振興調整費
（ 若手研究者養成システム改革 ） 、科学研究費補助
金 （若手研究 （ Ｓ ） （ Ａ ） （ Ｂ ） 、特別研究員奨
励費 ）、?特別研究員事業学振特別研究員はいずれ
も厳しい審査と競争を通過した者が採択されていま
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す。もっと採択率を上げてしかるべき実情です。今回
の結論は感情的で主観的と思わざるを得ません。例
えば、実際に学振特別研究員に採用されて「不幸」と
感じている人を見せていただきたいものです。学振特
別研究員に採用されることにより、むしろ励みになった
りプロ意識が芽生えたりしています。 
 
科研費補助金若手研究についても、採択率ならびに
支給額いずれも全く余剰ではなく、競争を勝ち抜いて
採択された人はみな、大切に有効利用しています。自
立的な若手研究者にとっては、唯一いっても過言でな
い最も大事な研究資金です。むしろ増額こそ望まれま
す。どうかご理解をお願いします。 

1472 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 （女性研究
者支援システム
改革 ） 

予算の縮減に反対し、現状以上の支援を要
望します。 

研究費は必要です。試行錯誤的な側面もあり現在の
制度はまだ不完全かもしれませんが、縮減ではなく増
額が望まれます。歴史の逆行を避けていただけるよ
う、配慮をお願いします。 

1473 研究者 
文部科
学省 

（ １ ） （ 独 ） 理
化学研究所 （大
型放射光施設
（ Ｓ Ｐ ring-
８ ） ） （ ２ ）
（ 独 ） 理化学研
究所 （植物科学
研究事業 ）
（ ３ ） （ 独 ） 理
化学研究所 （バ
イオリソース事
業 ） 

予算の縮減に反対し、現状以上の支援を要
望します。 

これらは日本の誇りです。国内外の研究者に広く利用
されています。今回の縮減が実行されることは、国際
的にも危惧されているようです （Nature 462, 
258-259. ）。どうかご理解をお願いします。 

1474 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 （女性研究
者支援システム
改革 ） 

確かに WG のコメント通り、過度の女性支援は
男性研究者に対する差別にも繋がる可能性
があります。しかしながら、日本はまだまだ男
性社会であり、余程優秀 （男性研究者の数
十倍 ）な女性研究者以外は、これまでのキャ
リアを捨てて主婦にならざるを得ない方も大
勢います。もしくはある程度キャリアを固めて
からの出産を目指すことになるため、周囲か
らのサポートがない場合は、子供を持つことを
あきらめざるを得ない環境であることは事実で
す。 

このような背景にあって、「子育て支援」「不妊治療」と
並んで、「働く女性の助成」を削るのはどうしても納得
できません。日本が求める女性の姿は、専業主婦だ
けですか？そのようなモデルケースを想定しての削除
と受け取られても仕方ないと思います。先進国でこの
ような対策をとっている国は日本だけではないでしょう
か。よって多少の削減は仕方ないかもしれないです
が、1/3 より削減を軽減していただきたく存じます。 

1475 研究者 
文部科
学省 

植物科学研究事
業 

3-18-(2) ：植物科学研究事業について 
 
理化学研究所植物科学センターにおける研
究評価は、外部イニシアチブからも高評価を
得ています。基礎研究は長い眼でみて （5-10
年単位 ）育てていって初めて安定した応用技
術を提供できます。是非これ以上の経費削減
が実行されないよう、何卒よろしくお願い申し
上げます。 

3-18-(2) ：植物科学研究事業について 
 
理化学研究所で行われている植物科学研究は、他の
理研研究機関でも最もコストパフォーマンスの高い研
究機関です。今でも十分に少ない予算で、高品質の
研究成果を内外に発表しています。これ以上減らされ
るのは研究機関としての存続さえ危ぶまれます。ま
た、本研究機関は日本で基礎から応用までを見据え
た植物研究を行っている唯一の機関です。地球温暖
化や食糧問題の解決に向けて日々取り組んでいる研
究機関のアクティビティ維持のため、是非経費削減の
免除をお願い申し上げます亜。 

1476 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療 

重粒子線がん治療は放射線医学総合研究所
が世界に先駆けて １ ５年前ほどにスタート
し、現在まで ５ ０ ０ ０ 人ほどの患者さんがそ
のベネフィットを受けてきており、世界から注
目されている。又その基礎研究は重粒子線治
療の科学的裏付け、安全性、更なる改良のた
めに必須である。 
 
 
 
最近ヨーロッパでもいくつかの国が重粒子線
治療をスタートし、いくつかは建設中である。
又ごく最近ではついにアメリカでも実際に重粒
子線治療施設をスタートする動きがあり、多く
の問い合わせがある。 
 
 
 
そのようなわけで、日本の特に放射線医学総
合研究所での多くの臨床経験、重粒子に関す
る基礎研究を生かして、存続していくこと、発
展していくことはわが国にとって、世界のがん
治療から見て必須である。 

日本が世界をリードしている重粒子線治療そして治療
を支える研究を推進すれば、多くのがんの治癒率が
高まる。 
 
最近米国コロラド州立大学と提携、連携協約を結び、
コロラド州知事、大学の学長らと更なる合同会議が
１ ， ２ 月にも予定されている。コロラド州立大学でも
放射線医学総合研究所の HIMAC の使用、共同研究
を強く望んでいる。 
 
 
世界をリードしている、この分野の積極的な支援を強く
望む。 
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どうかこのことを真剣に考え、十分なサポート
をお願いする。 

1477 研究者 
文部科
学省 

バイオリソース
事業 

バイオリソース(生命資産)は、無機物のリソー
ス(資産)とは、その本質が異なる。例えば”お
金”の様な無機物のリソースとは異なり、時間
をかけて産み・育てた”生命”である。科学に
置ける、バイオリソースの意義を「費用対効
果」で測ってはいけない。 １ １月 １ ３ 日の刷
新会議で「 ３－ １ ８ （ バイオリソース事業 ）」
において「費用対効果」の考え方が仕分けの
基準となっているのは、国の施策を大きくあや
まっている。生命に対する倫理観なく、「売れ
ない命は作らなくてよい」的なバイオリソース
の扱いは、国の施策として正しくないと考えら
れる。潜在的な生命を備蓄しているという大前
提を、目先の金銭感覚で扱っては危険であ
る。 

生命資源 （バイオリソース ）は、時代と共に形質の変
わるもの(正確には、生命資源の多様性を人間が時間
をかけて発見・認識するもの)である。従って、とぎれる
ことなく継続的に、その技術と生命資源自身を、蓄積
しなくてはならない。継続性にとぎれがある事は、本質
的に致命的である事を、国民自身が再認識出来る
様、国は舵 （かじ） をとる事が必須である。 

1478 研究者 内閣府 

食品の安全性を
確保する技術開
発と国際的な情
報ネットワーク
の構築 

食品の輸出国及び輸入国側が相互に情報を
共有し、情報時代に則した食の安全管理情報
の国際的プロトコールを構築する事業を推進
してもらいたい。農薬散布歴、重金属汚染調
査、化学物質調査、及び病原体検査などの基
準を明確に作成し、得られた情報を食品ごと
に、オンライン化し、生産者から消費者まで情
報を共有できるトレーサビテイーのある安全な
食品の流通システムの構築に向けて、技術開
発、国際社会への提案を国が先導してもらい
たい。  

我が国の国民が食する食材は国外からの輸入食品
が増加し、国民はその安全性に不安を持ちながら利
用している。 
 
食材の安全性はいまだに通関による抜き打ち検査に
依存しており、膨大な食品の中で検査をうける食品は
輸入食品の一部に過ぎない。 
 
輸入食品を従来の通関検査に依存して、監視する手
法は巨大化した世界の食品の流通の現状では時代
遅れで、求められている安全対策としては意義を喪失
している。 

1479 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

積極的に進めるべきである。 
資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える科学研究費は
最も重視されるべきものである。 

1480 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

積極的に進めるべきである。 

資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える研究費は最も
重視されるべきものである。その中でも、このような特
色を持つ研究費は科学･技術の発展に大いに貢献す
る。 

1481 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

積極的に進めるべきである。 

資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える研究費は最も
重視されるべきものである。その中でも、重要な項目
を総合的に進めるこのようなタイプの研究費は必須で
ある。 

1482 公務員 
文部科
学省 

知的クラスター
創成事業 

知的クラスター創成事業は、地域の取組であ
って、且つ国際的競争を視野に入れた集団活
動であり、科学技術の社会貢献・産業活性化
に大きな貢献をしている。是非とも継続を望み
ます。 

当地域の大学には、世界レベルのナノテク材料研究
シーズが数多くあります。 
 
身近な所にすごいビジネスの種が存在することは、当
地域の強みであり、また将来にわたって国際社会で互
していく科学技術拠点にもなり得る可能性を秘めてお
ります。 
 
 
 
全国を見ても、おそらく分野こそ違え同様の地域が数
多くあると思いますが、競争的環境の中で、やる気の
ある集団 （産学官 ）による切磋琢磨が必要あり、そし
て世界的レベルに至るシステムが必要と考えます。  
 
現在、国内数地域で進められている知的クラスター創
成事業は、このような国家戦略的システムとして、最
適と考えます。 
 
科学技術は社会に貢献・還元されなければ意味が無
い訳ですが、地域の集団が世界を視野に入れて総力
を挙げて事業化に取組む当事業は非常に有効と考え
ます。以上。 

1483 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

本研究は、がん治療の高度化と発展に不可
欠なものであるので、陽子線治療とともに大
いに推進すべきものと考える。 

重粒子線がん治療は、放医研を中心にその技術開発
と臨床適用が行われてきており、優れたがん治療の
成果をあげ世界的にも評価されている。このがん治療
法は、副作用が少なくしかも治癒率を向上できる手法
として、高齢化社会に突入し益々がん患者が増えつ
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つある我が国の国民に多くの利益をもたらすと考え
る。また、その治療のための照射技術開発でも我が国
は今まで世界をリードしてきたが、最近では欧米でも
研究が進みつつある。我が国のこの分野における優
位性を益々高め関連産業を発展させるためにも、発
展途上にあるこの技術の更なる向上に向けて国が支
援を続けるべきである。 

1484 その他 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

女性研究者支援関係の予算を縮減でなく、現
状維持として頂きたい。 
 
現在、大学で事務系非常勤職員として、男女
共同参画関係の仕事に従事しています。この
仕事に就く前も、ずっと事務として仕事してき
ましたので、社会、特に就職及び職場での男
女差別は当然あると思って働いてきました。 
 
しかし、研究者は学歴や業績が変わらなけれ
ば、性別による差別はないものと思っていまし
た。ところが、実際仕事でこれらに携わってみ
ると、特に工学、理学、農学系の学部につい
ては、全体の教員数に比して明らかに女性数
が少ないのです。 
 
この現実をみると、やはりここに差別がないと
は言えません。 

今、男女問わず研究者になることが、一般の就職と同
じく大変厳しい時代です。加えて、大学も研究者の採
用について、今までと同じ方法でといった保守的に傾
く傾向があるため、国からのてこ入れがなければこの
現状は、ずっと変わっていかないと思われます。 

1485 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

e-male やインターネットが発達した現代だが、
直接会って会話をするというのは未だ、重要
なコミニュケーション手段である。特に研究を
行う上では、実際に顔を突き合わせ、細かな
データーの確認をしながら会議をすることで、
新しい考え方、新しい発想が生まれてくる。世
界トップレベル研究拠点プログラムではそうい
った拠点の形成を目指している。これまで日
本の研究室は縦割り社会であり、隣の研究室
であっても何をしているのかが分からないこと
が多々あった。このプログラムで作られる拠点
には分野を超えた様々な一流研究者が集ま
り、垣根を取り払った議論が交わされており、
それが研究の進展の原動力となっている。ま
た、拠点長が強い権限を持つことで、これまで
よりもフレキシブルな運営ができるようになっ
ていることも、必要な人材の確保や注力すべ
き研究課題に素早く対応することに役立って
いる。研究成果は特許といった形で我が国に
残り、またトップレベルの外国人研究者によっ
てもたらされる研究を実施する上でのノウハ
ウや思考方法などは形としては残らないが、
その教えを受けた日本人研究者に受け継が
れるはずである。1 年、2 年といった短い期間
での成果は出にくいが、日本の研究レベルを
高め、国際社会に通用するものにするために
も本プログラムの維持が 
国益に沿うものであると確信している。予算要
求の縮減についてはぜひ見なおしていただき
たい。 

予算規模の縮小は、すなわち人員削減へと繋がる。
それは研究活動の衰退へと続くものである。研究成果
の多くは論文発表という形で世界中の人に利益をもた
らす。国際貢献という意味でも、このプログラムは重要
である。 

1486 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線がん治療研究に必要な予算金額
は、医学生物学的研究では大きく見えるかも
しれないが、癌の治療を目指した抗がん剤の
開発研究、また実際の治療においても長期間
の薬剤投与に必要な経費を考えると、対費用
効果はかなり高いといえる。 
 
次世代のテーラーメードの放射線治療の主力
となることが期待されえる、効率の良い小型
の重粒子線治療装置の開発や、現在の装置
の運転経費は極めて重要である。 

重粒子線がん治療研究では、装置の運転経費や次世
代の装置の開発費が大変大きなウエイトと占める。し
かし、これらの投資額は、癌患者の生存率を高めるた
めの投資と考え、その救命効果当たりで比較すると、
経済効率は低くない。 

1487 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究 

がん化学療法や放射線療法の有効性を高め
るために欠かすことの出来ない必要な研究で
ある。 

抗がん剤による治療も、放射線による治療もともに、
癌のみならず生命の維持に必須の正常組織・臓器に
も重大な作用を及ぼすが、その度合いは個々の癌や
患者さんの遺伝的背景によって著しく異なる。その情
報を画像として臓器の部位、空間的なミクロ分布をあ
らかじめ得ることが出来れば、薬剤の投与方法、放射
線治療の線量分布をその患者さんの特性に応じて与
えることが出来るようになる。 
 
遺伝子レベル研究が特に重要で、癌幹細胞に特異的
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な薬剤によるがん特異的な放射線増感剤の開発と組
み合わせれば、画期的な治療法になる。 

1488 会社員 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

ぜひ、がん治療の発展を。 

一昔前までは、がんは不治のものと考えられており、
現に自分の祖父もがんで亡くしています。 
 
しかし、最近の成果はめざましいものがあります。 
 
今後としても、病に苦しむ人及び家族のためにも、ぜ
ひ治療の発展を願っています。 

1489 会社員 総務省 

革新的な三次元
映像技術による
超臨場感コミュ
ニケーション技
術の研究開発 

本研究開発の着実な実施に必要な予算配分
を実現する必要性がある。 

近年三次元映像技術への要求が高まってきており、
眼鏡無し立体とその周辺技術で構築される超臨場コミ
ュニケーション技術は今後重要性を増す事は明らかで
ある。本研究開発は今後のコミュニケーション社会を
大きく変える要素技術からなり国主体で牽引する事は
意義が大きい。 
 
さらに、長く国内産業の発展に貢献してきた映像技術
はコモディティー化とともに成長を望む事は難しい事も
あり、革新的な技術開発の継続は国内産業の存続に
も重要な役割を果たすと考える。 

1490 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 

積極的に進めるべきである。 
資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える大学院教育は
最も重視されるべきものである。 

1491 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

積極的に進めるべきである。 

資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える大学は最も重
視されるべきものである。その施設を維持・改善する
ためのこのような事業は必須である。 

1492 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

積極的に進めるべきである。 

健やかな老後を過ごすためには、脳が正常に機能す
ることは必須である。このプログラムでは、脳機能を理
解し、その破綻の機構を解明し、治療法を開発しよう
とするもので、社会的な意義がきわめて大きい。 

1493 研究者 
文部科
学省 

重粒子癌治療研
究 

日本発で世界的トップレベルの治療成績を有
する重粒子線治療研究は、科学技術関係政
策において重点的に推進すべき課題すべて
に合致するものであり、積極的に推進すべき
と思われます。 

重粒子線治療患者数は放医研で約 5000 人であり、２
位のドイツの約 400 人と比較し日本が圧倒的に多くの
経験を有しています。今までの治療成績から?従来の
治療に難治性の癌 （例えば骨軟部腫瘍・肺癌・消化
器癌等 ）の制御にも有効、?高齢者等にも負担なく安
全に確実に短期に治療可能であることなどがわかりま
した。またその経験から開発された技術は世界的にも
トップレベルのものであり、日本発の医療技術として世
界に大きくアピールすることが可能であると思われま
す。重粒子線治療研究は、科学技術関係政策におい
て重点的に推進すべき課題すべてに合致するものと
思われます。すなわち、?健康長寿社会の実現 （高齢
者でも治療が可能 ）?地域科学技術施策の推進 （ 重
粒子線治療施設を地方にも建設し、各地の医療水準
の向上を推進する ）?社会還元加速プロジェクトの推
進 （臨床試験で得られた結果を実治療に反映し、従
来治療不可能であった多くの患者治療が可能とな
る ）? 革新的技術の推進 （重粒子線治療装置の技
術は世界でもトップレベルのものであり、これらの装置
を基準にさらに技術の開発を目指す ）?科学技術外
交の推進 （放医研で開発された加速器を中心とする
照射装置は世界でもトップレベルのものであり、これら
の技術を導入したい国は多く外交的にも有益である ）
以上です。 

1494 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

考慮すべきこと 
 
 
 
下記の理由で、本研究は非常に重要である。
 
 
 
・重粒子線を用いたがん治療は、従来の外科
手術と異なり、患者の皮膚やその他体の一部
に殆どダメージを与えずに、ガンに侵された部
分のみを狙い撃ちして治療が可能である。ま
た、術後、患者はすぐに通常の生活を送るこ
とができる。 
 
 
 
・非常に有用な治療方法だが、大型の施設

物質に重粒子線を照射した場合、重粒子線が持つエ
ネルギーは非照射物質の深さ方向には付与されず、
照射された重粒子が非照射物質の内部で停止する直
前に非常に大きなエネルギー付与が行われる。 
 
 
そのため、患者の人体表面を傷つけずに内部の患部
のみを狙い撃ちすることが可能になる。 
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（ 加速器 ）が必要なため、処理できる患者数
が比較的少ない。 

1495 その他 
厚生労
働省 

難治性疾患克服
研究 

・全ての難病の治療研究を推進していただき
たい。 
 
・特に、皮膚筋炎・多発性禁煙の研究をお願
いしたい。 
 
・そして、原因の究明と治療法の確立をお願
いいたします。 

私も一人の患者として、現在ステロイドの治療を行っ
ていますが、多くの患者さんが副作用に苦しみつつ、
日常生活を送っています。【免疫グロブリン大量静注
療法】が有効と言われていますが、たいへん高価で使
用できない患者さんもおります。 
 
一刻も早く、安全で副作用のない治療法の確立を、切
に希望いたします。 

1496 研究者 
文部科
学省 

女性研究者支
援 ･科学技術振
興調整費(女性
研究者支援シス
テム改革 ） 

予算縮減に強く反対します。 

事業継続の妥当性の論点として、「研究者特有の問
題の有無」が示されましたので、以下に申し上げま
す。 
 
 
 現在の理系研究者は、27-8 歳までの勉学によって
学位を取得したのち、期限付き雇用を経て、33～38 才
位に至るまで、「世界トップクラスの業績」を出し続けな
ければテニュアポストに就けない、という、極めて過酷
な競争にさらされています。 
 
 
女性研究者はこの最も競争にさらされる 28～35 才の
年代が出産適齢期にあたっており、出産・育児を目指
すことが困難な状況に陥っています。これは一般社会
の働く女性と同じ状況なのでしょうか？絶対に違いま
す。若手女性研究者の出産・育児の選択は終身雇用
によって保護されていないのです。 
 
 
さらに、現在、私の実感としては、一昔前の教授に匹
敵する業績を超えていてもなおかつテニュアポストに
就けない、という行き過ぎた競争を強いられておりま
す。 
 
これは、これまでの施策から生じた構造的な問題であ
り、一大学の意識改革によって改善できる問題では断
じてありません。 
 
 
定員削減、期限付き若手ポストの増加、定年延長によ
る空きポストの一時的な減少、が短期間に大きなゆが
みを作ってしまい、そのしわよせが現在の 30～40 歳
の研究者に来ていると行っても過言ではありません。
そして、競争に負ければ路頭に迷う、という過当競争
を顕著に受けているのが、現在の若手女性研究者で
す。 
 
 
適齢期を競争に過ごして、出産に恵まれなかった同輩
の深刻な悩みに何度も立ち会ってきました。研究をあ
きらめずに、あるいは出産・育児をあきらめずに両立
させていく支援をしなければ、女性研究者はどんどん
減っていくことはあきらかです （実際、優秀な女性研
究者は国外に流出し、永住しようとしています ）。ま
た、そのような姿を教育現場で目の当たりにする学生
達への影響も非常に大きいことが明らかです。 
 
 
技術立国を標榜する我が国がこのような事態を見過
ごして良いわけはありません。 
 
大学の意識改革は私どもが行いますが、それだけで
は十分ではありません。 
 
 
幸い、本事業の支援を受けて様々な状況が徐々に改
善してきております。多くの大学・研究機関において支
援システムが根付くまで、さらなる政府の継続的・積極
的な支援をお願いいたします。 

1497 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （グロ
ーバル COE プロ
グラム ） 

将来の医療の基盤となる基礎科学発展のた
めの若手博士研究員を養成する大学院教育
改革推進事業 （ グローバル COE プログラ
ム ）の継続のお願い。 

世界にまれに見る高齢化社会をむかえている日本に
おいて医療の発展は急務であり、その治療法確立を
研究する若手の博士研究員の養成は無くてはならな
いものです。大学院教育改革推進事業 （グローバル
COE プログラム ） は、この趣旨にのっとり、大学生や
若手博士研究員を養成しています。この事業は ，必
ず将来 ，日本の医療を含む基礎科学を国際的に貢
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献できるレベルに維持していくものと考えられます。ぜ
ひこの事業を継続されることを望みます。 

1498 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （グロ
ーバル COE プロ
グラム ） 

大学院教育改革推進事業 （グローバル COE
プログラム ）は主に、大学院生や若手博士研
究員を国際的に競争できるレベルに養成する
プログラムです。基礎科学の発展は非常に早
く、専門の博士研究員を教育することは非常
に重要ですが ， 長い年月と費用を必要としま
す。大学院教育改革推進事業 （グローバル
COE プログラム ） はこの趣旨のもとに事業を
推進しており、将来の日本の基礎科学を国際
的に貢献できるレベルに維持するものと思わ
れます。ぜひ、本事業を継続させてください。 

（ １ ）  
 
国家の未来に対する希望が失われるため。 
 
（ ２ ）  
 
新たな産業創成の可能性を縮小して、どうやって新興
国家に対し優位性を保てるのでしょうか？1年の縮小/
中断は、1 年の遅滞では済まないと思います。国家経
済の危機の折であればこそ、なおさら科学技術につい
ては合理的な拡大を望みます。 
 
（ ３ ）  
 
「文化大革命」の時代の中国では、「博士号所持者」
が根こそぎ居場所を奪われ、指導者が払底しました。
そのような「科学技術遅滞」状況を、どうか作らないで
下さい。 
 
他国の失敗事例の荷の轍を踏むべきだはないと思い
ます。 

1499 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （グロ
ーバル COE プロ
グラム ） 

大学院教育改革推進事業 （グローバル COE
プログラム ）の継続のお願い。 

世界的不況下において、日本が今後国際的に貢献で
きる分野として、基礎科学を基にした医療技術の開発
があると思います。例えば、N1H1 型インフルエンザの
特効薬の開発は， 莫大な利益を生み出すとともに，
国際社会に日本を猛アピールできます。そのために
は ，基礎科学を発展させる大学院生や若手博士研究
員を養成することが必要です。大学院教育改革推進
事業 （グローバル COE プログラム ）はこういった問
題点を解決できる重要なプログラムです。是非継続さ
れることを望みます。 

1500 研究者 
文部科
学省 

脳科学総合研究
事業 

積極的に進めるべきである。 

健康長寿社会のためには、脳が正常に機能すること
が必要だが、この事業では、脳の機能やその異常の
機構を明らかにするものであり、精神神経疾患の理解
と治療のために必須の事業である。 

1501 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 積極的に進めるべきである。 

資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える若手研究者は
最も重視されるべきものである。その研究への貢献を
支援する本事業はきわめて重要である。 

1502 研究者 
文部科
学省 

理数系教員養成
拠点構築事業 

積極的に進めるべきである。 
資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える教育者や研究
者の育成は最も重視されるべきものである。 

1503 その他 総務省 

革新的な三次元
映像技術による
超臨場感コミュ
ニケーション技
術の研究開発 

将来の社会インフラとして不可欠なものになる
と考えられる。海外での研究も活発も行われ
ており、我が国の産業の国際競争力を高いレ
ベルに維持するため、中長期的な研究支援が
必要である。 

現在必要か不要かの視点でなく、将来不可欠になると
の認識のもとで、施策が講じられることを期待する。 

1504 その他 
文部科
学省 

感染症研究国際
ネットワーク推
進プログラム 

今回の事業仕分けの評決結果に反対します。
 
平成 ２ ２年度の科学技術に関する予算等の
資源配分の方針に合致した施策であると思わ
れるにも関わらず、それに即した決定がなさ
れていないことは誠に遺憾です。 

平成 ２ ２年度の科学技術に関する予算等の資源配
分の方針 
に掲げる重点的に推進すべき課題に 
健康長寿社会の実現 というテーマがある。 
 
 
また私が意見を申し上げたい「感染症研究国際ネット
ワーク推進プログラム」はまさにこれに合致するもので
ある。 
 
なぜなら、外来性の感染症の流行は日本のような島
国では瞬く間に伝搬し、日本を長寿大国とする高齢
者、これからの日本を支える幼児、児童を簡単に死に
至らしめることを招く。 
 
そうなれば健康はおろか長寿大国と呼ばれる日本は
崩壊してしまうことになろう。 
 
これを未然に防ぐために、感染症の傾向と対策を迅速
かつ的確に行える部署は必要と考える。 
 
そして、それが行える部署はまさに今回、事業仕分け
によって活動が危ぶまれる「感染症研究国際ネットワ
ーク推進プログラム」である。 
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以上のことから私は「感染症研究国際ネットワーク推
進プログラム」に対する今回の判断に意義を申し上げ
ます。 

1505 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

新薬の迅速な開発のツールとなるであろう分
子イメージングは近い将来多くの益を出すで
あろう。 

このプログラムは分子イメージングの臨床利用だけで
なく、新薬の開発を迅速化することの目的もあり、優れ
た新薬の発展として重要なプロジェクトである。 

1506 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

仕分け作業の前提がナンセンスである ． 
 
既にスタートしている WPI の予算縮小は何も
生まないどころか， 科学文化に悪影響を与え
る ． 

行政刷新会議事業仕分け「外国人研究者招聘」を聞
いての意見 
 
 
WPI は世界の研究の前線基地である一方で ，外国人
研究者招聘プログラムは人対人のコミュニケーション
支援であり ， 
同時に議論される理由がまったくわかりません ．この
ような状態は参加された方々全員に失礼であると思
われます ． 
 
その上で ， 
WPI 拠点が ， （ 一手段に過ぎない ）外国人招聘とい
う観点で切られ ， しかもそこが弱いために強化せよと
いう話ではなく 
逆に拠点運営事態を縮小せよという結論が導かれる
とはまったく不可解です ． 
 
 
というわけでコメントのしようがありませんが ， 
FAQ になるであろう質問に WPI の現場の研究者の立
場から答えを置かせていただきます．  
 
 
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー 
 
 
Q. 納税者は何を実感するために税金を使って WPI の
研究者を支えるのか？ 
 
 
A. 自慢話 ． 
 
うちの町内には万能細胞作ったヒトがいます ．うちの
子は物質から生命をつくってしまいました ．うちは日
本です ． 
 
（ ヒトはヒトであることを実感するために税金を使って
文化を支える ．  
世に問いと答えを与えるのが科学者の使命であり ，
科学者の行う研究と技術開発はヒトの文化である ．  
そして WPI は世界における研究文化の先鋭である ．
それは日本にある． 社会貢献に最も影響と実績のあ
る文化を実感できないとしたら ，その受け手側に問題
はないだろうか？）  
 
 
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー 
 
 
また簡単な算数ですが ，予算が 1/2 縮減 ，1/3 縮減
となれば 
人件費で成り立っている WPI は ， 人材への投資が同
じ比率で縮減される計算になります．  
 
 
私が iCeMS に見学に来た高校生たちに言っているの
は ， 
「あと 10 年したら， 君らは研究をはじめているかもし
れない ．この拠点は 10 年はがんばるから ，見ていて
ください ． 
何が出てきたのか， 出てこなかったものは何か ，をし
っかり見ていてください ．」 
 
ということです ． 彼らが見つづけることがWPIの成果と
いうべきものではないでしょうか ．  
 
出てきたものが期待はずれなら ， 彼らはとても失望す
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るでしょう ． 
 
しかし ，違うルートを考え出すかも知れない ．見られ
続けるということは次に繋がることです ．科学は踏ま
れるためにある ．  
 
途中でがんばるのを制限させられたなら ，彼らは誰に
失望するでしょうか ． 
 
時の政府だと思います ． 
 
 
 
今回の件で希望が持てるとするならば ， 
政治の決定プロセスで行われる「議論」が最初はこの
程度である ，ということを 
白日の下へ晒した点にあります ．  
 
若しこの仕分けの結果がそのまま反映されるというの
であれば ， 
国家を運営する側の能力不足が問われることは避け
られないでしょう．  
 
 
どうか見識のある対応をお願いいたします ． 

1507 研究者 
文部科
学省 

理科教育等設備
費補助 

積極的に進めるべきである。 
資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える理科教育は最
も重視されるべきものである。 

1508 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 

積極的に進めるべきである。 

資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える大学院教育は
最も重視されるべきものである。それを大幅に改善し
ようとする本事業はきわめて重要である。 

1509 研究者 
文部科
学省 

海外特別研究員
事業 

積極的に進めるべきである。 

資源の乏しい日本の将来のためには、科学・技術の
発展が必須であり、その根底を支える若手研究者の
育成は最も重視されるべきものである。有能な若手研
究者の視野を広げるためにも、海外留学のための本
事業の存在意義はきわめて高い。 

1510 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究に関わる施策 

J-PARC の大強度陽子ビームを用いて初めて
可能となる新機軸のビームラインとして ，超
低速ミュオンビームを早期に整備すべきであ
る ．このビームラインの建設によって ，表面・
界面・薄膜の先端ナノサイエンス ， 生体生命
科学の突破口となる新しい研究領域が開拓さ
れる ．これにより， J-PARC はミュオン科学
の国際拠点としての位置を確立できる ． 

・世界が認める ， 日本で生まれて日本人が育てた独
自技術である ．  
 
・物質表面吸着分子から ，深さ数百ナノメータの内側
までの性質を単原子層の空間分解能で調べることが
できる ． 
 
・再加速による超尖鋭ビーム化技術が生み出すミュオ
ン顕微鏡は ，生きたままの生体機能探索や創薬の短
時間評価への道を開く ． 
 
・新材料に基づく光／電子デバイス技術 ，超伝導・ス
ピントロニクス （ 工学 ） ，二次電池 （電気化学 ） ，
接着・接合技術 （ 高分子化学 ） ， 触媒技術 （化学・
環境 ） ，創薬 （ 生命科学 ，薬学） などの産業応用
に直結する分野においても大きな貢献が期待され
る ． 
 
・材料科学における終端水素の物性や ，次世代燃料
電池開発のための水素吸蔵の機構の解明のためにも
待望されている ．  

1511 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 女性研究
者支援システム
加速 

・「女性研究者支援モデル育成」事業,及び平
成 21 年度より新たに開始された「女性研究者
養成システム改革加速」事業をさらに発展的
に推進していただきたい ． 
 
・これまでは競争的資金として ，単独の機関
または連携機関に対して付与され， 大学や研
究機関トップの意識改革に大きな貢献をして
きたが ，今後は分野間連携や ， 地域連携を
強化していただきたい ． 
 
・女子中高生の理系進路選択支援， 女子学
生のキャリア教育の充実、とりわけ相談できる
女性教員がいる環境作りと、女性科学者・技
術者が活躍できる職場や社会環境の整備の
３ 点セットで推進する必要がある ． 大学と産
業界が協力して女性が活躍できる環境作りを

・人材のみが資源の日本にとって ， 持続可能なイノベ
ーション創出能力を支える多様な人材育成が不可欠
である ． 
 
・これまで温存されてきた女性の能力を伸ばし ，活用
することは ，次世代の科学技術への関心を高める上
でも非常に重要である ． 
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行い、安心して理工系に行こう！と言える社
会を作りたい ． 

1512 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

当施策の推進を優先していただきたい。 

高度先進医療としてサポートされ、国民の期待にこた
えて成果を挙げ、世界でも有数の治療施設であった
当研究所の重粒子施設はやがてわが国の各地、そし
て世界にも普及しつつある。これは、重粒子線がん治
療の効果が世界的にも認知されたことを意味してお
り、医師も研究者もそれを誇りとし、これからますます
精進すべしと意気込んでいるところである。 

1513 
団体職
員 

文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

世界トップレベル研究拠点プログラムの予算
を削減すべきではないと思います。 

１ ４ 億円の予算は高額のように感じるかもしれません
が、優秀な人材を海外から招聘するにはやはりそれな
りの報酬がなければ成立しません。この辺は文化の
違いでしょうが、海外の人はシビアです。日本の研究
が世界最先端だとしても、報酬が低いのでは人は集ま
りません。 

1514 
団体職
員 

国土交
通省 

自動車運送事業
者によるＣ Ｏ ２
削減努力の評価
手法、付加価値
創出手法の開発 

国が ２ ５％削減を実行させるには様々な国
民の意識を注視させなくてはならない。本施
策はまさに中小零細事業者が対応するべく手
法を確立し、さらに継続できる仕組みが必要
である。また、現状の中で正確なデータはな
く、全て大まかな係数でしか整理されていない
のが実態。そこで、早急に将来に向けての新
たな手法が必要と思われるため、各業種別
（ トラック、バス、タクシー ）に精度の高い排
出量データを集め、それをベースに世界初の
実運送でのベンチマークを設定して、基準を
超えた事業者には努力評価をする道筋を与
えることで、中小零細事業者への成果評価と
なり励みとなる。ぜひ取り組んで欲しい。 

東京都トラック協会では東京都のディーゼル規制の地
域環境に取組み、さらに平成 １ ８年度より自ら全国に
先駆けて、地球環境対策「グリーン・エコプロジェクト」
を立上げ取り込んでいる。事業者 １ 台 １台の燃費デ
ータベースを構築し、エコドライブ活動を実践し環境改
善・環境教育として環境Ｃ Ｓ Ｒを図っています。 
 
・平成 １ ９年度地球温暖化防止活動環境大臣賞を受
賞 
 
・平成 ２ １年度には東京都環境賞知事賞を受賞 
 
しております。ちなみに平成 ２ ０年度末取組み事業
者 ４ １ ６社 ９ ， ４ １ ４ 台で燃費向上 ３年間平均
６ ． ９ ７ ％向上、削減燃料量 ４ ， ８ ７ ８ ｋ Ｌ
（ 22,400 本分 ）、Ｃ Ｏ ２削減量 １ ２ ， ７ ８ １ Ｃ Ｏ ２
/ ｔ 、交通事故 ３ 年間平均 ４ １ ． ４ ％低減と真水の
数字です。 
 
全国に広げれば、トラック事業だけでも大幅な削減が
見込まれる。また、トラック運送事業者は ９ ９ ． ９％
が中小企業であるため、取組みのための費用負担の
捻出ができなく、環境対策の意識が少ない事業者が
多く、労力や教育に時間がかかるため、制度設計を早
急に進める事が必要。 
 
自動車の燃費削減を技術力で １ ％削減するには多く
の技術者や何十億円の経費が必要であるが、 １ ０ ％
の削減はドライバーへのエコドライブ教育や環境教育
で自己意識の充実を図れば、車両開発や機器導入 
より効果は大であります。 

1515 研究者 
文部科
学省 

ナノテクノロジー
ネットワーク 

これまでの施策では、各研究者が競争的資金
や予算確保をする必要があり、新しいでアイ
デアで実験するにはしきいが高く、難しかった
が、この施策のおかげで、少ない予算で有効
に利用でき非常にありがたい。 
 
なので、もっと規模を拡大して進めていって欲
しい。 

ナノネットで整備維持されている最先端の高性能機
器・装置を利用することで、自前で装置を用意をするこ
となく、自身の思いついたアイデアをもとに直ぐに研究
を進めていくことができ、非常に有用であるから。 

1516 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線による治療は、ピンポイントで癌細
胞を死滅させることができるといわれているの
で、是非この技術を確立して欲しい。 
 
したがって、予算を増やして、早期に一般治療
法として利用できるように進めていって欲し
い。 

重粒子線がん治療法は外科手術や化学療法に比
べ、副作用などの体への負担が少なく、しかも術後の
社会復帰が早い治療法であると思うから。 
 
QOL の観点で非常に重要。 

1517 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （女
性研究者支援 ）  

予算要求通りに継続実施すべき。ただし、募
集・実施内容・配分等の事業実施方法につい
ては、より効果的な方法への展開・変更につ
いて柔軟な対応も考慮・検討すべきと考えま
す。 

行政刷新会議事業仕分けは、私共が推進して来た女
性研究者支援活動が世の中で客観的にどのように受
け止められているのかを知るよい機会となりました。
文部科学省からの適切でわかりやすい説明・答弁に
対し、事業趣旨および実施内容をよく理解していない
評価者の発言が目立ちましたが、指摘や批判も、これ
までの事業・組織の取り組み方等を顧みて今後よりよ
く事業推進・展開していくために活かしていきたいと思
います。事業実施に携わる私達はこれまでも、国費を
使って事業推進するにあたり、適切な予算適用と確実
な成果実現に努力するとともに、費用対効果を含む事
業の必要性・妥当性への説明責任を強く認識してきて
おり、後述する合同シンポジウム等様々な機会をとら
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え、活動の紹介・報告をしてきましたが、教育課題と同
様に短期的には顕著な成果の見えにくい事業の有意
性を必ずしも示せていないことがわかり、今後さらに
事業の意義を成果と共に伝える努力をする必要を感
じました。 
 
 
 
来る 11 月 25 日・26 日に科学技術振興調整費事業
（ 女性研究者支援システム改革 ） （ 「女性研究者支
援モデル育成プログラム」ならびに「女性研究者養成
システム改革加速プログラム」 ）の合同シンポジウム
が開催されます。支援事業開始以来 3 回目となるこの
シンポジウムは、両事業に採択された大学等研究機
関が一堂に会し、それぞれの活動を報告して情報・課
題・問題意識を共有し、よりよい支援の推進・展開を図
るためのものです。また、これから支援事業の採択・
実施を目指す大学・機関にとっても、自機関での実施
プラン考案・策定のためにまたとない情報収集・意見
交換の機会になっています。平成 18 年度に 10 大学で
始まったモデル育成プログラムは、年ごとに新たな採
択機関が加わり、点から線へ、線から面へと、徐々に
全国的な女性研究者支援ネットワークが形成されつ
つありますが、四国地方をはじめ、まだ支援が根付い
ていない地域・機関も少なくありません。若手研究者を
はじめ研究者の流動性が増す中、支援拠点形成にと
どまらず、どこにいても女性だということをハンディに
せず活躍できる環境を整備していくことが重要であり、
今後も支援の普及・拡充に努めていくことが肝要と考
えます。 
 
 
 
男女共同参画推進に関しては、科学技術分野に限ら
ず、総論賛成・各論反対、すなわち社会全体の流れと
してはよいが何もうちでやらなくても、というスタンスの
組織が大半であり、残念ながら大学等研究機関にも
そのような状況が根強く残っています。あるいは、理
念は賛成であるが実際に行うべき支援策がわからな
い、わかっても支援策を試行する財政的余裕がない
等、支援実施・システム改革に踏み出せない機関も多
く、振興調整費事業に応募・採択されることでようやく
理念を行動に移せた機関がほとんどですから、当初よ
りシステム改革の「呼び水」として用意された振興調整
費は十二分にその役割を果たしてきており、今後も果
たしていくことが大いに期待されます。女性研究者の
活躍環境整備を主体とするモデル育成プログラムに
ついては、本年度までに採択機関 45 を数え、他機関
へのモデルとなる事業例としては充足してきた感があ
りますが、「呼び水」としての必要性はなお高いので、
今後は提案の独自性を競うのではなく、もっとシンプ
ルに「女性研究者支援システム普及プログラム」ある
いは「女性研究者支援基盤整備補助金」等とし、モデ
ル育成プログラムで効果を実証された支援項目の実
施チェックシート主体の応募にしてはと思います。応募
と採択、両者のハードルを下げ、もちろん金額も下げ
て、一気に数多くの大学に普及させる方が全国的なシ
ステム改革加速につながると考えます。 
 
 
 
人件費負担軽減ポジティブアクションにより女性研究
者の採用・組織への定着を促進する加速プログラム
については、男性研究者への逆差別という視点での
批判は予想していましたが、研究費のことが主に取り
上げられたのは意外な感じがしました。これは、施策・
事業シート （概要説明書 ）の中の「事業/制度内容
（ 手段、手法など） 」欄で主な支援項目として研究
費・学会参加費が記載されていることによる誤解では
ないかと思います。これは加速プログラムに係ること
でしょうから、モデル育成に係る他の 3 項目と並べて
記載される （しかも間に入っている） べきではなく、ま
た加速プログラムの主項目としては新規採用女性研
究者の初期雇用経費補助が挙げられるべきだったと
思います。現状シートでは、女性研究者の活躍環境整
備として研究費や旅費の補助をしたように受け取ら
れ、批判的指摘を受けたことが予想されます。加速プ
ログラムによる女性研究者採用促進のコンセプトはモ
デル育成事業と同じく「呼び水」と理解しています。初
期雇用経費軽減というポジティブアクションにより組織


